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はじめに 

 
電子商取引推進協議会（Ecom）は、平成12年４月の設立以来、業種を超えた様々な企業の

参画により、電子商取引（EC）に関する諸課題の解決に取り組んできた。その目的は、EC 社

会における、１）民間企業の競合力・競争力強化、２）新ビジネス創出の促進、３）消費者・

事業者の安全・安心の確保、等である。 

平成 14 年度、ビジネスモデル・ワーキンググループ（WG）は、ビジネス改革WG と改称

し、検討の重点を、ECサイト事業者の成功要因分析から、EC或いはｅビジネスを活用して自

社の組織・構造改革をはかり、高付加価値化・効率化を遂げる成功事業者の企業全体としての

分析に移行した。それは、顧客フロントの販売・調達に注目した成功モデルの検討から、全社・

社内外を電子ネットワークでつなぎ効率的、効果的に活動する「トータル eカンパニー」の検

討こそが重要であるとの認識に基づく。 

上記目的のため、本 WG では、①WG 全体会議における調査・分析活動、②EC／e ビジネ

ス研究会における研究・開発活動、③海外訪問調査、の 3つの主要な活動を実施した。 

本資料は、上記活動のうち、③ワーキンググループとして行った海外訪問調査の記録の集大

成である。 

 

本 WG では、平成 14 年度海外調査の一環として、海外の主要企業・研究機関を訪問し、意

見交換・インタビューを行った。特に、例年の米国訪問調査に関し、内外機関との連携につと

め、（財）社会経済生産性本部への協賛よる公開の「米国 EC／eビジネス・マネジメント研究

調査」プログラムとして実施し、広く一般事業者の参加を得て普及・啓蒙、事業者のビジネス

チャンス発見への支援を行った。また、初めての試みとして、中国インターネット協会大会に

参加するとともに、中国への日系進出企業に現地インタビューを行い、EC／ｅビジネス活用の

実態把握に努めた。 

こうした活動を通じ、EC／e ビジネスの、米国における静かではあるが確実な進展、中国に

おけるECの広がりと日系企業のネット活用の実態が、明らかになった。本書は、記録資料集

として作成したものであるが、その有用性に鑑み、資料として公開する次第である。 

 

本報告が、わが国企業・社会の健全で活発なEC／eビジネス展開の参考となれば幸いである。 

 

 

 平成１５年３月 

 
財団法人日本情報処理開発協会 
電子商取引推進センター 
電子商取引推進協議会  
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序 章 



 

■平成 14 年度海外訪問調査の概要 

本資料は、Ecom ビジネス改革ＷＧとして行った海外出張調査の報告を編纂し１冊にまとめ

たものである。平成14年度、ビジネス改革WGでは、EC／eビジネスを活用した内外事業者

の事業展開及び「ｅ」活用の実態把握を目的とし、以下の海外訪問調査を行った。 

 
１） 「米国EC／e ビジネス・マネジメント研究調査プログラム」（10 月 7日～15日） 

２） 「中国（上海・広州）・香港視察調査」（11 月24日～12 月1 日） 

３） 「米国プレ調査」（7月 18日～28日） 

 

１） 「米国EC／e ビジネス・マネジメント研究調査プログラム」 

所謂“ドットコムバブル”崩壊後、IT 先進国アメリカでは、IT ビジネス環境はますま

す勝者が明確になりつつある。米国における先端EC／eビジネス活用・開発事業者の実態

把握し、また、今後の企業戦略を策定するための知識とアイディアを形成するための現地

調査を行った。 

 

２） 「中国（上海・広州）・香港視察調査」 

2002 年度中国インターネット協会会員大会が上海国際会議センターで開催されるのを

機に､本大会に参加するとともに､中国最初で最大である上海認証局との意見交換､中国に

進出している日系製造業企業に「ｅ」活用の実態に関してヒアリング調査を行った。 

 
３） 「米国プレ調査」 

「米国 EC／e ビジネス・マネジメント研究調査」プログラム設定のためのプレ調査を事

務局が行った。Progressive Policy Institute、マサチューセッツ工科大学 Center for e 

Business、カリフォルニア大学アーバイン校 Information Technology Research Center

等への訪問と、調査団訪問の設定をおこなった。（概要は、参考資料に掲載） 

 

以下の各部は、それぞれ個別の海外調査記録としてまとめられたものを、ほぼそのまま

掲載している。 

但し、各資料は参加者向けに記録資料として作成されたものである。あくまで参考資料

として、参加者、関係団体、電子商取引推進協議会はその内容に一切の責任を負わないも

のとする。 
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～米国におけるeビジネスの勝敗の決め手を探る～  
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1.1 調査の概要 
1.1.1 団長所感 

電子商取引推進協議会 

企画部会担当 主席研究員 

吉村 正平 

 

本研究調査団は、ITバブル崩壊後の経済状態と2001 年９月 11 日の同時多発テロ事件後の

米国の社会状況を視察し、米国の今後の方向性を現地でヒアリングすべく、10月６日に成田か

ら出発し、ワシントン、ボストン、ニューヨーク、サンフランシスコと米国主要都市をまわり、

同月17日に帰国した。 

参加人員 12名 事務局２名。大きな事故も無く予定通り視察を終えることができた。 

参加者の協力、事務局の事前準備と現地での対応に感謝します。 

 

今回の訪問先は、政府・自治体関連３件、大学研究関係２件、金融関係企業３件、EC 関連

企業２件、コンサルタント２件の計 13 件であり、官、産、学、コンサルティングの各界にお

けるアメリカの最前線のリーダーの人たちと面談することができた。各社の面談者には紳士的

な態度で丁重に対応していただいた。こうした皆さんの印象は、野心家のエネルギッシュな感

じではなく、冷静に状況判断してプロジェクトを推進していく実務型で、目的意識がはっきり

しており、説明も的確に行われた。団員が十数人と適度な人数であったことも功を奏し、質問

も活発に行われ会議は予定時間を越えそうな勢いであった。大変有意義な視察で、かなりの成

果が得られたとの感がある。 

 

全体的な印象は、米国訪問先では、驚くほどの新技術や新規ビジネスは感じられず、日本で予

想された技術レベルであったというものである。インターネットで事前に各機関の概要を理解し

ていったこともあるが、日本国内のシステム適用の状況を考えると日本の方が進んでいる面もあ

ると考える。しかし、実際の業務適用では、米国には参考にすべき点が多く、有益な情報が得

られた。 

 

● “Citizen Centric System”（市民主客のシステム作り）がコンセプトの電子政府のシステム 

FirstGov、CitiStatのシステム作りは市民が使いやすいことを最優先に、組織の大幅な変更

を行えなくても、IT技術を活用して目的を明確にして取り組み、大統領、市長の指示や支持を

引き出し、利用者の利便性や好反応を味方にして内部の変革に迫っているように受け取れた。

米国流のトップのリーダーによる適用推進が成功の要因の一つであり、日本でも見習うべき点

である。 
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● 新規ビジネス開拓のための産学協同体制 

M.I.T.やコロンビア大では、大学の民間企業との共同研究は教授陣の興味と企業のニーズを

すり合わせ、双方にメリットのある契約スキームを明示し、産学で新たな分野を切り開こうと

の開拓精神と人材育成意欲を感じられた。日本の企業も参画している状況であり、日本の大学

経営に取り入れるべき手法である。 

 

● 顧客業務密着の先進業務ソリューション・サービス・ベンダー 

民間企業の新興の点では、ネット上でのビジネス展開の企業は淘汰された。現在では、Cyota、

I-Deal、Kurant などの、実ビジネスに結びついた業務全体についてのネットを活用したソリ

ューションを提供する会社が成長途上にある。 

個別の訪問先の内容は本文に記述されるので、以下は視察で感じたキーワードで全体の所感

をまとめて報告する。 

 

１） “生産性向上”と“コスト削減”が国家戦略の重要な指標 

デジタル経済社会の構築を提唱している、PPI のアトキンソン博士から「生産性向上の

停滞がなぜ起きるかを調べ、技術革新がないと生産性向上がサチルことをつきとめた。」と

の経済学者（シュンペータ）の説に従い、生産性向上が重要な指標との見解を聴いた。1994

年から 2030 年がニューエコノミー時代との認識で、情報経済、デジタル経済、ネットワ

ーク経済、知識経済、リスク社会をキーファクターとして社会全体に飛躍的な生産性向上

をもたらしながら成長させていく戦略を提唱している。IT バブルがはじけても、2000 年

を除けば 1998年以降、生産性向上は続いているとの指摘である。 

ニューエコノミーの実現は10年から15年かけて進むもの。１）新しい産業を興し、２）

グローバリセーションを進め、３）起業家精神を発揮し、４）IT革命を推し進める。社会

全体の生産性向上の道具として IT を活用し、新しい業界を興し、必要のなくなった業界

を減らしていく。 

たとえば、紙の小切手の処理の生産性は小切手処理機械の性能が限界。電子決済を採用

すれば、飛躍的に生産性はあがる。これがデジタル化のインパクトである、との指摘であ

り、実業務での変革を推し進めるための規制緩和や政策提言を推進していくとのことであ

った。 

日本でもインフラ装備率や電子取引売上比率よりも、経済活動における生産性向上やコ

スト削減の指標を活動の尺度に採用すべきである。 

 

２） 新しいビジネスを成功させるには“人”が大切 

投資顧問会社Vencom社の Barash 社長からは、飛躍的な生産性の向上のためには、新

たな産業を興すことが大切であるとの指摘があった。雇用創出の点からも必要である。 

新しい産業はSEEDSの期間を経て、急激に立ち上がる。立ち上がる時期にベンチャー
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キャピタルの資金が活用できるが、それまでは政府資金や親戚・近所の資金を集めていく

ことが必要である。シーズのもとは大学の研究室であったり、大手企業の不採算部門にあ

ったりするが、新規ビジネスの立ち上げに必須なのは、起業家精神を持った人材である。

との示唆を得た。 

 

３） 大学は新しいシーズを生み出し、起業家を教育する機関 

大学研究が新しいビジネスを生み出す芽を作る。企業にプロジェクトに参加してもらう

ためのプロモーションもしっかり考えられている。米国の大学では、企業活動と密接に関

係した研究テーマを扱い、企業との共同研究で成果をあげていこうとする姿勢と企業で活

躍できる人材の育成に力をいれている姿を見た。同時多発テロ以降、テロ対策のためやセ

キュリティ確保のための技術開発に政府の資金が出ているとのこと、また、実務ニーズに

迅速に対応する大学の姿勢を知りえた。 

 

４） インターネット利用の進化が進む 

（１） インターネットは米国の生活インフラに定着 

インターネットは、一部の人が活用するインフラからすべての市民が利用する道

具になった。強く印象をもったのは、個人の本人確認情報が、氏名と e-mail アド

レスで行われているとの説明を受けた時である。米国の市民全体がインターネット

の利用者であるとの認識に立てば、企業・公共団体の Web対応戦略は特殊な対応

ではなく、必須のサービスとして対応レベルが進化していくのは当然である。米国

の電子情報化は、政府のための電子化や企業のための電子化ではなく、市民やお客

様のための電子化である。具体的には、次のように FirstGov、CitiStat と Wells 

Fargoの事例に見られる。 

 

（２） 市民中心（顧客中心）の使い安さの追求―Citizen centric system 

政府や地方自治体は“市民にサービスを提供する機関”ととらえ、市民から見た

使いやすい電子政府を目指して少ない予算と人員で実施している。 

e-Governmentのサイト構築は市民中心に考え、政府と市民の直接接点の機会を

増やすことを第一に考え、判りやすく、使いやすい市民サービスの実現に取り組ん

でいる。 

市民と政府の直接対話を増やすために、市民からみて利用しやすいサイト造りに

取り組んでいる。そのための評価体制を市民も含めて構成し、適宜サイトのリニュ

ーアルを図っている。例えば、サイトの構築方針として、最小（３回）のクリック

で目的の情報にたどり着くことができる。ページを探したり、見る時間をすくなく

したりする。Pop-up Window機能の使用を止める（商品販売の民間サイトとは異

なる方針）等の指針に変更してきている。 
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同様に、Wells Fargo銀行のCheng副社長によれば、同社は、銀行サイトに来

るお客様はキーワード検索や商品情報を求めていないことを発見したという。金融

分野ではお客様がサイトに来る目的がはっきり決まっており、早く目的のページに

たどり着き、短期間に処理できることがサービスにつながる。 

 

（３） やれる所から手をつけ、はやく公開し、問題があれば、改良、又は、止める。 

ボルチモア市の CitiStatは EXCELシートと地図表示ソフトを連結させた仕組

めで、少ない予算の範囲内で、工夫をして早く立ち上げ、改良していく。クレーム

通報状況、犯罪発生状況や空家状況、といった悪い情報も情報公開をして、判断は

市民に任せる。 

市の各部門が情報の共有をはかり、２週間に１回の会議で進捗と対応を議論する

仕掛けで、市民サービスを向上させる。そのために、徹底した情報公開と図式化で

問題の共有化を実現している。 

 

Cyota社は、銀行等のカード発行業務のシステム化をASPビジネスとして展開

し、業務モジュールとユーザーインターフェースを標準化・共通化し、世界の業界

標準を狙っている。 

2003年４月から VISAのカード発行会社との契約条件の変更により、カード番

号と有効期限以外のパスワード等のセキュリティ強化策が実施される。セキュリテ

ィ確認が顧客の利便性を損なうことにならないようなバランスをとっていく

（good enough）。インターネット上の取引で、クレジットカードの詐欺事件がカ

ード取引での詐欺事件の半分を占めることへの対策が進行中。 

 

Wells Fargoは携帯電話からのアクセスをサポートしていたが、１年間で5,000

人しか利用者が得られず、2002 年６月にサービスを廃止した。米国では家庭のパ

ソコン普及率が高く、携帯電話で銀行サービスを利用しない事が判明したためであ

る。日本の銀行の実態はどうだろうか？ 

 

（４） セキュリティ確保と顧客の利便性のバランスが大切 

市民の本人確認は、３つのレベルがある。 

レベル１）氏名と e-mailアドレス、 

レベル２）レベル１＋所属（会社、団体、学校等） 

レベル３）レベル２＋運転免許書等の身分証明書で 

大部分はレベル２で、必要があれば電話等で会社等に確認することができるので、

本人申請を受け付けるとのこと。日本の書類中心の事務手続きとの差を感じる。 
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911番（日本の110番に当たる緊急電話）への通報等の電話窓口では、市民から

情報提供しやすいように、匿名でも受付、最低必要な情報しか聞かない。本人の提

供してくれる情報だけで、処理する。その時、受付番号を発行し、内部の情報の共

有を図るキーに使うと同時に通報者の問い合わせに対応するキーとし、いつでも通

報者に進捗状況を答えられるようにシステム化している。 

 

（５） 既存ビジネスでのトータル・ソリューションの提供が売り 

Cyota社は、カード被害を抑止する契約改定をビジネスチャンスをとらえ、クレ

ジットカード発行業務の支援システムの業界標準を目指して、世界の大手銀行に採

用を働きかけている。 

I-Deal 社による市債発行引き受け業務や新株発行業務のシステム化は、発行準

備期間の短縮と発行目録書の電子化による費用削減で大きな生産性向上を図るこ

とができる。証券会社の新規債権発行業務は今までは時間と人手がかかる割には収

益性の良くない業務であるが、お客様との関係を維持するには必要な業務である。

これをWeb技術で業務フロー全体の支援システムを構築し、期間短縮とコスト削

減で生産性を向上させる。ASP サービスで提供し、利用件数の利用量に比例した

課金体系である。 

Kurant 社は、大手企業が中小企業向けの総合的な電子商取引 ASP サービスビ

ジネスを展開するためのシステム開発会社である。大手企業の信用力と既存顧客を

活用して、WIN-WINモデルを作ろうとしている。 

 

共通して言える新興企業の成長戦略は、業務ミッション指向という点にある。つ

まり、市場トップ指向、ニッチ市場のデファクト標準指向、大手企業とのタイアッ

プ、ブランド、利用料金収入、グローバル対応などの具体的関心事が導かれた。 

 

① 業務全体の適用システムの基盤提供を狙い、使いやすさと安価な価格で顧客

に密着して、トップシェアを狙う。 

② 創業期は信用のある企業とタイアップして顧客獲得を図り、キー顧客を獲得

する。 

③ ユーザーニーズを吸収できる顧客を選定して、直接サポートにより商品の強

化と早期提供を図る。 

④ 新聞や雑誌に情報提供し、ブランド力を高める。 

⑤ 量に比例した手数料といったソリューションサービスによる料金体系で継続

した収入を確保しようとしている。 
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また、グローバル展開を当然としたビジネス構想を持ち、日本市場に対ソフト売り切り

ビジネスのような一括収入よりも、一定サービス期間の使用料、利用しては、日本の有力

企業とパートナーシップを組んでシェア拡大したい意向である。 

 

1.1.2 調査趣旨 

 

eビジネスの失敗と成功の要因は何か？ 既存事業とのハイブリッドモデルで成功する構造

は何か？ 

ブロードバンド、モバイル、といったインフラの普及において、もはや日本は立ち遅れては

いない。IT先進国アメリカでは、ITビジネス環境はますます勝者が明確になりつつある。 

企業戦略策定担当者にとって、日本でのここ数年の成功モデルと動向をレビューして、再度

米国での勝者のビジネス構造を調査し、今後の企業戦略を策定することが必要である。そのた

めの、地に足のついた知識を形成するための調査とした。 
 
1.1.3 調査項目と米国の訪問調査先 
 

Ⅰ．政府機関訪問調査によるデジタル・エコノミーの方向性および公共インフラ 

Ⅱ．企業訪問による先端ビジネス、ポスト EC/eビジネス・モデルの実例 

Ⅲ．企業訪問によるインフラとしてのセキュリティ・認証技術 

Ⅳ．MITワークショップによる EC/eビジネス動向と将来見通し 

 

日 場所 時間 セッション 

Morning 
Progressive Policy Institute 

“デジタル・エコノミーの構築” 

AM 
Firstgov. 

“連邦政府のe” 

10/07 

(Mon.) 
ワシントン 

PM 
Baltimore Citistat 

“自治体 e問題解決” 

10/08 

(Tue.) 
PM 

MIT Center for eBusiness 

“eビジネス関連プロジェクト” 

10/09 

(Wed.) 

ボストン 

AM 
MIT Center for eBusiness 

“eビジネスの新市場と機会” 

AM 
Vencon Management 

“ベンチャー育成と eビジネス” 10/10 

(Thu.) 

ニュー 

ヨーク 

PM 
Cyota 

“オンライン決済セキュリティ VB” 
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AM 

Colombia University 

“産学協同による 

次世代ITプロジェクト実践” 
10/11 

(Fri.) 

 

PM 
I-Deal 

“金融Webサービス” 

AM 
Kurant 

“中小企業むけ eコマースVB” 10/14 

(Mon.) 
PM 

Verisign 

“セキュリティの国際標準” 

AM 
Wells Fargo 

“オンライン地方銀行の最先端” 10/15 

(Tue.) 

サンフラ

ンシスコ 

PM 
NRI-A 

“米国情勢概観” 

 
1.1.4 参加者 

 

    氏名   組織名   所属・役職 
          

1             
  団長 吉村 正平  電子商取引推進協議会  普及広報 Gr. 
  （ ﾖｼﾑﾗ ﾏｻﾋﾗ ）   主席研究員 
           

2            

  副団長 
幹事 佐藤 国雄  （株）全労済システムズ  代表取締役専務 

  （ ｻﾄｳ ｸﾆｵ ）    
          

3             
   深田 穂積  国民生活金融公庫  生活衛生企画部 調査課 
  （ ﾌｶﾀﾞ ﾎｽﾞﾐ ）   課長 
          

4             
   半谷 智之  エヌ・アイ・エフ ベンチャーズ（株） 投資第 3 グループ 
  （ ﾊﾝｶﾞｲ ﾄﾓﾕｷ ）   グループマネージャー 
          

5             
   菱田 康久  （株）札幌ネクシス  業務推進部 
  （ ﾋｼﾀﾞ ﾔｽﾋｻ ）   取締役本部長 
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6             
   稲村 強  （株）NTT データシステムサービス 第 2 システム 
  ( ｲﾅﾑﾗ ﾂﾖｼ )   課長 
           

7             
   河野 公明   （株）ＱＵＩＣＫ   ｶｽﾀﾏｰｻﾎﾟー ﾄ事業本部  
  ( ｶﾜﾉ ｷﾐｱｷ )      
            

8             
   梁瀬 昭  日本情報通信（株）  ソリューション統括本部 
  ( ﾔﾅｾ ｱｷﾗ )   ソリューション推進部長 
         

9             
   桑畑 暁生   （財）電力中央研究所   情報研究所情報システム  
  ( ｸﾜﾊﾀ ｱｹｵ )   主任研究員 
         

10             

  国内研究
会講師 前田 陽二   電子商取引推進協議会    

  ( ﾏｴﾀﾞ ﾖｳｼﾞ )   主席研究員 
          

11             
   黒岩 恵  トヨタ自動車（株）  情報事業企画部 
  ( ｸﾛｲﾜ ｻﾄｼ )   主査 
          

12            

  コーディ 
ネータ 荒川 一彦   電子商取引推進協議会    

  国内研究
会講師 （ ｱﾗｶﾜ ｶｽﾞﾋｺ ）   主席研究員 

          

13          

  同行駐在員 
（通訳兼任） 渡辺 雄一郎   財団法人社会経済生産性本部  米国駐在事務所 

  ( ﾜﾀﾅﾍﾞ  
ﾕｳｲﾁﾛｳ )    

          

14          
  事務局 藤田 健司   財団法人社会経済生産性本部  国際部 
  （ ﾌｼﾞﾀ ﾀｹｼ ）    
          

 



 

－9－  

1.1.5 国内研究会日程 

 
第１回国内研究会：  ９月１７日（火）１５：００－１７：３０  
 

講義１：「eビジネスの成功事業者の特徴と比較分析」 
講師：電子商取引推進協議会 主席研究員 荒川一彦  
 

講義２：「セキュリティの現状展望とビジネス運用上の課題」 
講師：電子商取引推進協議会 主席研究員 前田陽二         

 
第２回国内研究会：  ９月２７日（金）１５：００－１７：３０ 
 

発表：  「訪問先候補の概要と資料配布の説明」 
討議：  「eビジネス事業の現状と解決課題」 
討議：  「質問項目の設定」 

 
第３回国内研究会：  １１月５日（火）１５：００－１７：３０  
 

発表：    「担当した米国調査のポイント」 
総括討議：「日米調査研究のまとめ」 
討議：    「サマリーレポートの執筆分担」 

 

1.1.6 米国調査日程 

 
 月日（曜）     都市名 現地時間 摘   要  
      
  １ １０月６日 東京（成田）発 11:00       
 （日） ワシントン着 10:35   
    到着後 ワシントン市内視察  
   16:00-18:00      オリエンテーション                  
   18:00-19:30 夕食懇親会         （ワシントン泊）  
      
  ２ １０月７日 ワシントン     
 （月）  08:00-09:30 PPI (at HOTEL)  
   10:00-12:00 Firstgov  
   14:00-17:00 Baltimore Citistat  
      
                            （ワシントン泊）  
      
      
  ３ １０月８日 ワシントン発 9:30 移動  
 （火） ボストン着 10:55    
   15:00-17:00 MIT Center of eBusiness  
    (1)E-Business Center の概要紹介  
    プログラム・ダイレクター  

David Verrill氏 
 

    (2)E-ビジネス関連の最適ビジネスプロセス  
     プロセス・ハンドブック・プロジェクト  

John Quimby氏 
 

    （ボストン泊）  
      
      

  ４ １０月９日  09:00-12:00 MITワークショップ参加  
 （水）     
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  ボストン発 15:15-18:42 移動                       
  ニューヨーク着  （ニューヨーク泊）  
      
  ５ １０月１０日  ニューヨーク    
 （木）  10:00-12:00 Vencon Management  
   14:00-16:00 Cyota   
                            （ニューヨーク泊）  
      
      
  ６ １０月１１日 ニューヨーク     
   10:00-12:00 Colombia University  
 （金）  14:00-16:00 I-Deal  
                            （ニューヨーク泊）  
      
      
  ７ １０月１２日 ニューヨーク 09:00-11:00 中間評価会  
 （土）   レポート作成        （ニューヨーク泊）  
      
      
  ８ １０月１３日 ニューヨーク発 11:30 着後 サンフランシスコ市内視察  
 （日） サンフランシスコ着 14:31   
    レポート作成  
                        （サンフランシスコ泊）  
      
  ９ １０月１４日 サンフランシスコ     
 （月）  10:00-11:30 Kurant （ホテル会議室）  
   14:00-16:00 Verisign  
                        （サンフランシスコ泊）  
      
      
１０ １０月１５日 サンフランシスコ    
 （火）  10:00-11:30 Wells Fargo  
   14:00-16:00 NRI-A （ホテル会議室）  
            （サンフランシスコ泊）  
      
      
１１ １０月１６日 サンフランシスコ発 11:50 帰国  
 （水）   （機内泊）  
      
      
１２ １０月１７日 東京（成田）着 14:55 成田空港 到着後 解散  
 （木）     
      
      

 



 

－11－  

1.2 調査の記録 
1.2.1 コーディネータ・サマリー 

電子商取引推進協議会 

主席研究員 荒川 一彦 

 

● 「ＥＣ／ｅビジネス」の現状 

 2002年を通じて、米国経済は緩やかな景気回復局面をたどり、特に個人消費や住宅投資とい

った家計部門の下支えによって、実質成長率も前年の 0.3％から 2.3％1へと回復している。し

かし、企業部門全体としては、大規模な生産・雇用調整を迫られる局面はなかったものの、「90

年代後半の過大な期待」の修正は不可避となった。特に情報技術（IT）、あるいは電子商取引

（EC）分野では、2000年のネットバブル崩壊以降の初期ドットコム企業の淘汰、2001 年の e

マーケットプレイス（EMP）を中心とする BtoB企業の選別、さらに2002年の通信系インフ

ラ企業の倒産劇（WorldCom等）に見られる金融バブル清算により、電子商取引分野における

“清算“が一巡したように思われる。 

 2002年、米国の IT投資は、「バック・ツー・ザ・ベーシクス（Back to ｔhe Basics）＝基

本に還る」といわれた。IT分野での投資規模が微増、あるいは横ばいを続ける中で、投資先が

選別され、既存インフラの活用と次期アプリケーションへの先行投資の傾向が顕著であった。

こうした傾向は日米ともに共通で、ハードウエア投資や人件費が削減される一方で、特に米国

ではビジネス系アプリケーション、セキュリィティやネットワーク管理用のインフラ・ソフト

ウエアといった、既存資産を活用して短期の投資回収が可能な分野への重点投資の傾向が見ら

れた。IT 投資の低下は底を打ったといわれる中で、IT 部門には、投資先の選別と厳格なコス

ト管理が求められたといえよう。 

 こうした厳しい企業の IT投資環境の一方で、一般消費者を対象とする電子商取引（BtoC・

EC）は 2001 年末以降、着実な回復・成長を遂げている。2002 年の北米のオンライン小売売

り上げは月間67億ドル前後の高額で推移し、米国では通年で前年比41％増と、増加率にして

前年比倍増している。米国では、インターネットユーザー数自体も 2002 年を通じ 1 億 5000

万人に達すると予想されており、特にインターネット接続可能な人口の 50％～60％がオンライ

ンショッピングを経験するなど、消費者の EC 利用の拡大が続いている。ホリデーシーズン

（11-12月）には、オンライン小売の成長率が一般小売店の成長率をしのぐとの報告もある。2

旅行・予約仲介の伸びは変わらないなど、BtoC・ECの傾向は定着するとともに、企業間の電

子商取引（BtoB・EC）においても、その傾向の類似性もほぼ明らかとなった。 

  

 

 

                                                 
1 野村総合研究所「2002年度、2003 年度の経済見通し」2002.11（2002年度は予測値） 
2 National Retail Federation (NRF) 
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● ＥＣ／ｅビジネス視察団の概要 

 本調査研究プログラムは、「ｅ」3が日常化したといわれる米国において、１）ｅ活用先進企

業、２）次期ｅ時代のインフラ企業及び公共機関、３）米国の先端的なリサーチ・コンサルテ

ィイング機関、への訪問によって、「次期ｅ社会の基礎的インフラ」を確認し、トータルｅカン

パニーへ向かう米国企業の実態と手法を、米国現地にて広く確認することを目的とした。その

ため、①基礎研究の成果の聴取、②政府・公共機関の導入状況の視察、③老舗ブリック＆モル

タルの検証、④先進ベンチャーの状況把握まで、広範・多様な訪問・ヒアリングを行っている。

実ビジネス化に伴って、情報が閉ざされる傾向が強まる中で、各ヒアリング先からは積極的な

協力をいただいた。米国のホスピタリティとビジネスチャンスへの開放性・積極性＝ベンチャ

ースピリットは未だ健在といえよう。こうした視察を通じ、現地での実際のヒアリングを通し

てしか得られないインターネット社会・ビジネスの着実な展開と先端状況を垣間見ることが出

来た。 

 

● 全体の概観 

 米国では、システム開発・アプリケーション等の表層については、日本と大きく変わらぬ状

況が見られ、また、訪問先により日米の状況に関する認識ギャップもあり、日本の先進度への

認識不足に対し不満を感じるところもなかったとはいえない。 

しかし、米国では既にネットはビジネスの中に深く組み込まれ、eビジネスの「e」が落ちる

（日常ビジネスである）といわれる状況の中で、米国特有の日本との相違を見ることができた。 

 

１） プロセスではなく最終顧客パフォーマンスの向上を目的 

米国では、官民学を問わず、最終受益者（顧客）へのパフォーマンス向上を目的とした

サービス中心の活動が行われている点が注目された。FirstGov、CitiStatといった公共機

関は、国民・市民を顧客と想定し、それへの奉仕を目標としている。マサチューセッツ工

科大学（MIT）、コロンビア大学等の大学研究機関でさえ、受託研究の成果目標を顧客企

業の最終パフォーマンス向上への貢献に置いている。民間企業ではこうした傾向は明白で

あり、すべての活動は、手段・プロセスではなく、あくまで結果・成果の実現が目的であ

る。また、Cyota や Kurantを初めとするソフトウエア・ベンチャー企業では、製品自体

の売り切りではなく、利用料やサービス対価で収益をあげるビジネスモデルへと転換して

おり、自社を生産者ではなくサービス業と位置付けている。 

 

２） オンゴーイングな取り組み姿勢 

米国では、完璧をめざさず、改善しながら進める「オン・ゴーイング」な取り組み姿勢

が印象的である。また、良いものには党派を問わず協力者が集まる傾向にある。 

                                                 
3 「ｅ」：本調査研究における「e」或いは「EC/eビジネス」とは、電子ネットワーク、特にTCP/IP プロトコル
を使ったインターネットによる商取引（EC）または企業活動（e ビジネス）として広く定義。 
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例えば FirstGov は、元来、民主党政権下でのイニシャティブとして出発したが、その

後の自主活動期間を経て、政府ポータル・サイトとしての国民への貢献が評価され、ブッ

シュ共和党政権から予算措置をうけるまでになっている。一方、既存店舗企業の中でのオ

ンライン活用（ブリック＆モルタル）の優良銀行 WellsFagoは、その先端的な印象とは裏

腹に、EC へは実に現実的な対応を行っている。例えば、モバイルバンキングへの取り組

みに見られるように、デバイスやサービス形態が金融業務に適さないことが明らかになれ

ば、取り組み／プロジェクト自体を合理的に解消する。必ずしも目先の先端性を追求する

のではなく、自社のコア・コンピタンス（本業）の高度化がｅ活用の目的であるとの基本

をはずさない姿勢は印象的であった。こうしたプロセスは、最終目標に向かってのトライ

＆エラーとして、あたりまえのプロセスと認識されており、失敗は進歩であって所謂「失

敗」ではない。 

 

３） “次世代ビジネス”への着実な基盤作りの進展 

2000 年のバブル崩壊後、IT 分野への投資は落ち着きを見せている。しかし、Cytota、

Kurant、Verisign 等、EC/eビジネスのボトルネック的な技術或いはサービスではビジネ

ス上の着実な進展が見られる。提供技術をプラットフォーム化とし、その機能のサービス

提供に対する対価により継続的に収益をあげるモデルの展開が印象的であった。こうした

企業は、言わば EC/e ビジネスのインフラストラクチャー企業であり、大企業や複数の企

業に決済・取引等のソフトウエアを機能或いはサービスとして提供し、顧客企業の繁栄と

ともに自社も栄えるモデルである。こうした分野への米国企業の静かではあるが着実な浸

透に、その戦略性の高さを感じずにはいられない。また、コロンビア大学等の大学研究機

関における基礎研究ですら、ネットへの負荷分散システム研究、次世代セキュリィティ研

究等の国家レベルでのインフラ整備が感じられた。但し、こうした大学等研究機関も、研

究をビジネスとして展開しおり、厳しく成果を問われている。 

 

● 個別調査先を中心としたコメント 

１） デジタル・エコノミー 

新進歩主義を標榜する PPI（Progressive Policy Institute）からは、デジタルエコノミ

ーは依然として有効であるとの主張を聞いた。旧来のコミュニケーション手段からの転換、

仲介業者の中抜き効果は、経済にとって大きなインパクトである。「e-BillPayment」がも

たらすコストカットや顧客満足度向上は大きい。生産性は 2002 年には４％上昇。失業率

も 2001 年 12 月に 5.1％まであがったが、これは 1980 年代の平均失業率より低い。デジ

タル・エコノミー化による効率性の改善は経済成長にとって依然として重要である。 

 

２） 政府・公共機関 

最終受益者（国民、市民）の効用の最大化を目的としたパフォーマンスを目標として設
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定し、すべてはその目標のために努力する。日本のような“完璧なハードの作成”は問題

にならない（CITISTAT 等）。従って、システム等のハードは使えれば十分との認識。す

べてについて完璧は求めない。むしろ、サービスを展開しながら改善していく「オン・ゴ

ーイング」な取り組み姿勢が印象的である。また、米国には、良いものには、皆が集まり

協力する姿勢がある。従って、極めて小人数、予算なくとも大きなイニシャティブ（自主

的なリーダーシップに基づく運動）を動かすことが出きる（FirstGov等）。 

 

３） 基礎研究の着実な進行 

IT不況といわれる米国では、来訪者に警戒的である一方、深く静かに“次世代ビジネス”

の基盤作りを着実に行っているように感じられる。 

MITにおける「グローバルeReadiness評価プロジェクト」は、既存ビジネスのなかで

の e ビジネス（チャンネル）展開のための Pathway（指針）を提示する試み。また、

「eAgregation」の進む中で、米国エンターテインメント業界における著作権利用体系の

整理の進展が興味深い。日本が権利整理にてまどる中で、音楽・映像コンテンツが、日本

国内を飛び越えて米国のエンターテインメント・サイトから直接ダウンロードされる可能

性を秘めている。 

さらに、コロンビア大学のネットワーク研究は、インターネットの安全確保のためのイ

ンフラ技術の着実な改善努力といえよう。「2001.9.11の同時テロ」以降、ネットワークの

耐久性、信頼性向上に研究投資が行われていると推測する。 

 

４） ボトルネック或いはプラットフォームビジネスへ 

国策を含むビジネスのコア又はボトルネック（金融決済・セキュリティ等）に対する戦

略的な事業展開の様相が推察される（Cyota）。また、顧客とともに栄えることを追求する

“プラットフォーム・ビジネス”をめざす傾向がみられた。 

世界企業 VISA にセキュリィティ・システムと提供する Cyota、Merrill Lynch に金融

手続システムを提供する i-Deal、中堅小売企業向け小売ECサイト構築・運用を手がける

Kurant、いずれも顧客が栄えることで、自社も栄えるモデルであり、顧客の顧客基盤が広

がり、顧客のビジネスへの同社システムの組み込みが深まれば深まるほど顧客からの依存

度が高まり、成功するモデルである。こうしたモデルでは、ソフトの売り切りやアフター

サービスではなく、ソフトが実現するサービスの利用料収入を中心とする収入モデルが多

く見られた。 

 

５） 認証ビジネス 

認証ビジネスでは、導入数からする“ネットワーク効果”（この場合、「規模の経済」）に

VeriSignの優位がある。米国では、連邦政府機関を含め個々の組織が個別に認証を選択或

いは自組織内開発するため、“デファクト・スタンダード”へ向けたプロセスが進行中と思
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われる。政府による一元的標準化は行われていないが、Federal Bridge Certification 

Authority （FBCA）による省庁間の相互認証の橋渡しが行われている。競合他社との競

争状況は聞くことができなかった。 

 

６） 金融ブリック＆モルタル 

米国銀行の決して先進的ではないが、現実的で合理的な対応が、むしろ印象的であった。

WellsFagoでは、インターネットを既存サービスのデリバリー手段、マーケティングの一

チャンネルとしてはっきり位置付けており、また、金融インターネットの顧客特性を明確

に把握・対応している（金融の顧客は、“探索”ではなく“迅速な手続処理”を求めており、

Amazon.com の利用者とは目的やニーズが異なる）。こうした知見を獲得後、モバイル・

バンキングサービスは２年で閉鎖したとのことであった。情報が多すぎることが現在の課

題であるとのこと。データベースや部門間の統合調整は、遅れているとの感をもった。 

 

尚、個々の訪問先の詳細は参加メンバーによる報告を参照されたい。参加メンバーは、

相互に分担・協力しつつ、十分な準備の下、各訪問先にて有益なヒアリングを行っている。

各会合での活発な質疑応答は、各訪問先に大いに歓迎されるものであった。また、ビジネ

ス・ネットワークの拡大という点からも相互に有益であったものと思われる。末筆ながら、

参加の皆様のご協力に感謝を申し上げます。 
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1.2.2 Progressive Policy Institute(PPI)： 

“デジタル・エコノミーの構築 Building a Digital Economy” 

 

日    時： 2002年10月 7日（月）時間 8：00～9：30 

場    所： マジソンホテル会議室 

発表者所属先：PPI（Progressive Policy Institute） 

発表者氏名（役職名）：Robert Atkinson 

（Vice President and Director，Technology & New Economy Project） 

URL： http://www.ppionline.org 

 

● プレゼンテーション概要 

最初Robert Atkinson氏の自己紹介があり、その後団長をはじめとした団員の自己紹介

を行った後、PPIについての簡単な紹介、デジタル・エコノミー（ニューエコノミー）の

構築について講演が行われた。 

 

１） 講師の紹介 

Robert Atkinson 氏はシンクタンク PPI の副所長であり、「テクノロジー＆ニューエコ

ノミー」プロジェクトのディレクターである。彼はアメリカのニューエコノミーの衝撃に

ついて考察した「The New Economy Index」シリーズの著者であり、PPIの技術分野の

レポート（「自国の防衛における ITの役割」「インターネットへの課税とプライバシー」「e

コマース」「電子政府」「eコマースに反対するブローカー」、等）を執筆している。上院の

Tom Daschele氏とゲートウェイ社 CEOのTed Waitt氏と共同で PPI の「New Economy」

タスクフォースを指揮した。現在、スマートカードによる全国共通身分証明書カードの採

用を積極的に提唱している。 

彼は、PPIでニューエコノミーに関する研究を５年間担当しており、ニューエコノミー

の事業に与える影響について特に興味を持っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.ppionline.org
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マジソンホテルでの朝食会合（中央がAtkinson氏） 

 

２） PPI の紹介 

（１） 創立 

1989年デモクラティック・リーダーシップ会議によって創立された。 

 

（２） 組織 

内国税収入法501（C）（3）のもとに設立された非営利団体である The Third Way

財団の研究と教育の機関である。 

所長はウィル・マーシャル氏で、PPI の創設者であり政治・政策担当である。

彼はクリントン大統領の一期目の政策の青写真である「Mandate for Change」の

製作者であり、福祉再編、都市の再生、人種、新しい政治モデル、防衛および外交

政策を立案している。 

 

（３） ミッション（使命） 

「21 世紀におけるアメリカの新しい進歩的な政治を定義し、推進すること」で

研究、政策立案、予測を通して、情報化時代に対応する技術革新のための新しい政

治理論と指針を作成している。 

 

（４） 基本思想と戦略 

PPI の基本となる思想は以下の 3つである。 

① 機会の均等 equal opportunity 

② 相互責任 mutual responsibility 

③ 市民と地域社会の自治 self-governing citizens and communities 
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また、情報化時代の基本戦略として、以下の 5点をあげている。 

① 経済成長、機会の拡大、安全保障によるアメリカンドリームの復活 

② 家族関係の強化、犯罪防止、都市部貧困層への権限委譲による社会秩序の再

構築 

③ 利益団体から民主主義を守り、市民と地域に政治の復権 

④ 寛容と理解で社会に共通基盤を回復 

⑤ 世界に政治・経済の自由を確立し、無秩序と対抗する 

 

PPI では、1999年から年次の「米国ニューエコノミー指標 The New Economy 

Index」を発表し、情報化・ニューエコノミーの進展度を 21 の経済インジケータ

ーで具体化している。 

 

（５） 活動 

左右のイデオロギーに組しない「第三の道」を求め、米国の「新進歩主義」を標

榜して活動している。「第三の道」は、1992年のビル・クリントンによる大統領キ

ャンペーン以降、世界中で新しい政治をもたらし、英国のトニー・ブレアが 1997

年に労働党政権を復活させ、翌年にはドイツのシュレーダーが社会民主党政権を樹

立した。さらに、ラテン・アメリカやオーストラリア、ニュージランドにまで拡大

している。 

1999年４月には、クリントン米大統領、トニー・ブレア英首相、シュレーダー

独首相、Wim kokオランダ首相、D’Alema 伊首相、等が「歴史的に有名な円卓会

議」を開催し成果を誇示した。（しかし、この流れは 21 世紀に入り米国をはじめ

各国で伸び悩み、苦戦しているように見える。ドラッカーは「いまだ来ぬニューエ

コノミー」と評し、むしろ「ネクスト・ソサエティに備えることの方が重要である」

と述べているが、「ニューエコノミーもその重要な要素の一つである」ことも認め

ている。） 

 

３） デジタル・エコノミーの構築 

（１） ニューエコノミーの定義 

新しい時代に転換するとき、特に PPIではニューエコノミーを重要視している。

経済発展のドライバーとして期待している。ニューエコノミーの定義は、一般では

「シリコンバレーの活動」をイメージするようだが、PPI の定義では、40～50年

の周期がかかる長い潮流であり、経済上の大転換期として理解している。 

以下の用語はニューエコノミー（The New Economy）と同義語として使用され

ている。 
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① デジタル・エコノミー（The Digital Economy） 

② 情報経済（The Information Economy） 

③ ネットワーク経済（The Network Economy） 

④ 知識経済（The Knowledge Economy） 

⑤ リスク社会（The Risk Society） 

 

ニューエコノミーの核は知識であり、知識 Knowledge ベース経済である。また

それは、富と仕事創造のキーであり、それらの知識や改革意欲、技術は経済全体に

組み込まれている。技術革新が無いと生産性がサチルことをつきとめたシュンペー

タの説に基づいて、経済学上の時代区分を以下の３区分とし、最新の時代をニュー

エコノミーとして定義した。 

 

① 旧発展期 Old Economy 1939年－1973年 

既存技術が発明され、化学や電気製品等の製造産業が発展した時代。 

経済成長率は３％ほどであった。 

② 低成長期 Breakdown／Transition 1974年－1993年 

既存技術が行き詰まり成長が鈍化した時代。90 年代に入りコンピュータが

導入されたが、単体で稼動しており生産性が向上しなかった。経済成長率は

１％ほどである。 

③ 新発展期 New Economy 1994年－2030年 

90 年代半ばからネットワーク・コンピュータ時代に入り、コンピュータが

有機的に稼動するようになり、生産性が飛躍的に向上する時代になった。 

1996 年から経済成長率が再び３％を越えるようになった。更に、2000 年

代の不景気の時代になっても、経済成長率が３％以上を維持していることは、

歴史はじまって以来のことである。 

 

（２） ニューエコノミー時期尚早論への反論 

ニューエコノミーは時期尚早との意見がある。これらについて、上記ニューエコ

ノミーの経済発展についての論拠をグラフ等を参考に説明する。 

生産性伸び率、GDP 成長率、株式市場取引額、IT 経費額、電気通信投資額は、

いずれも 90 年代前半より大きな伸び率、金額を示している。2000 年は突出して

おり ITバブルと言えなくもないが全体の傾向には影響はない。 

また、 ベンチャーキャピタルも、90年代より高い投資を続けている。 
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図１ Productivity Growth Remains Robust 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ IT Investments Still Higher Thanin 90s 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ Telecom Investments Have Tailed Off 
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（３） デジタル・エコノミーは活発で健全 

デジタル・エコノミーが健全に成長していることを図４に示した。（図４ 

Computer Purchases Rebound） 

インターネットのホスト機の設置台数は 1999 年以降急成長し、PC の販売数も

伸びている。日本では 1998 年頃は米国より１年半おくれていたが、2002 年には

キャチアップしたと思っている。日本で伸びている携帯端末（電話）は、米国では

インターネット端末としては伸びない。PCが既に充分に普及しており、米国人の

インターネット利用には携帯電話は少し小さすぎる。 

 ただし、音声変換がもっと実用化すれば普及するかもしれない。もう少し先の話

になる。（図５ More People Online） 

2001年には全米所帯数の約 60％がインターネットを所有している。成人の比率

は会社でも使っているからもっと多い。e コマースのテイクオフは、所帯数の 20

～30％を越えると起こる。1998年には30％を越えており、テレビ等の宣伝広告に

は必ずその下にホームページが載っている。インターネットが定着した証拠である。

（図６ More People Have Broadband） 

全所帯数の 75％がブロードバンド利用可能地域に住んでおり、15％が利用して

いる。DSLとケーブル TVが伸びている。ケーブルTVが主流となりつつある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ Computer Purchases Rebound 
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図５ More People Online 

 

図６ More People Have Broadband 

 

（４） デジタル・エコノミーは“実業” 

① ITバブルについて見解が分かれている。 

（ａ）ITは一過性（虚業：バブル）との意見 

（ｂ）ITは10～15年で完成する実業との考え 

われわれは（ｂ）の立場であり、以下、この立場で述べる。 

② デジタル・エコノミーは大きな転換期である。 

デジタル・エコノミーになると伝達が高速化される。例えば、ビデオレン

タルの場合、以前は店で借りてきていたが、今は TV でロードして、すぐに
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見ることができる。デジタル・エコノミーの今後はキャッシュレス時代とな

る。e コマースは従来の小売の10倍のスピードで成長するだろう。家庭も器

具もネットワークで結ばれるし、ネットワーク化が遅れている部門も採用せ

ざるを得なくなる。事実上、全てのプロセスがデジタル化された情報で伝達

されることになる。（B.RI-A「米国の情勢概観」が現実の例として参考になる） 

③ e コマース、ITの活用についての誤解 

e コマースの目的は、利便性の向上ではなく、コスト削減と生産性の向上で

ある。広告によってサポートされた Web サイトは、大きな収入源となり、e

コマースの牽引力となる。ただ、B2C は今後も成長を続けるが、より大きな

アプリケーションは eサ－ビスと B2Bだろう。また、デジタル化を実現する

ため、更なる技術進歩が求められる。より優れたディスプレイ、長寿命電池、

ブロードバンドの展開、ホームネットワーク、Web カード、e ブック、安い

記憶装置、RFDI装置、文脈を理解する Web、XML などの技術である。 

 

（５） ビジネスモデルの発展 

① 1990年代のビジネスモデルは、ベンチャーキャピタルや新株発行等の金融支

援を受けた純粋なインターネット活用だけの事業が中心であった。これには、

e-Bay、Amazon.com、Buy.comなどが含まれる。 

② その後のニューモデルは、クリック＆モルタル化であり、既存企業の e コマ

ースによる変化：顧客中心指向のIT企業への動きである。これには、ウォル

マート、バンク・オブ・アメリカ、シュワブ等が含まれる。 

③ B2C は今後も成長を続ける。優秀な企業は製品情報を準備し、個性化や利便

性を追求し、顧客中心主義を図っている。これには次のようなモデルが含ま

れる。 

（ａ）Dell Computer： 消費者がオンラインで独自仕様のコンピュータを設

計し注文する。その後、その注文に合わせて組立て納品するので、Dell

は、在庫の削減によって大幅なコスト削減を実現した。 

（ｂ）Amazon：オンラインで本などを安く売買する。 

（ｃ）E-trade：株のオンライン取引で急成長した。今は戦略転換を模索して

いる。 

④ B2B は成長を続ける。2003 年以降毎年 4800 億ドル以上の成長で、2005 年

には６兆ドルの売上になるだろう。次のようなモデルがある。 

（ａ）１対 M： 

Cemex：GPS システムの利用で船荷会社のセメントの船積時間を短縮 

Boeing：Webデリバリーシステムを活用して、航空機部品ベンダーに設

計依頼し、設計・製造プロセスの効率化を実現した。 
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この他、ウォルマート等が対象となる。 

（ｂ）M：N  

Business Exchanges：2001年第４四半期に 2,233の eマーケトプレイ

スが確認されている。まだ、成功事例は多くない。 

① B2E（Business to Employee）は、インターネットを利用して従業員にサー

ビスを提供する形態であり、企業はWebや他の情報技術を使って企業内部の

コスト削減を実現している。データベース会社、Oracle は 2000 年に紙ベー

スの社内手続きをWebを使った自動化処理によって、約１億ドルのコスト削

減を行っている。 

Web サービス：アウトソース企業の機能（例えば、伝票発行、トレーニン

グ、ITシステム、資材調達など）アプリケーションも成長している。 

② G2B＆G2C（Government to Business and Citizen） 

電子政府は成長している。アクセンチュアによると、カナダ、シンガポー

ル、米国が世界のリーダーである。電子政府をブッシュ大統領が受け入れて

くれたので、国民に良いサービス提供ができる可能性が高い。しかし、まだ

われわれの理想には遠い。 

電子政府には３つの段階がある。今はその第３段階を目指している。 

・第１段階：情報の登録・参照段階（1993-1998年）受動的なWebサイト 

・第２段階：取引情報更新段階（1998-200?年）ダウンロードやオンライン

更新が可能 

・第３段階：統合化段階（200?年）Web サイトが市民要求をもとに設計さ

れ統合化される 

 

（６） 今後の課題 

① 業者の抵抗への対処 

電子政府や e コマースに反対する業者は多い。日本では考えられないと思

うが、ワインやビール販売業者、カーディーラー、音楽書店、旅行代理店、

証券会社の営業マンやディーラー、銀行や他の金融サービス業者、郵便業者、

競売業者、法律家、大学教授などが変化への抵抗者である。 

電子政府や e コマースによって、いろいろな業務を実施すると、例えば政

府などでは、省庁の壁が取り払われ省庁再編が行われる。米国に比べて日本

は、官民の協力がなされやすいので電子政府等の問題点の解決は進むだろう。 

② ニワトリと玉子の関係 

どちらが先か？すばらしい技術を市場に普及させるために政府が主導権を

取る必要がある。販売者とユーザが適切な技術だと採用を決め、うまく活用

しているとしても、即それが市場で幅広く普及し使われるとは限らない。 
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このような例として、ブロードバンドやスマートカード、オンライン認証

がある。 

③ スマートカードの利用促進 

われわれはブロードバンドの促進のために、スマートカードの利用を提言

している。 

スマートカードは現在利用が限定されているが、このカードの活用市場（旅

行者カードや免許証等）の立ち上げは政府の任務である。旅行者カードは個

人情報が入っているので空港等のチェックが楽になるし、免許証は州ごとに

規格が違っているので全国一律にしようと連邦議会に提案している。 

スマートカードは、オープン・アーキテクチャーであるので、他のプロバ

イダー（銀行や健康保険会社等）がアプリケーションを活用することは可能

である。 

④ 組織的な産業構造の転換 

今までは、１社だけで生産性の向上はできたが、これからは産業界全体で

取り組まないと生産性向上はできない。例えば 1900 年代は、トヨタは１社で

自動車だけを考えていれば良かった。しかし、eコマースの時代は、産業界全

体が力を合わせる必要がある。この実現のためには、産業界全体の共同作業

と標準化がキーとなる。 

 

● 主な質疑応答 

Ｑ１：スマートカードの活用分野として、旅行者カードや免許証への活用を計画している

とのことだが、そのためには個人を識別するためのユニークなキー番号が必要とな

ると考えられる。米国では何がそのキーとして活用されるのか？PKI（公開鍵基盤）

の必要性は？ 

Ａ１：この仕組みを実装するためには、そのようなキーは不要である。 

カードに個人情報（指紋情報や他の情報）を格納管理しておき、必要に応じて照合

チェックさせる。このような仕組みで流通させる。PKI（公開鍵基盤）は次世代（ス

マートカードをオンラインに接続して活用する段階）で必要となる。 

注）因みに、ユニークなキーは不要であると答えていますが、スマードカードとは

有能なカードという意味であり、メモリーと CPU（処理装置）を持っていて、

個人情報の処理（氏名、生年月日、住所、指紋等の認証やチェック）はカード内

部で行える。オンライン化され、外部のデータベースを検索して照合チェックす

る場合はユニークなキーが必要になります。 

 

Ｑ２：スマートカードが本格的に利用されるのは、いつ頃か？ 

Ａ２：昨年の「9.11」のテロ以降、個人認証への要望・必要性がさけばれている。スマー
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トカード利用が促進されるだろう。旅行者カード、免許証カードを包含する全国共

通身分証明書カードの採用を積極的に提唱している。試みに、多数（数千万枚）の

カードを作って配るつもりである。 

 

Ｑ３：業界との摩擦はどう解決するのか？ 

Ａ３：eコマースに反対するブローカーなどの反対の仕方を分析したレポートを作った。 

米国では困難が伴うが適切に対処するつもりだ。むしろ、米国に比べて日本は官民

の協力がなされているので、eコマースの問題点の解決は進むだろう。 

 

● 所感 

短い時間ではあったが、米国政府および政党のシンクタンクが何を考え、どのような活

動を行い、政策決定にどのように反映しているか垣間見ることが出来た。クリントン、ゴ

アの民主党正副大統領が政府系の EC／eビジネス（電子政府）の端緒を開き発展させ、共

和党ブッシュ大統領もこの流れに乗って、後述のFirstgovの例に見られるように、一部ニ

ュアンスを変えつつも政策展開を継続している。基本的にはニューエコノミーを実業と考

え、市民中心の電子政府づくりを真剣に行っているところはいかにも米国的であり、日本

の政府、政党も参考にしてほしい。特に、市民中心、市民第一主義が肝心である。 

ニューエコノミーに関する PPI（および Atkinson 氏）の見解について、私は基本的に

賛成である。グラフからもわかる通り、生産性や他の指標も伸びており、米国内はニュー

エコノミー時代を迎えていると想定できる。社会の発展のためには生産性の向上が基本的

に必要であり、このために IT を道具として活用し、新しい産業を起し、既存の産業を業

界全体として変革することは重要である。そして、この観点の中心に市民第一の考え方があ

り、大統領（政治）のリーダーシップと合わせて実行されている点は、すばらしい。 

上述の通り基本的には賛成であるが、PPIの紹介でも触れたように、ニューエコノミー

はネクスト・ソサエティー管理の基本要素の一部であって、全部ではないと考える。ニュ

ーエコノミーを社会政策の一環として位置付ける場合は、並行してドラッカーが指摘して

いる通り、少子化対策、高学歴技術者対策、発展途上国対策（デジタルデバイド含む）等

が必要になる。米国中心主義で、一国のみが成功することは、ニューエコノミーの時代に

は存在しないのではないか、と考える。ニューエコノミーは、社会の重要な構成員である

企業の存在にも影響し、必然的に企業理念の変革も求めている。 

楽しい雰囲気で有意義な講演会であった。 

 

● 配布資料 

資料タイトル：Building a Digital Economy 
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Michael S. Messinger氏 

1.2.3 Firstgov.：“連邦政府の「e」” 

 

日    時： 2002年10 月7 日（月）時間 10：00～12：00 

場    所： Washington,D.C U.S. General Services Administration 

発表者所属先：Firstgov.  

発表者氏名（役職名）：Michael S. Messinger (Director Marketing and Communications)  

URL： http://www.firstgov.gov 

 

● 概要 

設立    ： 2000年 9月（運用スタート） 

従業員数  ： 26名 

事業概要  ： アメリカ連邦政府のポータルサイトで、すでに 26,000 のリンクを設置。

「ネクスト・ソサエティ」の実行部隊。「ワンストップサービス」を体現

する手段としての行政ポータルサイト計画は、クリントン大統領とゴア

副大統領による「電子政府計画（"E-GOVERNMENT" INITIATIVES）」

の一部として計画された。目的は（１）連邦政府がオンラインで提供す

る全ての情報を入手でき（２）約 5,000 億ドルの補助金や公共調達の機

会を得ることができる、というもの。 

FirstGov に行けば、あらゆる連邦政府関連の情報を入手することが可

能であり、縦割り行政の弊害を超えて、複数の行政機関にまたがる手続

なども入手可能。FirstGov をきっかけとして、個々の行政機関が市民の

ニーズに応える行政サービスを改めて認識する中で、サービスの統合化

が進んでいる。FirstGov のデータベースには、 連邦政府系サイト約

27,000、１億ページ以上の情報が集約され、高速検索エンジンを利用し

て必要な情報を探し出すことができる。（「2002年 eビジネス米国調査団

訪問先概要」より） 

 

● プレゼンテーション概要 

１） FirstGov 設立について 

1993 年にゴア副大統領がナショナ

ル・パフォーマンス・レビューを設置、

「リエンジニアリング・スルー・IT」と

いうビジョンを打ち出し、ITを行政改革

に応用する端緒を開いた。続いて 1997

年に「アクセス・アメリカン・レポート」

を発表し、2000 年までに主要な政府サー

http://www.firstgov.gov
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ビスにインターネットからアクセスできるようにするとの目標を明示した。この間、各連

邦政府機関の徹底的な情報公開やリエンジニアリング、IT 化を推進し、それらを踏まえた

上で市民（国民）との接点部分のオンライン化に取りかかった。これがクリントン政権の手

掛けた電子政府の総仕上げとなる連邦ポータルサイト「FirstGov」である。その後のブッ

シュ共和党政権への交代後も、その有用性が認められて予算措置を得ている。 

 

２） 市民は顧客（カスタマー） 

1990年代前半、民間企業ばかりでなく連邦政府機関もこぞってホームページ上に情報を

載せ始めた。それが 1990 年代後半に入ると情報過多状態となり、連邦政府機関のホーム

ページには 60 百万枚分の情報が氾濫し検索も困難で、市民にとって非常に使い難いもの

となった。この状況を踏まえ、FirstGov の第一ステージは、市民を顧客（カスタマー）と

してとらえ「顧客の立場にたったポータルサイト作り」としてスタートした。 

当時、学生であった Eric Blower氏が開発したFed-Search という検索エンジンを活用

し、民間・大学等の協力の下、実質 90 日間で完成させた。これにより省庁間の垣根をな

くしたポータルサイト“FirstGov”が誕生した。官僚の反対があったものの2000 年６月

にクリントン大統領がその推進を最終決定、2000年９月に運用開始となった。 

本事業は、民主党から共和党に政権が代わった今も、第二ステージ（2002 年２月～）へ

と成長を続けている。 

 

３） 特徴 

（１） ワンストップサービス 

準備期間に行ったアンケートの結果、市民が求めるものはサービスそのものであ

り、どの機関・組織にコンタクトを取るかは関係ないということであった。つまり

市民は、郵便サービスについて知りたいのであって郵政省のサイトを見たいわけで

はなく、パスポート申請や渡航手続の情報が欲しいのであって外務省のサイトを見

たいわけではない、ということであった。 

このことからFirstGovは、市民と政府との距離を近づけ、市民のアクセス簡便

化を目的とするタッチポイント（ポータルサイト）作りからスタートした。提供さ

れるサービスや情報が充実すればするほど、利用者が欲しい情報を探し出すことが

困難になるが、FirstGov では 27百万以上の連邦政府機関の Web ページを、利用

者が項目やキーワードですぐに直感的に検索できる。このサーチエンジン

Fed-Search は、0.25秒以内に５億の書類を検索できるもので、これによりいわゆ

る“テフロン・サイト”注）として、目的とするデータに最大３クリックで到達す

ることを目標としている。 

 

                                                 
注） テフロンのように、滑るようにスムーズな閲覧ができるサイトの意 
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（２） 市民中心の FirstGov 

市民を顧客とみなし、顧客重視のサービス充実・統合化を図った。FirstGov に

行けばあらゆる連邦政府関連の情報を入手することが可能である。また、縦割り行

政の弊害を超えて、複数の行政機関にまたがる手続きもこのサイトに行けばすべて

済んでしまうようになっている。 

更にオープンが原則の FirstGovのデータベースは、一定の要件（ポップアップ

メニューの禁止、無料公開、ポルノ系や違法コンテンツのないことなど）を満たし

た提携サイトであれば利用可能であり、市民対政府、政府対市民だけでなく

FirstGov がゲートウェイとなることで市民対市民、企業対市民など、利用者（市

民）にとってより良いサービスと選択肢の提供をもたらしている。 

 

（３） 更なる進化 

2000 年 9 月にスタートした FirstGov は、連邦政府に所属する機関でありなが

らその運営（維持管理）は政治的にフリーな非営利団体（NPO）が行っている。

これは政府内だけで考えてWebサイトを作っても限界があり、市民のニーズを満

たすより良いものはできない、との考えに立脚している。 

このことから、市民（利用者）のニーズを最大限汲み取るべく、以下のような機

能を展開している。 

① 投稿やチャットルームによる意見の吸い上げと、それに対するフィード

バック機能の充実 

② フォーカスグループの活用 

③ ユーザビリティーテストの実施 

④ 企業や大学等の民間の協力 

FirstGovの更なる進化を目指して、2002年2月より第二ステージに突入している。 

 

（４） その他 

FirstGov はプライバシー保護の観点から、基本方針として個人情報を収集しな

いことを定めており、サービス向上のためにはアクセスログの解析が重要であるも

のの、こういった個人情報の売買や国家権力による市民生活への介入などの懸念が

ある行為を禁止している。 

 

以上のような取り組みにより、ミシガン大学ビジネススクール全米品質調査センター

の開発した顧客満足度指数（ACSI：American Customer Satisfaction Index）では、

FirstGov は 73 点という高評価を得ている（2002 年 8 月 19 日発表分）。これはポータ

ル系の平均スコアが 68点という中で、Yahoo！の76点に次ぐ高得点であった。 
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表：顧客満足度指数上位  

                        2002年顧客満足度指数 2001年顧客満足度指数 

ポータル（平均スコア）              6 8                        6 5  

 Yahoo !                              76                        73  

F i r s tGov                             73                       ･･･ 

 M S N                               7 2                        6 7  

 その他                             7 2                        7 2  

 America Online, Inc.                5 9                        5 8  

 

                        2002年顧客満足度指数 2001年顧客満足度指数 

検索エンジン（平均スコア）          6 8                       - 

 Google, Inc.                      80                      - 

 Ask  Jeeves                        62                       - 

 A l ta  Vis ta                         61                       - 

 その他                               -                      - 

 

ニュース （平均スコア）            7 3                       - 

 ABCNews.com                    74                       - 

 MSNBC.com                      73                       - 

 その他                            7 3                       - 

 CNN.com                         72                       - 

 NYTimes.com                     7 1                       - 

 USAToday.com                    71                      - 

 

出典：ForeSee Results社 

 

 

 

４） 今後の取り組み 

時期は未定であるが、第三ステージでは、①e メール機能の拡充、②コンテンツの充実、

③顧客満足度アップ、をキーワードとして新たな取り組みに着手する。また、近々、米国

内に34百万人のスペイン系市民のためにスペイン語の Webサイトを立ち上げる予定。 
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● 主な質疑応答 

Ｑ１：最もhit 数が多い eサービス・コンテンツ内容、各サービスの評価の実施方法。 

Ａ１：最も hit 数が多いものは時期によって異なるが、最近の傾向としては、テロ追悼、

政府保有物資の払い下げ、政府関連の求職関係へのアクセスが多い。 

 

Ｑ２：FirstGov運用開始（2000年９月）に至るまでの期間、開発費、人員配置等。 

Ａ２：構想としては 1997年頃からあったが、実質的な開発（製作）期間は 90日（FirstGov

自体のWebページ数は 140ページ）。サーチエンジン（Fed-Search）は寄付されて

おり、開発費としてのはっきりした金額は不明だが、FirstGovの初年度予算は 750

万米ドル。2003年予算要求は 1,400万米ドルであるが、英国のUK Onlineが 150

名の人員で１億5,000万米ドルの予算であることを考えると、FirstGov が26名の

人員でこの金額というのは破格に安いと思う。26名の職員のうち、14 名が技術系、

６人がコンテンツ・デザイン系、４人がマーケット対応となっている。 

 

Ｑ３：サービス実施における政府と民間、公益企業との連携（住所変更、電話、ガス、水

道等） 

Ａ３：（前述の通り）FirstGov の運営は企業、大学等の民間の協力の下、非営利団体が行

っている。公益企業のホームページとのアクセスは当然行っているが、料金決裁な

どまではできない。住民票の住所変更は不可だが、郵便物の（転送のための）住所

変更は可能である。 

 

Ｑ４：個人認証するための方法 

Ａ４：郵便物の（転送のための）住所変更等のために Verisignの技術を使っているが、現

在、申請書のダウンロードのみにとどまっているパスポートなど、各種申請を Web

上で行うためには、より完全な本人認証技術が確立されてからと考えている。ちな

みに、サイトのセキュリティ対策はしっかりしており、破られたことはない。 

 

● 所感 

l 一般的に、企業が顧客第一主義を掲げその商品、サービスを提供していくというのは

わかりやすい構図だが、政府、官公庁が市民を顧客（カスタマー）と捉え、その顧客

に最上のサービスを提供しようという考え方は、日本にはまったくない考え方であり

新鮮であった。また、日本と同様に省庁間の垣根、縦割り行政の弊害は米国にもあり、

FirstGov 立ち上げにあたっても相当の抵抗があったようだ。しかし、大統領権限でス

タートを切るあたりは日本にはないリーダーシップの賜物であろう。身近にこのよう

に素晴らしいモデルがあるにもかかわらず、日本の政府、官公庁、地方自治体関連Web

サイトからの情報の垂れ流し、見にくさ、使いずらさに接するたびに、（技術的には）
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やろうと思えばすぐにやれそうなことだけに歯がゆさを覚える。 

 

l 政府の中だけで作ろうとせず、積極的に企業や大学といった民間活力を採用しより良

いものを作ろうという姿勢、訪問者のフィードバックを大切にする姿勢などは、

e-Japan構想、電子政府化などを推進する日本政府も見習うべきである。 

 

l ひとつ気になることといえば、所得格差、教育格差、人種の格差、地域格差、IT に対

する意識格差など様々な理由を起因とするデジタルデバイドの問題である。FirstGov

などの電子政府化により、市民に対し行政から多くの有益な情報が提供され、より良

い市民サービスへのより便利なアクセス手法が提供されるようになればなるほど、持

つ者（haves）と持たざる者（have nots）の格差が広がる懸念がある。 

前民主党政権時代からこの問題は議論され、その対策も打たれているようだ。失業率

の大幅上昇など経済環境が悪化するなか、持たざる者に対して如何にして同等のサービ

スを提供できるかも今後の課題であろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

FirstGovオフィスにて 
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1.2.4 Baltimore Citistat：“自治体 e問題解決” 

 

日    時： 2002年10 月7 日（月）時間 14：00～15：45 

場    所： Baltimore City Hall 

発表者所属先：Baltimore City Mayor ’s Office  

発表者氏名（役職名）：Mr. Matthew D. Gallagher 他４名 

URL： http://www.firstgov.gov 

 

● プレゼンテーション 

１） 訪問の主旨 

アメリカ最大の 65 万人の人口を擁するボル

チモア市の電子政府の取り組みについてヒアリ

ングした。主なヒアリング項目は以下の通り。 

① CitiStatのサービス概要 

② 開発期間と開発費用 

③ 市民要望の反映方法 

④ 技術面、運用面で工夫している点 

  

２） プレゼン内容 

（１） CitiStatの由来 

当初は、犯罪防止を目的として作られたニューヨーク市警察の Comstat 

Program をもとにスタートし、市政にも活用するためのプログラムとして展開し

てきた。 

 

（２） CitiStatの目的 

CitiStatの目的とするところは、以下の４項目である。 

① 経費の節減 

業務改善により経費の削減を図る。 

② 市政の透明性確保 

市政の情報を公開することにより透明性を確保する。 

③ 説明責任 

市政に関する説明責任を全うする。 

④ 経済の振興と人口の増加 

経済の発展と人口の増加（現在、減少傾向）を図る。 

 

 

http://ebusiness.mit.edu/index.html
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（３） CitiStatの概要 

① 会議の運営 

Baltimore 市の部局の長が、定例会議（隔週開催）において２週間の状況

を報告する。各部局には、データ収集班（平均6.5人）がおり、２週間の状況

を数値化し、ビジュアル化する。以前は分析を外部発注していたが、現在は

Excel 等のグラフ化ツールを使って市の職員が行っている。 

② CitiStatの予算 

CitiStatの運営に割り当てられる予算は、年間425,000＄（約5,300万円）

である。 

これに対して、２年間で節約できた経費は、43,700,000＄（約54億円）と

みている。また、現在の市の予算の 93％は CitiStatの影響を何らかの形で受

けている。 

③ 具体的な活動 

改善すべき箇所を見つけるために、以下の活動を行っている。 

l 部局の担当者が町へ出て、ビデオ撮影する。 

l 市民からの苦情をデジタルマップ上にマッピングする。 

l 空き家の管理を行う。 

→ 人口が最大時120万人から現在の65万人となり、空き家が非常に多い。 

l 道路の穴を市民の苦情から48時間以内に修復する。 

→ 年間40,000箇所を修復している。 
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④ コールセンターの役割 

当初、911（緊急通報）を市で管理していたが、緊急でない市民からの苦情

についても使われるようになったため、非緊急用の番号（311）を新設した。

コールセンターに寄せられた市民からの苦情をコンピュータに入力し、文書

化して、対処が完了するまで管理している。システムは民間業者にアウトソ

ースしているが、コールセンターの人員は市職員である。24時間週7 日間の

シフト勤務体制をひいている。 

情報については、通報者には必要最低限の事しか聞かない。データ・アク

セスには権限のある人しかアクセスできないようシステムにセキュリティ機

能を入れている。 

 

→ コール数：市民サービスに関するもの（311）：約 4,000件／日 

  警察関連（911）：約3,600件／日 

→ コールセンター従業員：約50名（全員が市の職員） 

→ 年間予算：3,800,00＄（約47,00 万円） 

 

図１ オンライン上マッピングによる苦情処理の迅速化 
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図２ あらゆるサービスへワンコール（コールセンター端末画面） 

 

● 主な質疑応答 

１） 個人情報の保護について 

Ｑ１：空き家の管理を市で行うことは個人情報の流失に繋がるのではないか。 

Ａ１：市で管理している空き家は、持ち主が放棄した物件が大半であり、空家情報は個

人情報の流失にはならない。 

 

２） 市長の役割について 

 Ｑ２：CitiStatの取り組みは、顧客（この場合は市民）の満足度を高めるための手法と

受け取れるが、市長は民間企業の経営手法を参考にしているのか。 

   Ａ２：市長は、民間出身であり、ニューヨーク市警察のやり方を参考にしている。彼の

積極的な取り組みによるものも大きいが、民間の活力も導入してきた結果である。 
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３） 犯罪発生率の低下について 

Ｑ３：CitiStatで犯罪発生場所を地図上にマッピングすることにより犯罪率を低下させ

ることができた理由は何か。  

Ａ３：警官やパトカーを犯罪多発区域に重点配備するなど効率的な資源配置ができたこ

とによるものと考えている。 

 

４） 予算について 

Ｑ４：CitiStatの運営は、極めて低予算と思われるが、何か工夫しているのか。 

Ａ４：改革を実行していくためには、組織内の文化を変えていくことが第一であり、予

算をかければ実現できるというものではない。 

 

５） コールセンターにおける個人情報保護について 

Ｑ５：コールセンターに寄せられる市民からの苦情が、外部に漏れることはないのか。 

Ａ５：コールセンターへの電話は、匿名でも構わないことになっており、実際のところ、

30～35％は匿名である。また、外部のネットワークとは直接接続しておらず、イ

ンターネット等の外部からのアクセスはない。 

今後、市民からの問い合わせや苦情を Web でも受け付ける計画であるが、ファ

イアーウォール等により不正アクセスを防御することとしている。 

 

● 所感 

実際のデモやコールセンターを見学し

ながらのヒアリングとなったが、市民（お

客様）の満足を第一優先に考え、市長と市

職員が一丸となって仕組み作りに取り組ん

でいる姿勢に、日本との大きな違いを感じ

た。また、組織を改革するためには、お金

をかけるのではなく、組織の文化（個々人

の意識と解釈した）を変えていかなければ

ならないという意見も、現在の多くの企業

が直面している問題の解決の糸口になるの

ではないだろうか。 

 

 

ボルチモア市庁舎内でのプレゼンテーション 
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Our Business Model:

MIT eBusiness Center 

 Dr.David Verrill の講演 

図 1 ビジネスモデル 

 

1.2.5 MIT Center for eBusiness (MIT-Sloan-School of Management)： 

“e ビジネス・センター概要” 

 

日    時： 2002年10月８日（水）時間 15：00～17：00 

場    所： MIT Center for eBusiness 会議室 

発表者所属先：MIT eBusiness Center 

発表者氏名（役職名）：David Verrill （Executive Director） 

URL： http://ebusiness.mit.edu/index.html 

 

● プレゼンテーション概要 

マサチューセッツ工科大学（MIT）の経営

大学院であるスローン校が、e ビジネスの市

場予測、分析、環境評価、実施理論などを研

究するため３年前に設置した専門研究機関。

同大学は産学協同モデル校として有名だが、

同センターもスポンサーシップ制を採ってお

り、現在の会員数は 39 社。日本企業では CSK、

スルガ銀行、東京三菱銀行、三菱電機が参加

している。1999 年からはe ビジネスのイノベ

ーターを評価し、e Business Awardsとして、

e ビジネスの革新に成果があった企業の表彰

を開始している。これまでに Palm、eBay、

NTTドコモなどが受賞。e ビジネス界では有

力な賞として認知されてきている。 

 

１） Center for eBusinessの紹介 

センター所長である David Verrill 氏か

ら、MIT  eBusiness センターの目的と役

割について説明があった。 

 

（１） ミッション（使命） 

MIT  eBusiness センターの使

命は eBusiness の経営管理と実行

のために革新的かつ先端の研究機

関であり続けることである。 

 

http://ebusiness.mit.edu/index.html
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Sponsors
Founding Sponsors
BT
Cisco
CSK
Dell
FleetBoston
General Motors
Hewlett-Packard
Intel
MasterCard
Merrill Lynch
PricewaterhouseCoopers
Suruga Bank
UPS
Visteon

Research Sponsors
France Telecom
Nortel Networks
Unilever

Member Sponsors
Acer
Aetna
Banamex
Bank of Tokyo-Mitsubishi
BellSouth 
Chevron
Citigroup
eircom
GEA
JC Penney
J.D. Edwards
Kraft 
McCann-Erickson 
Mitsubishi Electric
3M
Motorola
NCR
Nokia
Publicis Technology
Royal Ahold
SAS
US Postal Service

Areas of Focus

• Digital Marketing
• Digital Productivity
• B2B Services
• Telecoms Futures
• Global Financial Services

図 2 スポンサー企業概要 

図 3 重点分野 

（２） 産学協同 

上記目的の実現のため、産業界との連携を密にし、大学と企業の協同作業による

調査研究を行い、教育の場を通じてその成果を還元しながら eBusiness を実証、

育成する。すでに50人の教授のもとで52のプロジェクトが進行中である。 

 

（３） スポンサー 

センターの運営資金はスポンサ

ー（会員）からの拠出金によってま

かなわれる。そのスポンサーには、

基金（設立）会員、調査会員、賛助

会員の３種類がある。年間拠出金は

それぞれ 30万ドル、15万ドル、５

万ドルである。基金会員はセンター

運営の執行委員の役を務めるほか、

複数のプロジェクトへの参加と専

門的な調査研究プロジェクトを組

むことができる。調査委託会員には

基金会員と同様に一人の教授を専

任配属して専門的研究を委託企業

と共同で行う。また MBAの学生が９週間、スポンサーのプロジェクトに参加する

ことにしている。これは、学生に雇用機会を提供する狙いもある。一方、賛助会員

はセンターが開く各種の活動に参加することによって、ebusinessの先端的な研究

成果を把握することができる。現在、スポンサーになっている企業は基金会員が

14社、調査会員が３社、賛助会員が 22社である。 

 

（４） 重点研究項目 

当センターのスポンサーになっ

た企業の最初の動機は、技術革新に

遅れまいとするところが多かった。

しかし、インターネットを使えば、

コストの削減、生産性の向上、経営

の効率化、利益の拡大が可能である

ことが理解されるところとなった。

研究対象はこのため多岐にわたる

が、重点項目としては、①デジタル

市場、②同市場における生産性、③
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B2Bサービス、④通信の未来、⑤国際金融サービス、の５つをあげている。 

例えば、通信業界の将来については、新しい市場の予測・分析、帯域の分配と管

理、ユビキタス社会でのブロードバンドアクセス、望ましい政策と体系、通信網の

配置、をテーマに専門の教授が研究に当たっている。 

 

（５） 知的所有権 

共同開発した知的所有権はMITが保有し、資金提供企業はこれを非独占、非転

売を条件に社内利用の場合は無償で使用できる。商売で使う場合は、ロイヤルティ

ーベースでライセンス料を支払う必要がある。 

 

（６） 研究成果 

すでに当センターは産学協同で多くの有効な成果をあげている。General 

Motorsの「Auto Choice Advisor」 やDellの「Clickstream Data」など、調査

プログラムの結果が事業拡大に役立っている。GM の場合は、自動車の販売ルー

トを単に車の販路としてだけでなく、自動車保険など他の商品の販売にも活用する

というものだ。このプログラムは数10万ドルしかかかっていない。Dellはホーム

ページにアクセスした人のわずか 0.5％の人しか実際に PCの購入申し込みをしな

いことが判明、なぜ購入しないのか、なにがハードルになっているかを分析した。

そして、このハードルを取り除いた。アクセスした人の0.5％の人が購入すること

で１日の売上が 4,000 万ドルになる同社にとって、これを１％に上げることは極

めて大きな効果となる。また、Intel に対しては大口顧客からのソフトダウンロー

ドサービスへの苦情（できない、遅い）について、苦情の数に見合うダウンロード

コストを計算するプログラムを開発。処理スピードを合理化したことで、Intel は

この投資資金の18倍の見返りを得た。 

 

● 主な質疑応答 

Ｑ１：共同研究のプロジェクトは、どのように決めるのか。 

Ａ１：スポンサーが調査・研究テーマを用意する場合もあるし、教授陣の研究に興味を持

って参加するケースもある。いずれもマッチングプロセス（見合い）を経て、双方

の利益になるようにプロジェクトを立ち上げている。 

 

Ｑ２：研究結果を評価する尺度は何か。 

Ａ２：ひとつは学術論文として発表できる研究であるかどうかだ。論文として発表できるという

ことはひとつの講座が開設できることであり、大学と企業の双方にとって発展性のある研

究となる。 
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● 所感 

MIT  eBusiness センターは、インターネットが産業の在り方を大きく変えつつある中で

新しいビジネスモデルの研究のみならず、既存の企業とも共同研究を通じて新時代を生き抜

くための知識、技術を提供している。長期的、総合的な視点から市場を調査・分析、豊富な

教授陣と大学院生が個々のプロジェクトに参加しており、スピード化の時代にマッチしたシ

ステムとなっている。米国産業の競争力の強さの原点を見た思いであった。 

日本でも大学の研究室の技術を企業に移転して事業化をめざす産学協同の研究開発が活発

化しており、先端企業として成功する事例も目立ってきたが、米国に比べるとまだまだ底が

浅い。日本経済の活力を取り戻すには、金融システムの安定が肝要なのは勿論だが、その基

礎となる産業の再生が不可欠である。特に技術力をもつベンチャー企業の育成が急がれてお

り、もっと組織だった育成策を打ち出さないと、今後も米国の後塵を拝しかねない。 
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1.2.6 MIT Center for eBusiness (MIT-Sloan-School of Management)：“プロセス・ハンドブッ

ク・プロジェクト” 

 

日    時： 2002年10月 8日（火）時間 15：00～17：00 

場    所： MIT Center for eBusiness 会議室 

発表者所属先：MIT Center for eBusiness 

発表者氏名（役職名）：John Quimby（Research Scientist） 

URL：http://ebusiness.mit.edu/index.html 

 

● プレゼンテーション概要 

MIT e ビジネスセンターのQuimby氏より「変革マトリクス（The Matrix of Change : 

MOC）」および、プロセスハンドブックの概要と利用法について説明を受けた。 

MOC はスローンスクールが開発したビジネスプロセスや組織運営の変革を支援する概

念、およびツールである。MOCの最初の研究プログラムは、DEC社の支援によってスタ

ートしており、その目的としては企業に必要とされる組織機能や行動目的についての

「rethink」（再構築）を支援し、変革のきっかけを与えるためのツール開発である。現在

までに開発された MOC のソフトウェアについては、同センターの Web サイトから無償

で入手可能である。（http://ccs.mit.edu/MOC） 

 

１） 「変革マトリクス（MOC）」概要 

企業の変革、特にコアとなる部分の組織的な変革には困難が伴う。いくら周到に計画し、

まじめに取り組んだとしても現場からのヒアリングの難しさや、責任所在の不明確などか

らうまくいかないことが多い。しかし IT を活用した、他の優れた組織の情報は、古い体

質の企業にとってみれば脅威であり、そのために変革への意欲は実は組織内に存在してお

り、それを支援するツールが重要と考えている。MOC はそのような変革を実現するため

の「対話・議論」を支援するものである。 

 

MOC への動機と基本的アイデアは以下に示す３点である。 

• 変革への対話・議論を支援すること 

• ビジネスの改革とIT改革を同時に実施すること 

• 質の高い変革活動をより効果的に実施すること 

 

プレゼンでは、この MOCを用いた伝統的な医薬品製造会社に対する適用事例が紹介さ

れた。この会社では従来は大量生産を主としており、過去の改革プランが何故うまく機能

しなかったのかを分析しようとした事例である。 

MOC の基本的な利用法は次の通りである。ここでは業務改善のために MOCを用いる

http://ebusiness.mit.edu/index.html
http://ccs.mit.edu/MOC
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ことを想定しているが、まず、既存業務とあるべき業務をリストアップし、それらを行と

列の項目として並べる。次に正の相関関係（促進要因）があるカラムに＋印を記入し、負

の相関関係（阻害要因）がある項目間については－印を記入する。具体的な評価手段につ

いては詳細が不明であるが、そのカラムの印を見て、変化するためにどうするか、どこに

移行できない理由があるかを判別し、阻害要因を特定する。また株主にとってどの程度の

重要度があるかを項目ごとに５段階で点数をつける（重要視する所）、などの作業を実施す

る。（MOCの例については図を参照されたい。） 

上記のようにMOCの基本的な使い方としては、本来やるべき変革をやらなかった理由

をさかのぼって分析すること、また将来の組織、ビジネスプロセスの変更の検討に用いる

ことが挙げられる。 

MOC のメリットとしては、①変化の価値を示すことができる、②問題点の摘出・客観

視することができることを挙げている。また③株主向けに順位付けが可能、④問題点を特

定する、⑤全員参加の社風ができることも挙げている。 

最後にMOCの３つの効用として、①変革に向けた議論を形成できること、②優先順位

を確認できること、③補完関係を示せる（他の事項が存在した上で、ある項目が最重要と

なること）ことにある、と指摘して締めくくった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 変革マトリクス（MOC）概要 
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２） プロセスハンドブック（PH）概要 

プロセスハンドブックはナレッジマネジメント（KM）を通じて変革を支援するもので

ある。ナレッジマネジメントはある事柄についての知識だけではなく、どうやって実施す

るかという知識も含んでいる。従って、ここでいうナレッジマネジメントツールとプロセ

スハンドブックはほぼ同等と考えてよい。ハンドブックの重要性は何をどうするかという

ことが両方とも含まれることにある。ここでいうナレッジとは一般的な企業活動に関する

知識、当該会社の知識、顧客に関する知識、競合するための知識などが含まれる。 

MITで開発したプロセスハンドブック（PH）は、5,000 以上のプロセス、30,000 以上

の関係、90,000以上の属性を収容したデータベースである。一般に企業はその企業活動を

通じて、ある種のモデル化を行い、そのモデルを修正、再設計して実際の企業活動へとフ

ィードバックする。この PHはそのモデルについて解析、設計について支援することを目

的としている。このPH を通じてシミュレーションをしたり、新しく現れたプロセス行動

などの解析を行ったりすることができる。それと同時にプロセスの設計にも用いることが

できる。この PH を用いることで、これまでに適用された事例（同種の産業など）から、

特定の会社への示唆やプロセス設計が可能となる。前述の変革マトリクス（MOC）はこ

のプロセスハンドブック（PH）の一部分として、ビジネスプロセスの変革についての影

響分析の部分に用いられるものである。 

その結果としてプロセスハンドブックは限定された時間の中で、より多くの選択肢を示

すために用いられるツールであると結論づけている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 プロセスハンドブック概要 
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● 所感 

e ビジネスセンターにて開発中の「変革マトリクス（MOC）」と「プロセスハンドブッ

ク」の概要説明であったが、一般に 

言われるように、IT導入とビジネスプロセスの改革はセットで行わなければ効果的でな

いということを意識したツールであると感じた。手法そのものは現状とあるべき状態の項

目を比較し、整理して問題点を挙げていくという単純なツールのように見受けられるが、

MITのビジネススクールはもちろん、その他の MBAコースでも数多く採用されていると

のことで、その利用方法が適切ならば有効な手法ではないかと感じられた。実際の利用に

際しては、利用者にどの程度のスキルと熟練度が要求されるのかが一つのキーとなると思

われる。 

システム開発者からのプレゼンテーションということで概念的な説明が主であり、実例

とその結果についての説明がやや物足りなかったと感ずる。MOC、PHがどのような成果

を生んでいるかについて定性的な結果であっても例示が欲しかったが、同センターの性格

からいって、個別コンサルティングの情報開示に繋がる可能性のあるものは調査団での訪

問時には公開されないのではないかと推察される。 

 

● 配布資料 

資料タイトル：Supporting the Conversations of Change in eBusiness 
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1.2.7 MIT Center for eBusiness：“eビジネスの新市場と機会” 

 

日    時： 2002年10 月9 日（水）時間 9：00～12：00 

場    所： MIT Faculty Club 

50 Memorial Drive, 6th Floor Cambridge, MA02142 

発表者氏名（役職名）：David Verrill (Executive Director, Center for eBusiness at MIT) 

Nazli Choucri (Professor of Political Science, MIT Associate Director, 

MIT Technology and Development Program) 

Stuart Madnick (J.N. Maguire Professor of Information Technology 

& Professor of Engineering Systems, MIT Sloan 

School of Management)  

Sharon Eisner Gillett (Globalization of eBusiness(GeB) Project Team, 

MIT)  

Kevin Cavanaugh (VP, International Product development,  

Lotus Corporation, IBM Software Group) 

 Braden R. Allenby (VP, Environment, Health, and Safety, AT&T) 

Mohsen Khalil (Director, Global ICT Department, World Bank and 

International Finance Corporation- The World Bank 

Group) 

URL： http://ebusiness.mit.edu/index.html 

 

● プレゼンテーション概要 

１） 本会議の位置付けと参加者 

本会議は MIT eビジネスセンターのスポンサー向けに、定期的に開催されるワークショ

ップである。同センターがスポンサーから資金を提供され、実施している課題について中

間的な報告を行うと共に、スポンサーからの意見聴取、方向性についての議論を実施する

場と解釈される。本ワークショップは１日の予定であるが、移動スケジュールのため本調

査団員は午前の部のみの参加となった。 

参加者はスポンサー企業からの出席者（約 40 名）、MIT 関係者（約 10 名）、オブザー

バとして出席した本調査団員（13名）であり、ワークショップの模様はweb cast にて同

時中継され、スポンサーへの説明責任、PRを十分意識した運営が見て取れた。 

まず、MIT eビジネスセンターの責任者である Verrill氏より、ワークショップ全般につ

いての紹介と開会の挨拶が行われた。今回のテーマは「e ビジネスのグローバル化：新市

場と新しい機会」であり、米国以外での eビジネスの成立可能性についての基礎的な調査

結果と議論の場であることが説明された。以下では、主要な講演とパネルディスカッショ

ンの模様を報告する。 

http://ebusiness.mit.edu/index.html
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２） 『第一世代のeReadinessから学ぶもの』（講演） 

Choucri 女史より、「第一世代の eReadiness から学ぶもの」と題して、eReadiness へ

の第一世代のアプローチの概要とその示唆・課題について簡単に紹介された。 

世界の国々をGNP（1993年）とインターネットに接続されているホストコンピュータ

数について相関図を示し、GNP とホストコンピュータ数に正の相関があることなどが説

明された。eビジネスセンターでは第一世代の eReadinesの評価のために、利用可能な“e”

のためのツールについての質問や統計、インタビュー、各種調査レポート、国別のケース

スタディを行うという方法論をとっている。調査対象は、55ヶ国については異なる機関に

よって５回以上評価されており、137 ヶ国については今回は少なくとも一つのツールでは

評価され、10 ヶ国は複数回評価している。ただし、その他の国々は一度も評価されていな

いのが現状である。同センターの調査活動を通じて、詳細データなどについては公開され

ていないか、入手困難であることが一般的であることが判明した（詳細については Global 

eBusiness Group のワーキングペーパーを参照）。 

一方、政策的課題については、eReadinessの改善には、国によってはリープフロッギン

グ（leap frogging:蛙飛び）的な進展が期待されることや、機能・サービスの持続可能性、

地域の購買力、規制の安定性と一貫性などがその研究対象となることが指摘された。 

最後に、次世代の eReadines評価プロジェクトの背後にある考慮すべき課題として、以

下の４点が指摘された。 

• eBusinessのグローバル化なのか、グローバル化の中の eBusiness なのか？ 

• ITの為の開発か、開発の為の ITか？ 

• 投資の持続可能性か、持続可能性のための投資なのか？ 

• 新市場のためのeBusinessなのか、eBusinessのための新市場なのか？ 

 

３） 『次世代eReadinessの評価に向けて』（プロジェクト報告） 

Madnick 氏より「eReadiness：何に向けて準備できているのか？」と題して、プロジ

ェクトの目的とゴールの説明が行われた。 

（１） eReadiness研究のゴール 

政府および開発組織にとっては、ICT1内の投資先の効果的な選定が目的である。 

企業にとっては、新市場への効果的な展開、つまり、ある特定のアプリケーショ

ン、機会への注力（ここで想定するビジネス上の「機会」とは e バンキング、eガ

バメント、eヘルス、eファーミング、eプロキュアメント、eテール（小売））。 

（２） MIT e ビジネスセンターにおける活動のゴール 

• eReadiness向けの機会を要因別に分析するツールと方法論を開発すること 

• 機会ごとにどう測定し、その結果をeReadinessの測定に関連づけるか 

• ある特定の機会の成功確率を改善するためのベストな投資とは何か？ 

                                                 
1 ICT:Information Comunication Technology 
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• どの国において、ある特定の機会が新しい市場として成立しそうか？ 

• ある特定の機会に対してある特定の国の eReadiness は現在どうなってい

るのか？ 

（３） 研究概要 

Gillett氏より eReadinessの評価プロジェクトの研究概要・結果について説明を

受けた。第一世代 eReadiness評価の限界として同氏は以下の３点を指摘している。 

• データおよび方法論は公的には利用できることが稀である 

• 一様性の暗黙の仮定（どんな状況下でも同じ測定法なら、同じ相関結果を

示すか？） 

• 測定法単独ではアクションプランを決められない（改善策の優先順位付け

には、ICTと開発ダイナミクスモデルよりも強力なモデルが必要） 

これらの限界を乗り越えるために個々の「機会」について要因分析を行おうとし

ている。つまり、「どんなものにも適用可能な要件」から、異なる機会ごとのニー

ズを考慮したり、ある「機会」が実現するには異なる実現方式（例：eバンキング

における“モバイル vs PC”）があることを想定したりすることである。 

この想定の上で、以下の研究の枠組みとデータモデルを適用した。 

ａ．研究の枠組み 

研究の枠組みとしては、インプットとして政府のサービス、銀行、医療、

小売などの種々の領域について、そのアクセス性、受容可能性などをデータ

モデルとして与える。アウトプットとしては、eバンキング、eガバメント等

のサービスの浸透可能性を得ることを目指している。 

ｂ．データモデル 

eReadinessを計測するためのデータモデルは図に示すとおりである。アク

セス可能性、受容性、機会の３つに大別し、その中で個別の方式、制度につ

いて分類するものである。個別の要因については公的なデータ等に基づいて

評価するとしている。詳細については以下を参照のこと。 
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上記の枠組みの下で、以下の試行結果が得られた。まず、10 ヶ国を対象として

e バンキングの eReadinessについて評価した。10ヶ国の内訳はeBusinessに関す

る発展途上国５ヶ国（ブラジル、ドミニカ共和国、ガーナ、インド、ロシア）、先

進国５ヶ国（米、日、シンガポール、スウェーデン、スペイン）である。データソ

ースはCIA World Factbook 2001、 ITU、 OECD、 World Bank資料等である。 

 

ｃ．先進国の評価事例 

先進国の eReadiness の評価として、e バンキングを例にとって評価する。

アクセス可能性、受容可能性、機会についての種々のデータの中から主要な

指標を選び、10 段階評価を行い、グラフ化することで、e バンキングの浸透

度合いを計測する。具体的にはインフラサポート、セキュリティ、家庭消費、

ATM、クレジットカード、政府の自信などがその指標である。総合的に評価

すると、スウェーデンがトップ、次いでシンガポール、米国、日本、スペイ

ンの順となる。スウェーデンがトップとなる理由は、規制制度、携帯電話の

普及とインフラの発達、ユーザフレンドリなアプリケーションの存在、セキ

ュリティが厳重という点が挙げられる。スウェーデンではATMの普及率は非

常に低いが、これが e バンキング導入に際して、逆に蛙飛びの効果をもたら

す原動力になった。つまり、顧客の不満がジャンプを引き起こす例と解釈も

できる。また、日本の事例では、日本政府のデータによると消費者側の e 利

用の動機の主たる要因は利便性であり、現時点でユーザでない人々の動機の

主要因はセキュリティであると評価される。これらの結果から、eバンキング

e-Readiness Data Model

Access Capacity Opportunities

E-Readiness

Infrastructure Services
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Economic

wireless
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図１ e-Readinessデータモデル 
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の成功の確率を高めるための効果的な投資先としてはインフラ、セキュリテ

ィが挙げられる。 

 

ｄ．発展途上国の評価事例 

事例としてガーナの eバンキングへのeReadinessを取り上げている。ガー

ナの分析が他の国の分析に使えるモデルとなると考えたためである。ガーナ

共和国はアフリカの中規模・民主国家であり、金、材木、ココアなどが輸出

収入源である。人口は、2,000 万人、24.2 万の電話線、19.4 万のモバイル加

入者、80台の ATM、２つの国際銀行を保有している。人口は非都市部に80％

が居住しているのに、首都に電話線の 70％が集中。法治体制はしっかりして

おり、地方組織も整備されている。しかし、コンピュータ教育の度合いは低

く、識字率も60％程度である。 

e バンキングのための要件としては、固定電話数、移動電話数、総電話改選

数、ATMと CDの台数を取り上げているが、いずれも先進国に比べて２桁以

上落ちる指標値となっている。このため、アクセス：インフラは総じて低い、

受容可能性：マネジメント・技術スキル共に欠ける、機会：銀行サービスと

技術（インターネット銀行なし、電話回線による取引も極く低い）浸透は現

在は低いと分析している。 

他の国の分析をガーナの e バンキング問題に提供すると、セキュリティと

安定性がキーとなり、一般的なインフラ導入が重要となると考えられる。 

 

上記の評価事例を踏まえて、最後に次世代 eReadiness評価への枠組みの要点を

以下のように示した。 

• 全てに適用可能な順位付けではなく、個別評価ツールを考える 

• データモデルの拡張（機会の種類の追加） 

• 多重アクセス方式（同じデータから異なるタイプの設問にも回答可能に） 

• 実現方式を意識した統計分析と結果の可視化 

 

● 主な質疑応答 

Q１：ブラジルのように政情不安定でも e バンキングは発達している例もある。他の要因

についても考慮すべきではないか？ 

A１：今回の分析についてはデータを短期に収集した。10 ヶ国だけではなくもっと多くの

国を調べるべきで、その過程で新たな要因も見つけられる。 

 

Q２：先進国においてはデータ整備は進んでいると思われるが、eバンキング以外のデータは

分析したのか。 
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A２：今回は eバンキングのみである。 

 

Q３：政府を信用しない国や国民でも 10 年前に携帯電話は普及しているところがあるが、

政府の信頼の重要性はどのくらいあると考えられるか。 

A３： 政府の重要性については様々なパスウェイが存在する。代わりのパスウェイを探す

ことも重要なパスウェイの議論をもっと深めるべきと考える。 

 

Q４：eReadinessとは別にその国や国民の購買能力が重要と考えられるが。 

A４：eReadinessの研究はまだ種まきの段階の研究と理解いただきたい。本プロジェクト

の方向性についてご意見をアンケート等で是非頂戴したい。 

 

４） 『eReadinessと eビジネスの機会』：パネルディスカッション 

 

司会   ：Nazli Choucri(MIT) 

パネリスト：Kevin Cavanaugh(IBM) 

 Braden R. Allenby(AT&T) 

 Mohsen Khalil(The World Bank Group) 

 

「eReadinessと e ビジネスの機会」と題して、MITの Choucri女史の司会でスポンサ

ーからのパネリストを迎えてパネルディスカッションが行われた。 

まず、IBM のCavanaugh 氏よりグローバル化に向けた現状についての問題提起が行わ

れた。同氏は、知識は構造化された（電子化、文書化）ものは全体の４％に過ぎず、構造

化されていないデータですら16％しかなく、80％は個人の内部にとどまっているとの調査

結果を示し、個人の知識を活用する必要性を指摘した。また、主要350 社の CEOの大部

分は３年前からグローバル化の重要性を認識していること、また、インターネットは多様

な国から多様な言語を伴った顧客を発生させていることなどを挙げ、グローバル化への対

応が必要であることを述べた。しかもインターネットの人口は今後ますます米国以外の地

域で増大することなどから、ネットワーク、セキュリティ、教育のインフラの測定が重要

となることを指摘した。 

次に AT&Tの Allenby 氏は、ITの進展に伴い、種々の課題は技術的な局面から文化的

な局面に突入したと述べ、これまでの古い製造業の考え方に立脚した生産性の概念から新

しい生産性の概念が求められると指摘した。MITにはこうした文化的な側面での貢献を期

待していると述べると共に、その際には経済、環境、社会の３つの観点からアプローチす

べきとしている。その中で企業の取り組みの例として、AT&Tはテレワークを支援してい

るが、管理の困難さが一番の問題となっていることを述べた。テレワークという労働形態

の変化は文化の変化の一つの現れであり、今後は労働者間の知識のつなぎ合わせや会社運
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営の知識が重要となることなどを指摘した。 

最後に世界銀行のKhalil 氏は、国際的、特に途上国のIT投資動向の概要について触れ、

国際 IT投資は投資額、リターン共に全般的に低調で、eコマース自体もまだ初期段階にと

どまっていると述べた。その中で途上国のアクセスが重要だと指摘し、途上国の現状を改

善するには基礎的要件（接続性、IT の適用、ICT（information and communication 

technology）の人材確保、政府の開放策等）の重要性認識に立ち戻るべきとしている。ま

たそのための投資を導くために重要なのは起業家精神、政権の安定、資金の調達、リスク

シェアリングだとまとめた。さらに途上国においてはまだまだ基礎的な接続性への要求が

強く、伝統的なビジネスモデルでは ICTへの強いニーズがある大きなマーケットにはうま

く応えられないことなどから世界銀行では ICTサービスへのアクセス（と多様性）の確保

が今後の活動の中心となることを述べた。 

 

● 主な質疑応答 

Q１：テレワークの実現、普及の課題は何か。 

A１：会社が分散化した場合の知的財産の管理が問題となる。もちろんテレワークの管理

者はいるが、確実な手段は乏しい。インターネットの利用が管理を助けているとい

う側面はある。 

 

Q２：情報セキュリティの確保はどう実現するのか。 

A２：物理的な管理と社員の管理の二つがある。モバイル等に使われるノートパソコンの

管理などもあり、簡単ではない。 

 

Ｑ３：アフリカのISP事業の例のように、会員が極端に少ない状況を改善するために何を

すべきか？ 

A３：政策環境が一番の問題である。しかし、市場への資本導入も大きな課題である。 

 

Q４：eRedinessの要因のいくつかは指標化できるか？ 

A４：一部は 5 段階表示のようなやりかたで可能である。しかし、社会的、政治的な判断

が加わる要因については困難だと思われる。 

 

Q５：知的所有権は一般に途上国では守りにくい。途上国の技術者を教育すると技術が流

出してしまう。テレワークなどではさらに知的所有権の確保が困難になるのでは？ 

A５：まず、知的所有権を守れない国ではビジネスは展開しないだろう。会社の製品が広

く普及し、会社が大きくなるにつれ危険は高まるが、結局はそこで働く人々の個人

としての考え方、意識が重要になる。 
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● 所感 

スポンサー向け会議であるため、予備知識なしで臨んだせいもあり、当初は MIT にお

いてなぜ eReadiness が議論されているかが不透明な印象を受けた。スポンサー企業にと

っては、米国以外の国々でのビジネスチャンスを伺い、有効な投資先を選別するためには

その国の eReadiness の現状分析とその改善のためのキーファクターの見極めが極めて重

要となる。これまでにも eReadiness についての分析は実施されてきてはいるが、画一的

であり、また満足できるレベルにないため、MITでの方法論開発、データ分析が求められ

ていると思われる。 

グローバル化という名の下に、国際企業が発展途上国などの新しい市場を開拓し、席捲

しようとする状況が如実に感じられるワークショップであった。近年はWTOや国際協調

の場でグローバリゼーションが議論され、その是非が問われることが多いが資本、技術で

圧倒的な力をもつと共に、単純生産財から知的生産財へのシフトが顕著な米系国際企業に

とってこれは自然な発想と思われる。世界銀行、MITなどのメンバーにとっては途上国の

開発支援・デジタルデバイド解消という大義名分があるのかもしれないが、そのような観

点からの議論、発言はあまり見受けられなかった。 

ともあれ、MITの eビジネスセンターはスポンサーに対する成果報告と、新たなスポン

サー獲得に非常に熱心であるとの印象を受けた。 

 

● 配布資料 

資料タイトル： Lessons from 1st Generation eReadiness (Nazli Choucri) eReadiness: 

Ready for What? (Sharon Eisner Gillett, etl) 

他 ワークショップ関連資料一式 

 

 

MIT Faculty Club における会合風景 
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1.2.8 Vencon Management：“ベンチャー育成とe ビジネス” 

 

日    時： 2002年10月10日（木）時間 10：00～12：00 

場    所： 301 West 53rd Street， 

 Suite 10F New York，NY10019 

発表者所属先：Vencon Management 

発表者氏名（役職名）：Irvin Barash, President 

URL： http://www.venconinc.com/ 

 

● 会社概要 

設立：1973 年 

事業内容：米最古のベンチャーキャピタル 

     Irvin Barash 社長は「ベンチャーキャピタルの父」「米国ベンチャーの生き字

引」と呼ばれている有名人 

社長の経歴：コロンビア大学でMBA取得、化学エンジニア、民間企業、政府機関で勤務あり 

  バスフ社（ドイツ）の企画部長。米政府の経済研究部長（ニクソン大統領時）

として、物価、生産性研究担当。 

 

● プレゼンテーション概要 

１） テーマ 

日本における生産性向上とベンチャーの役割について 

 

２） 生産性の定義（社会経済生産性本部のホームページから引用） 

（１） 生産性の定義 

生産性とは精神であり、変化する経済に適合する努力である。 

（２） 生産性向上の実現には次の３つの原則がある。 

① 社会的公正と透明性の確保 

② 産業社会の活性化と持続的発展 

③ 国際的貢献と地球環境の保全 

この中では、特に②が重要であり、そのためにはベンチャー事業の育成がふさわしい。 

日本では株価が最安値を更新し、銀行の不良債権が問題となっている。経済、財政が困

難な状況にあるときこそ、新経済活動が必要である。構造改革や機構改革では不十分であ

り、ベンチャー育成が必要である。 

 

 

 

http://www.venconinc.com/
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３） 経済が成功するための主要因 

「新しい技術ベンチャーの成長」があげられる。新しい技術は経済の発展、雇用創出に

重要な役割を果たす。新しい技術はコンピュータソフトに限るものではなく、製造業でも、

加工業でも構わない。ベンチャーには資本と起業家精神が必要であり、ベンチャーを通じ

て生産性の向上が達成できるのである。 

なお、ベンチャーは企業内起業も含んでおり、起業家精神は大企業でも発揮できる。競

争の激しい業界ではこの精神無くして勝ち残ることはできない。大企業内で新しい分野へ

進出するときは、新しいベンチャーが必要である。 

 

４） ベンチャー企業の経営者 

成長段階に応じて、異なったリーダーシップが必要である。大事なことは、会社の成長

に適した人材が必要ということである。日本では起業家がなかなか現れない。大学、産業

界にいるのだが、どうやって見つけるかが大事であり、我々が見つけられないということ

が問題である。 

ベンチャーには起業家（いつも成功したいと念じている人）が必要であり、起業家の発

見が新しい経済の展開に必要である。ベンチャーの成長段階により、起業家やアドミニス

トレーター（総務畑）の人など、適材適所の人材を選ばなければならない。 

 

５） 日本の経済復興ためのプログラムは次の４点である。 

（１） 生産品と技術の分野における革新 

（２） 起業家を動機付けするプログラム 

（３） 投資プロセスを段階的に設定 

（４） ベンチャーキャピタルの必要性 

 

６） 生産品・技術分野の原点 

（１） 企業からのスピンアウト 

大企業大きの不採算部門は英、独、米どの国でも切り離そうと考える。しかし、

取り組み方により、将来な利益を生むベンチャーとなる可能性を秘めている。 

（２） 従業員からの提案 

（３） 他社からのライセンスの活用 

 

７） 投資のタイミング 

投資する立場からは、ベンチャー企業の成長期に投資することが一番大事である。２～

３年で急成長する分野に投資することが大事。 

ベンコンでは、ベンチャーの成長度を次の４段階で分析している。 
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Ａ：発明時期（市場に受け入れられるか未知の時期） 

Ｂ：需要がまだない時期 

Ｃ：大きな技術的変化の時期 

Ｄ：需要のある時期 

このなかで、ＣとＤの時期が一番伸びる時期であり、このカーブを「ホッケーのステイ

ック」と呼んでいる。 

以下のような投資分野が有望なベンチャー分野として認定できよう。 

 

【例１】ナノテクノロジー（微細小技術） 

15年前から必要性が出てき、96年～97 年に科学者が論文を発表したが、市場はまだ開

けていなかった。これからが伸びていく時期である。なお、この技術は日本が一番進んで

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ Nano‐Technology  Growth 
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【例２】太陽光発電 

1896年に最初の発見。「ホッケーのステイック」はちょっと前に生じており、最初から

投資してきた人より、急成長時に投資した人が恩恵を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ Photovoltaics  Growth 

 

【例３】生物資源発電（バイオマス） 

廃棄物利用による電力発電。100 年前からの技術だが、新しい技術により急成長した。

昔からの技術と考えずに、新技術のチャンスがある分野と考えることが大事。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ Biomass  Power  Growth 
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８） 投資の基準 

（１） ベンコンではベンチャー投資に色々な条件を決めている。ITバブル時には条件

を決めずに投資を行ったベンチャーキャピタルもあり、バブルにはベンチャー

キャピタル側にも責任がある。ベンコンはドットコム企業には投資していない。 

（２） ベンコンの投資基準では、ベンチャー企業が次の６点をクリアすることが必要

である。 

① 経営陣が強いこと 

② 研究開発段階を過ぎていること 

③ 技術基盤があること 

④ 法的破綻がないこと 

⑤ 特許（独占）製品があること 

⑥ ５年で投資額の10倍の見返りが見込めること 

（３） ベンチャーキャピタルにとっては、起業家を見つけることが大事である。20 年

前に大学へ見つけに行ったことがあるが、当時は大学の教授は乗り気ではなか

った。しかし、現在はどの大学もベンチャー起業に積極的に取り組んでいる。

大企業も、その一部門をスピンアウトした新しい会社づくり、起業家の選定を

進めている。 

（４） ベンコンではベンチャー企業選定に厳密な審査を行っており、投資判断するた

めに、ビジネスプランの作成、財務諸表の作成（今後５年間の収支予測と、そ

の詳細な前提条件）を求めている。資料は、50ページにおよぶこともある。 

 

９） ベンチャーの成長７段階 

実際にベンチャー企業を見つけるのは大変なことであり、ベンチャーはステージ０から

ステージ３の成長までに何年もかかる。 

企業から資金提供の申し込みがあった場合、その企業が、今、どのステージにあるのか

を判断する。ベンコンではステージ５の企業に投資を行っている（試作品ができている段階）。 

 

ステージ０：アイデア 

ステージ１：研究開発 

ステージ２：マーケティング 

ステージ３：企業設立 

ステージ４：経営陣と事業計画 

ステージ５：企業パートナ 

ステージ６：商業化 

 

 
表１ ベンチャーの成長段階 
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１０） 日本経済の復興には、通貨政策、財務政策だけでは不十分であり、一番大事なことは生産

性の向上、そのためにはベンチャー育成が肝要である。 

 

● 主な質疑応答 

Ｑ１：アメリカの事情と、日本の事情を比較するとどうか。 

Ａ１：アメリカと日本には基本的な社会の違いが存在する。アメリカの歴史は 230年と浅

く、起業家精神が強い。一方、ヨーロッパや日本は数千年の歴史があって社会が確

立しており、文明・文化の違いがある。日本は世界的にも古い産業国家であり、住

友は400年も前に起業している。このように歴史の古い国では、個人は社会のため、

政府のためという意識が強くなる。アメリカは国土が広く、歴史が浅いため、そも

そも起業家文化が存在した。日本の会社と当社で企業からのスピンアウトを手がけ

たことがあったが、日本では時間がかかった。 

 

Ｑ２：成長段階で投資するとしても、その前段階で資金が必要であり、資金調達できずに

つぶれてしまうベンチャーもあるが。 

Ａ２：商業化する前の初期段階はハイリスクであり、この時期の資金調達は難しい。この

段階ではシード（種）マネーが必要であり、そのような資金を米政府ではエネルギ

ー省や全米科学財団等の機関が提供している。また、アメリカには「お金を集める

には歯医者に行け」という諺があり、そこにいる友人や弁護士から調達できるとい

う意味である。ハイリスクな前商業段階では通常の金融機関は投資しない。資金調

達は、①知り合いや友人、②政府、からとなる。 

 

Ｑ３：ナノ技術が急成長しているというが、ナノ技術はレーザー技術など精密加工技術の

一つの分野、延長線上にあるものではないのか。ナノ技術だけをとりあげるのはい

かがなものか。 

Ａ３：産業界の成長にも政治が関与している。米政府は１年前からナノ技術の成長性を強

調しており、この１年に８億ドルも投資している。この結果、最近１年で100～200

のナノ技術に関する学会が開催されており、政府、企業、大学、研究者、ベンチャ

ーキャピタルが参加している。このように、今、勢いを得ている技術分野であり、

大企業が関心を持っている。 

 

Ｑ４：我々を日本の投資家と仮定した場合、ナノテクベンチャーへの投資をどうプレゼンす

るか。 

Ａ４：日本はナノ技術が進んでいるので投資のタイミングは過ぎており、もう少し早けれ

ばよかった。しかし、米国はまだ遅れているので、米国企業とタイアップしている

企業なら投資の可能性がある。いずれにしても日本でナノ技術を育てていくには、
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政府、企業、大学、ベンチャーの 4者の連携が必要である。 

 

Ｑ５：ナノテク業界が投資のチャンスと言われるが、ベンチャーキャピタルの実際の投資

対象は個別企業であり、その企業の有する技術にマーケットの需要があるかどうか

ということが投資の判断要素ではないのか。 

Ａ５：アメリカでは企業とベンチャーキャピタルを結びつける組織があり、政府や州政府

がその役割を担っている。このように成長していくベンチャー投資先には公的なイ

ンキュベーターが必要である。 

 

Ｑ６：生産性向上にベンチャー企業が必要なことを、日本政府に提案したか。 

Ａ６：当社としては未提案であり、生産性本部が音頭をとるのが適当ではないか。日本の

政府は動きが遅く、２～３ヵ月で行うべきことを２、３年遅らせている。政府と民

間が参加した会議を開催、生産性向上のためのベンチャー育成モデルを作っていく

べきである。 

 

Ｑ７：日本と米国の IT（ドットコム）ベンチャーの動向をどう見ているか。 

Ａ７：ITの市場はナノ技術の市場より大きい。ただし、ドットコムは ITとは別の分野と

考えたほうが良い。ドットコムには実態がないが、e コマースには実態がある。こ

れを混合してはならない。e コマースはこれからも拡大していく市場と見ている。 

 

● 所感 

米国の老舗ベンチャーキャピタル「ベンコン」の社長自らによるセミナーは、生産性向

上におけるベンチャー企業の役割の重要性について、生産性本部のホームページを引用し

たり、日本の経済事情を踏まえながら、分りやすく語ってくれた。今後の日本経済の復興

のヒントとなる要素が数多く含まれており、一般論としての経済学の話としては、大変参

考になる内容であった。ただし、ベンチャーキャピタルとしての米国 eビジネス・ベンチ

ャー企業への具体的な投資事例、成功事例などミクロの話題について聞き出すことができ

なかった点が残念であった。 

 

● 配布資料 

資料タイトル：日本における新しいベンチャー／ベンチャーキャピタル 
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1.2.9 Cyota：“オンライン決済セキュリティVB” 

 

日    時： 14年 10 月10日（木）時間 14：00 ～16：00 

場    所： 8 West 38,11th Floor New York, NY 10018 

発表者所属先：Cyota  

発表者氏名（役職名）：Naftali Bennett（president and CEO） 

URL： http://www.cyota.com/ 

 

● プレゼンテーション概要 

Cyota 社の社内にて CEOの Naftali Bennett氏より、インターネット決済とセキュリテ

ィについてのCyota の考え方、セキュリティプラットホームの構築の背景、経緯、展望など

の詳細な説明をうけた。 

 

１） CEOのプロフィール 

イスラエル出身、ヘブライ大学で法律を学ぶ。軍人から民間会社への入社。創設者の一

人。５年以上のソフトウェアとインターネットのマーケティング経験を持ち、

I-scraper.comで副社長、Eshbel Technologiesでプロジェクトマネージャーを経て Cyota

を創設、１年半前に CEO になり現在の事業を推進している。 

 

２） 会社概要 

創業は1999年で本社はニューヨーク。暗号技術で著名な、RSA DSI の創設者の一人で

あるアディ・シャミア教授（Prof. AdiShamir）が設立人の一人であり、イスラエルのベ

ンチャーサポート組織「Israel Seed Partner」が資金を提供した。 

 

３） 事業の背景と展開 

（１） Peyment Security の Application開発 

金融機関、クレジットカード会社にインターネット環境下でオンラインショッピ

ングのセキュリティを提供する“クレジットカード認証システム”のソフトウェア

開発を手がけた。 

これまでに、クレジットカードの認証システムを独自で開発した金融機関、クレ

ジットカード会社は、全てうまく機能しなかった。また、投資効率も非常に悪く各

金融機関、クレジットカード会社は、アプリケーションの選択不能に陥った。そこ

で Cyota はそれらの問題を解決すべく、汎用性のある支払セキュリティシステム

を構築した。Cyota では、画面操作のインターフェースの統一とセキュレィティの

高いプラットフォームの統一をオブジェクト指向技術で実現し、カード決済会社ご

とのアプリケーションの総意を各社向けモジュールとして開発することで実現し

http://www.cyota.com/
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た。これによってユーザー操作ビューの統一とカード会社ごとの仕様実現のローコ

スト化を実現したASPビジネスの道を開いた。 

 

（２） 利便性とセキュリティの両立 

これまでユーザは、どのアプリケーションを選択しても、ユーザーインターフェ

ースが異なり、そのつどカスタマイズに、労力とコストをかけてきた。また、オン

ラインショッピングでは特に、消費者はなるべく簡単な操作でショッピングをした

いと考えているので、それぞれバラバラのシステムでは操作が複雑で消費者に受け

入れられない。Cyotaは、そういった諸問題を織り込んだ、ユーザーインターフェ

ースを実現したプラットホームを提供した。各カード会社での条件のうち共通項目

が 70％ほどあり、各カード会社のアプリケーションを織り込んだクレジットカー

ド・セキュリティと認証システムのプラットホームを提供している。このプラット

ホームでは既存のユーザ ID、パスワードが使用できるので各カード会社は再登録

の必要がない。 

また、このシステムは、昨年 12 月に VISA のカード発行会社の BANK OF 

AMERICAに採用されサービスの開始に続き、今年にはいりFIRST USAもそれ

ぞれ採用された。 

我々は、VISAの推奨する 3D セキュアーとマスターカードが推奨しているSPA

の各方式と独自の方式のテンポラリーカード番号を利用した方式の３種類を基本

としたプラットホームの構築をした。 

VISA カード発行会社への提供システムは、「Verified By VISA secure VbV」と

いう製品名である。このシステムはVISAが推奨する3Dセキュアーに対応してお

り、2003年４月より VISAはカード発行会社に使用を義務づけている。2005年に

は市場の 50％のシェアを目指している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図１ SecureSuite Core Platform 
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図２ Secure VbVの仕組み 

 

インターネット決済用のパスワードをカード発行会社に登録することで本シス

テムを利用することができる。インターネットにおけるカード決済では通常、カー

ド番号と有効期限を入力する。「Secure VbV」は、店、発行者、カード所有者、ビ

ザの関係店の Web Shop でプラグイン（MPI）コンポーネントをインストールし

て処理するように要求するしくみである。発行者が、ACS（アクセス・コントロ

ール・サーバー）にアクセスするよう要求し、取引の管理、カード所有者の認証を

するため使用するというのが、Secure VbVの位置するところである。 

Web 決済では、VISA カードの利用者はあらかじめ利用登録するようになって

いるが、Verified by VISAではさらにパスワードが必要になるため、カード番号の

不正利用を防止できる。 

すでに北米では昨年 12月から提供されており、Bank of America、First USA

を始めとするカード会社９社が採用し、Buy.com、CDNOW、CDMPUSA など

24社の加盟オンラインショップがすでに対応しているほか、Walmart.comなど８

社も近日中に導入予定だという。加盟店はマーチャントプラグインと呼ばれるソフ

トウェァ（100～200 米ドル）をインストールすることで対応できる。導入にはシ

ステムインテグレーション料金が必要になるが、他のシステムと比べて導入コスト

は大変安価である。 
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図３ Secure サービスの仕組み 

 

４） 事業の特徴 

（１） Cyotaの特徴 

Cyotaは、日々変化するマーケットの中で支払いセキュリティを発展させ、常に

ニーズを取り込み、大小のシステムに対応可能な、柔軟な支払セキュリティ・ソリ

ューションを提供している。同社は、最新で信頼性があり対費用効果が高く、提供

プロダクトを拡張して最良のソリューションを作り出し、最新のモジュール式の拡

大・縮小可能な方法で、ほとんどの支払セキュリティに対応可能な、プラットホー

ムを作り上げ、提供しているという。 

同社のセキュリティ製品である Cyota SecureSuite は、一つのコアで、広範囲

な認証と、カードセキュリティをサポートするよう設計される、モジュール式のオ

ンラインの支払セキュリティプラットホームである。Web で買い物をするとき

Cyota SecureVbV は3D Secureで VISAカード所有者を認証することによって、

詐欺を減らす手段となっている。 

 

（２） インターネットにおけるトラブルに対応 

インターネットでのカード取引は、カード取引全体の３％であるが、インターネ

ット上でのカード詐欺はトラブル全体の 50％にも上っている。クレジットの詐欺

の 50％はインターネット上で発生している。 

2003年４月から、それまではカード詐欺による被害はクレジット会社が負うこ

とになっていたのが、カード発行会社（銀行、百貨店）が負うことに変わる。VISA、

Masterが扱いを変えるので、カード発行会社はこのプラットホームを使用しない



－65－ 

とリスクが増大することになった。カード発行会社にとってこのプラットホームを

使用するメリットは、カード発行者が最小のインテグレーションとハードウエア投

資でいずれのプロダクトでも、セキュリティシステムをスタートできるようにフォ

ローができることである。 

 

（３） 競合他社 

オービス、アルコットである。Arcotは VISA､MasterCardのオンライン・クレ

ジットカード決済認証プログラムに使用されている。また今年Microsoftがオンラ

イン認証サービスPassportの利用範囲をクレジットカードの認証にも広げるため

Arcot Systemと提携した。 

 

（４） 事業の現状 

現在は、アメリカ、日本、ヨーロッパで事業を展開中で、クレジット販売とイン

ターネットの盛んな地域ではトップシェアである。 

アメリカのカード会社のトップ 10のうち、４社が同社製品を使用しており、競

合他社はトップ 10 のどこも使用していない。またイギリスではトップ 10 のうち

３社、日本では販社をからめて販売し、着々とシェアをのばしつつある。 

大手銀行にもアプローチを強化して 2005 年に 50％シェアをめざしている。現

在のアメリカ市場でのこの分野でのシェアは 30％である。全世界で 14 億枚の

VISA カードが流通しているが、インターネット上でやりとりされるカード決済が

6,000～１億万枚ある。これについて１枚当たり１ドルの収入を見込み、6,000 万

から10,000 万ドルの収入を見込んでいる。 

一方、銀行系にもアプローチしテストとして、Bank of America でユーザがイン

ターネットにアクセスして加入できるようにしたところ、当初は 15％の加入を見

込んでいたものが 47％の加入者があった。Bank of  America では１日 5,000 人

加入者があり2005 年には１億人を見込んでいる。最初の引き合いでは３銀行であ

ったのが、現在16の銀行から引き合いが来ている。 

基本スタンスとしてパッケージ化ではなくユーザーニーズを取り入れてユーザ

ー個別仕様のシステムをASPサービスで提供することを目指している。 

 

５） 次期展望 

14 億枚のカードで振替ができる機能の開発でにより、2005年には 6,000 万人から１億

人の利用者を見込んでいる。５～７百億ドル市場となる見込み。これを実現するため、消

費者マーケットに熟知した営業の強化をめざしている。新しい販路の拡張をするための人

材の充実を図る予定である。 
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● 主な質疑応答 

Ｑ１：どういうアプローチで大手金融機関、カード会社と取引が可能になったか 

Ａ１：大手金融機関、カード会社のシステムを開発している大手システム会社PMと協働で

お客様説明会を開くなどの売り込みをかけて食い込んでいった。バンク・オブ・アメ

リカとは10ヶ月、チェィスとは16ヶ月、契約に要した。サービス会社は資金がそれ

ほど必要ないことと、プラットホームがあったことが、我々が選択された理由であっ

た。 

 

● 所感 

ITバブルがはじけて企業経営が難しくなっている中で、売り切り、切り売り、インフラ

商売でなくノウハウを生かして時代の流れをつかんだ、継続的利益確保のモデル企業であ

る。日本においても、今後ますますインターネットショッピングのトランザクションが増

加することをみて、日本マーケットにも目を向け活動をしている。今後消費者がカードを

使用する数が増えれば増えるほど収入の見込みは増大し、益々増えるネットでのカード決

済時代を迎えて、時代の流れとともに繁栄するビジネスモデルである。 

「支払セキュリティの Cyota、マイクロソフトのWindowsをめざす」。この言葉が CEO

から聞けたのは技術とノウハウの自信の表れである。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 日本でのサービス例 

 

1

CyotaCyota
Secure Your CustomerSecure Your Customer

4

Japan Service ExampleJapan Service Example
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1.2.10 Colombia University：“産学協同による次世代 ITプロジェクト実践” 

 

日    時： 2002年10 月11日（金）時間 10：00～12：00 

場    所： Columbia University 

Computer Science Building、124 Amsterdam Av., 

New York, NY 10027,212-939-7000 

発表者所属先： Columbia University  Corporate Affiliates Program 

発表者氏名（役職名）： １）プロジェクト担当者（博士候補生） 

 ２）Alexander Konstantinou（博士候補生） 

 ３）Prof. Angelos Keromytis 

 ４）Dr. W. Scott Storneta 

ＵＲＬ： http://cap.cs.columbia.edu/index.html 
 

※本項目は、Colombia大学との守秘義務契約に基づき、内容の掲載を控えさせていただきます。 

 

● プレゼンテーション概要 

３件の最新研究内容の紹介と産学協同プロジェクトの仕組みの紹介があった。 

 

１） 次世代の通信プロトコルの設計と実装：Session Initiation Protocol (SIP) 

２） An Architecture for Network Self Management and Organization (NESTOR） 

３） Network Security 

４） Columbia Science ＆Technology Ventures Joint Research Projectsの紹介 

コロンビア大学は、北米の大学の中で、テクニカルライセンス収入が最も多い。以下の

ように連携の形がある。 

・ 企業との共同研究の契約には、 

・ 独占契約（Exclusive Licensing）：研究成果を契約会社だけが使用できる契約。 

・ 非独占契約（Non-Exclusive Licensing）：契約会社以外も成果を利用できる。 

・ スポンサー契約調査 

・ 共同調査（企業からの客員研究員を受け入れる） 

・ 研究テーマは、教授が興味があるもので、企業側の求めるものとすり合わせができた

ものが契約される。 

 

● 主な質疑応答 

プレゼンテーションの時間が多くなり、会議室の時間の制約もあり、質疑の時間をとる

ことができなかった。 

 

 

http://cap.cs.columbia.edu/index.html
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● 所感 

最初に、守秘義務契約書にサインを求められ、知的所有権に注意を払っていることを知った。 

大学のビシネス・センスをもって、企業との共同研究を進めている組織体制ができている。 

研究内容も実践的なテーマにとりくんでいる。米国大学がベンチャー企業を生み出して

いる事実を日本の大学関係者は見習うべきであると思う。 

 

世界13か所のネット基幹サーバに史上最大の攻撃   

 【ワシントン 23日＝笹沢教一】インターネットを管理するため、日米欧など世界 13 か所

に設置された基幹コンピュータ（ルートサーバー）が米東部時間 22日午後（日本時間 23日

早朝）、外部から大量のデータを送りつけられる攻撃を受け、日本など９か所のコンピュー

タの機能が一時的に低下するトラブルが起きた。一般の利用者にほとんど実害はなかったと

みられるが、米国家基盤構造保護センター（NIPC）は「インターネットの歴史でも最も高

度で大規模な攻撃だ。同種の攻撃は今後もありうる」としている。 

出所）毎日新聞社 2002/10/23 

 

 

＜ルートサーバー＞攻撃受け一時、機能が低下 日米欧一斉に 

 インターネットの根幹といえる世界で 13台のコンピュータ（ルートサーバー）に 21日、

大量のデータを送り付けて機能をまひさせる攻撃が一斉に仕掛けられ、一時、サーバの機能

が低下していたことが 22日、分かった。 

 ルートサーバーは、インターネット上のコンピュータのアドレスを管理しており、欧米、

日本に分散して設置されている。関係者によると、攻撃は米東部時間 21 日午後４時ごろか

ら始まり、日本や米エネルギー省、スウェーデンのものなど７台が大きな影響を受けた。 

 サービス拒否攻撃と呼ばれるこの種の攻撃は、公共機関のコンピュータなどを標的にしば

しば起きているが、今回の攻撃はインターネットの根幹を同時に狙った大規模なもので、極

めて珍しい。 

 サーバの管理者が対策を取ったこともあって、攻撃は１時間ほどで停止。影響を受けなか

ったサーバもあったために、一般のユーザーがデータ転送の遅れなどに気が付くことはなか

ったはずだという。 

 AP 通信によると、米ホワイトハウスや連邦捜査局（FBI）などが捜査に乗り出したが、

攻撃がどこから仕掛けられたのかは分かっていない。（ワシントン共同） 

出所）毎日新聞社 2002/10/23 
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1.2.11 i-Deal：“金融 Webサービス” 

 

日    時： 2002年10 月11日（金）時間 14：00～16：00 

場    所： 40 West 23rd Street, 5th Floor,  

New York, NY10010 

発表者所属先：i-DEAL 

発表者氏名（役職名）：Frank LaQuinta (Chief Strategic Officer)  

Allen Williams (Managing Director, Head of Capital Markets) 他１名 

URL： http://www.i-deal.com/ 

 

● 会社概要 

従業員数  ：170名（R&D=30名／Client Service=65 名等々） 

事業内容  ：投資金融機関向け IOPの Webサービス提供 

主要取引先名：Merrill Lynch, Salomon Smith Barney, Thomson Financial 

主要提携先名：Microsoft 

 

● プレゼンテーション概要 

１） 会社概要 

（１） 概要 

Merrill Lynch, Microsoft, Salomon Smith Barney, Thomson Financialが共同

出資し設立した投資銀行家向けIPOのWebサービスソリューションを提供する会

社である。中立で最先端の自社開発のWebプラットホームにより、新規株式発行

の手順、引き受け業務を株式ディーラー、証券引き受け社、投資家に情報提供し新

規株式発行業務効率化のためのサービスを提供する。 

（５） サービス内容 

① Dalcomp（市債発行を自動化するための支援 Software Service を提供する

会社）を、i-DEALが買収し、市債発行業務から株式発行業務への対応版への

カスタマイズを行い、今回説明のサービスプラットフォームを完成させた。 

② IPO の自動化を提供するフラットフォームを出資金融機関向けに提供し、そ

の対価としてサービス費用を得ている。また、業界全体へ拡大したいと考えて

いる。 

③ 新規株式発行のフロント業務に加え、バックオフィス系システムとの連携をサ

ービス対象としている点がサービスの特徴の一つである。 

④ 上記プラットホームでの Web アプリケーションサービスに加えて「Client 

Service」と呼ぶ運用支援のヘルプデスク・サービスも提供している。 

⑤ サポート言語として日本語対応も現在構築中であり、メリルリンチ証券会社

http://www.i-deal.com/
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（Merrill Lynch の日本法人）への導入が進行中である。但し、米国に比べ日

本の債券発行手続きは複雑でプロセス・ステップ数を増やさざるを得なかった。

モジュール化しているので、相対的に短期開発が可能となった。 

 

２） デモンストレーション 

説明に引き続きMerrill Lynch向けのシステムのデモンストレーション及び機能説明が

行われた。尚、デモンストレーションの一部はメリルリンチ証券会社向けの日本語対応版

で実施された。 

（１） 提供機能の概要（10年もの社債発行のデモンストレーション） 

⑥ 新規株式発行に参画するシンジケートの一覧表示 

⑦ 社債の利回り（５種）を入力 

⑧ Alert 画面 Pop Up 

⑨ 条件不成立のシンジケートが外れることを参加シンジケートがリアルタイム

に情報共有 

⑩ 条件成立 

⑪ 「目論み書」の作成（個別条件入力可） 

⑫ 利回り条件の閲覧 

（２） 導入プロセス（インプリメンテーション） 

サービス提供までに要したカスタマイズ期間は10週間である。 

 

第 1週 → 要件スタディー 

第 2週 → プロトタイピング 

第 3週～第 5週 → 開発 

第 5週～第 10週 → フィードバック期間 

 

３） 今後の展開計画と現状 

日本の証券市場は４大証券会社が既に同様なシステムを構築しており、進出は難しいか

もしれない。ロンドン市場は同様のシステムは現在ないので魅力的市場だと考えている。 

米国市場への今後の展開は、Merrill Lynch, Salomon Smith Barney, Thomson 

Financial にて展開計画を詰めている段階である。当面の目標としては、株式発行業務の

Start to Endまでのフルサポートの提供を目指している。 

 

● 主な質疑応答 

Ｑ１：Security対策はどのようにしているか？ 

Ａ１：SSL暗号化通信で対応している。 



－71－ 

Ｑ２：サービスの対価はどのように設定しているか？ 

Ａ２：債券発行数等の利用量に応じた費用設定になっている。 

 

Ｑ３：Back Officeとの連携が特徴との説明があったが、具体的にはどのような連携を行っ

ているか？ 

Ａ３：リアルタイム処理連携とバッチ処理連携があるが、主なものは会計システムとの連

携である。 

 

Ｑ４：（株式公開とは別に）地方債の発行システム（200社利用）があると説明があったが

ASP提供か？ 

Ａ４：ASP集中システムで提供している。 

 

Ｑ５：i-Deal社は他にどのようなサービス提供を行っているか？ 

Ａ５： NOTES やロードショウプログラムと呼ぶ株式公開のスケジュール管理などがある。 

 

Ｑ６：このサービスを利用することで債権発行までの期間短縮などのコスト削減効果は出

ているか？ 

Ａ６：期間短縮には大きく貢献できている。従来は、人による電話での好くすう銀行との

折衝があった。このシステムではWEB画面での判断と申し込み入力のため大幅に

期間短縮できる。また、「目論み書」作成費用の削減効果や株式発行時の INDEX カ

ード不要の効果がある。 

   Merrill Lynchケースでは、担当者 1人あたり 

  システム導入前（2002年４月以前）→２件/週の新規株式発行 

    システム導入前（2002年４月以前）→６件/週の新規株式発行 

 

Ｑ７：投資会社（Merrill Lynch, Salomon Smith Barney, Thomson Financial, Microsoft）

の各社の投資の狙いは何か？ 

Ａ７：Microsoftの狙いは、証券業界のシステムシェアは UnixOS の Sun Microsystems

社の独壇場であるため、Microsoftの WindowsOSによるシェアゲインを狙ったも

のである。Merrill Lynch, Salomon Smith Barneyの狙いは、コスト削減とアウト

ソーシングによるTCO 削減である。Thomson Financialの狙いは、蓄積データの

利活用による売上拡大である。 

 

Ｑ８：クライアント・サービス（Client Service）とは具体的にどのようなサービスか？ 

Ａ８：債券発行担当者からのQ&A 対応がある。いわゆる「HELP DESK」サービスであ

り、地方債で40名、株式発行で 25 名を擁して提供している。 
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Ｑ９：新規株式発行の手数料はどのぐらいか？ 

Ａ９：50万円である。 

 

● 所感 

l 会社の投資目的は各社各様に明確であり、上手くいっているビジネスモデルであると

の印象を受けた。 

l 今回のテーマである新規株式発行におけるWebでのIPOサービスのベースには地方債

発行で培ったノウハウを展開しており、着実なサービス立ち上げに少なからず貢献で

きていると感じた。 

l 日本への進出はメリルリンチ証券会社を契機に行おうとしているが、デモを通じて感

じたことは、日米の商習慣や市場性の相違から、難しい感がある。 

 

 

i-dearl プレゼン風景 
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1.2.12 Kurant：“中小企業むけ eコマースVB” 

 

日    時： 2002年10 月14日（月） 時間 10：00～12：00 

場    所： SanFrancisco Hiltonホテル内会議室 

発表者所属先：KURANT 

発表者氏名（役職名）：W. Curtis Pierce (CEO) 

Sheryl Hawk (Vice President Sales & Business Development)  

Gwen Justis 

URL： http://www.kurant.com/ 

 

● プレゼンテーション概要 

１） 会社概要 

1998 年 12 月設立に設立された会社（未上場）であり従業員も 30 人強と少ないが、中

小企業向けのe コマースの総合プラットホームである主力製品「Store Sense」により、着

実に展開してきている。また、PC Computing や Web ホスティングなどの推奨により多

くの賞を受けている。 

この中小企業向けの eコマース・ソフトの分野は３年間でベンダー数が十数社あったも

のが数社まで減っているなかで、Kurant 社はこの分野の e ビジネスリーダーとしての位

置を確保している。 

経営陣は創立時にシマンティック、ヒューテルスマン、EDSの 3社から来ており、本社

はサンフランシスコに置いてあり、R&D／営業／サポート部門はカリフォルニア州のフォ

ルサイに置いている。 

 

２） e コマース市場の現状とKurantのマーケット 

（１） 小企業の eコマース市場 

大規模な eコマース例は必ずしも成功していない。しかし、インターネットを使

っての小規模な eコマースは中小企業にとって重要になってきている。現在、米国

では約 800 万社の小企業があり、この内約 65 万社が Web による製品紹介にとど

まらず、インターネットを利用。トランザクション処理に活用している。 

現在、小企業のインターネット取引は年率 30％で増えている。しかし、これま

で小企業にとって適当なEC ツールがなかった。アマゾン、e-Buyはソフトウェア

使用料及びコンサル等の諸費用が非常に高いため小企業は使えなかった。このため、

小企業は自社で開発するか、既成のプログラムを使うしかなかった。これに加え、

これらは、実際のトランザクション処理やB to Bのサプライチェーンと繋がらず、

さらに、初期の手間がかかり利用者に対応していないといった問題があった。 

 

http://www.kurant.com/
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（２） 大企業と小企業の違い 

小企業ではインターネット取引は全取引でなく小売、卸の延長として用い、販売

ツールとして必要に迫られて使っている。小企業の e コマース導入状況のほとんど

は、以下のとおりである。 

・Webサイトは持っていて、そこに eコマースを組み入れる。 

・バックオフィスの処理はインターネットを通じて行い“クイックブックス

（Quickbooks）”で会計処理を行う。クイックブックスは小企業を対象としてい

るが、中企業も使いはじめている。小企業 800 万社中、約 300 万社がクイック

ブックスを使っており、これと統合しないと小企業は eコマースに入れない。 

一方、大企業は SAP、Oracleを使っている。そこで、帳簿やサプライヤとスム

ーズに連動するためには、サプライチェーンと接続のための高度なソフトウェアが

必要である。XMLがスタンダードになっているため、中小企業は、サプライヤ（大

企業）と同じXMLを使う必要がある。 

なお、企業規模の分類の目安は、以下のとおりである。 

小企業 100 人未満   100万ドル未満/年商 

中企業 250 人未満  2,000万ドル未満/年商 

大企業 250 人以上  2,000万ドル以上/年商 

 

３） e コマースの総合プラットホーム「Store Sense」 

（１） 概要 

StoreSense は、Kurant の e ビジネス・プラットフォームであり、eコマース

や Mコマースからサプライチェーン間のコミュニケーションや在庫情報、販売管

理、顧客管理まで、広範な Web ベースのサービスをコーディネートするもので

ある。契約ベースで提供し、Windows 2000、Windows NT、Linux、Solaris 各 OS 

上で作動する。 

店舗のデザインには、あらかじめ用意されているテンプレートを用いて構築でき

る導入の容易さを備えている一方で、EDI や XML などを利用して既存のシステ

ムと接続を行なえ、売上データの分析や、顧客をグループ分けしてグループごとに

料金を設定するといった追加モジュールも用意されている。管理のメニューは、

ISP、店舗、顧客のレベルと３つに分けて、管理レベルに応じたメニューが提供さ

れる。 

小企業がこれを購入することにより、まず、自社の Web サイトを作ることがで

きる。検索も出来、商品の在庫管理もできる。すなわち、これまでインターネット

を使わずに販売していたものをEC／eビジネスに簡単に投入・参入できる。また、

このシステムは規模拡張が自由である。 
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（２） ビジネス実績 

「Store Sense」は、Kurant社のソフトウェア製品であるCobalt Networksの

サーバにプレインストールされた形で出荷されており、100 を超える ISP に対し

て導入実績がある。１サーバあたり、最大で 200 店舗程度を運用することが可能

である。 

チャンネルパートナーが製品を購入し、利用者から月手数料を徴収する。利用者

の支払額は平均 82$／月（最小 25$ 最大 1,000$）であり、チャネルパートナー

に支払われた一部が Kurant社に支払われる。チャンネルパートナーはモジュール

化された機能の全部を購入してもよいし、１部を購入してもよい。 

現在、金融、銀行、ハードウェアメーカー、ソフトウェアメーカー、テレコムサ

ービス、等、eコマースにおける拡張販売先・新マーケットをさがしているブラン

ド企業がチャネルパートナーとして参加している。 

（３） アップグレード 

アップグレードはチャンネルパートナーがアップグレードを行う。最小規模の自

分でサーバを持たない Shared Server（100カスタマー）から、Dedicated Server、

Load Balancedと順次アップグレードすることが可能である。 

（４） 海外進出 

現在、海外にも出ている。多言語／通貨、ダブルバイト文字にも対応しており、

ブラウザ言語の切り換えも出来る。日本語で作ったブラウザも英語で入ると英語表

示になる。 

日本の会社とパートナーを組んだこともあったが、現在は解消している。 

 

● 主な質疑応答 

Ｑ１：ユーザーの特徴は？ 

Ａ１：従業員10人以下。小売業、サービス業が多い。 

 

Ｑ２：小売ユーザーの企業数は？ 

Ａ２：約 5,000 社が StoreSenceを使っている。65万社は独自のものを使っている。 

 

Ｑ３：Kurant社がこの分野のソフトでトップになっている理由は？ 

Ａ３：ひとつは研究開発力と単純かつ洗練（高度）された開発方針。JAVA の専門家を多

く抱えている。ひとつは信頼。４年前は技術内容が複雑すぎ、消費者に信頼されな

かった。現在は、信頼されるチャンネルパートナと組むことにより信頼を得ている。

最後のひとつはシュートアウト（決闘：他社との比較試験）の企画を雑誌に持ち込

み一番になる。 
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CEO の W. Curtis Pierce氏（中央） 

Ｑ４：セキュリティポリシーについて聞きたい。 

Ａ４：セキュリティは最優先にしている。 

・クレジットカード/VISA に対応でき 2003 年 4 月の VISAのプログラムにも対応

している。 

・SSLで対応している。 

・暗号化してユーザー情報を確保している。 

・外からのアクセスは何重ものガードを行っている。 

・セキュリティの専門家がおり、１度もハッカーに入られたことがない。 

 

Ｑ５：日本のパートナーとなぜうまく行かなかったか 

Ａ５：２年前はタイミングが悪かった。日本ではドットコムがよくなかった時期であり、

米国では資金を引き上げる時期にあった。 

 

Ｑ６：海外市場はどのような状況か？ 

Ａ６：積極的には進出していない。ただ、オーストラリア、南米、欧州、インドネシアに

進出している。日本については、昔のパートナーが打診してきていて、またクイッ

クブックスの子会社もあり有望である。 

 

Ｑ７：多言語化の考えはないのか？ 

Ａ７：資金があれば行う。（200～300 万ドル）。ただ、日本語化には３ヶ月程度かかる。

技術を熟知している相手企業が必要である。 

 

Ｑ８：チャンネルパートナの現状は？ 

Ａ８：過去１年で、12倍の15,000 社と契約。来年の四半期で黒字化見込み。 

 

Ｑ９：エンドユーザからのクレーム等

のフィードバックルートは？ 

Ａ９：直接 100社に販売している。彼

ら（パートナー、カスタマー企

業等）とは、電話会議を行って

いる。こうした活動により販売

部門から情報が入って来る。 

 

Ｑ１０：チャンネルパートナがKurant

社のソフトウェアを利用する理

由は？ 
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Ａ１０：手数料収入、商品量増加、及び客の囲い込みが出来るからである。 

 

Ｑ１１：StoreSenceのの商品名表示は必須か？ 

Ａ１１：必須ではない。標記するチャンネルパートナとしないチャンネルパートナとある。 

 

Ｑ１２：チャンネルパートナにはどのような企業があるのか？ 

Ａ１２：FDMS（FD コーポレーション傘下でクレジットカードの半分処理）、WACHOVIA  

Bank、ディマンドカード、バンクワン、C&W（ケーブルアンドワイヤレス）、など。 

 

Q１３：手数料は固定か？ 

A１３：小企業での販売料が増えれば手数料が増えるようにしたい。しかしながら小企業

は OK してない。手数料はチャンネルパートナが自由に価格付けしている。基本

は, 商品の種類は50種類まででそれ以上は別途要求するが、例えば、商品が５種

類以下だと安くするなどしている。 

 

● 所感 

小企業に対するサービスがビジネスを展開する原動力になる可能性を強く感じた。利用

マージンで収入を得るところは、Cyotaや I-Dealと同じであり、中小企業に対するサービ

ス提供のひとつの流れのようである。これには、強力な資金、技術の支援体制とブランド

力のあるチャンネルパートナとの連携関係を構築することが重要であると感じた。 

 

● 配布資料 

① KURANT プレゼン資料 

② StoreSense ケーススタディ資料（日本語） 

③ StoreSense パンフレット 

④ StoreSense 5.0 technical Specification  

⑤ StoreSense 5.1 Technology 

⑥ COMPUTER RESELLER NEWS 

 



－78－ 

1.2.13 Verisign：“セキュリティの国際標準” 

 

日    時： 2002年10 月14日（月）時間 14：00～16：00 

場    所： Mountain View, CA 

発表者所属先： Verisign 

発表者氏名（役職名）：Michael D. Goldgof 

( Director, International Marketing Enterprise Services Group) 

Jim Hamilton (Technical Account Manager) 他 

URL： http://www.verisign.com 
 
※Verisign社との守秘義務契約に基づき、当日のインタヴュー内容の掲載を控えさせていただきます。本
項の掲載内容及びプレゼンテーション資料は、一般情報及び Verisign 米国本社の承諾の下、掲載して

おります。 

 

● 会社概要 

設立    ： 1995年 4月 

資本金   ： 23万 7,000USD（2001/12期、以下同様） 

資本準備金 ： 23,070 百万 USD 

従業員数  ： 3,100名 

事業規模  ： 売上 983百万 USD 損失 －13,355百万 USD 

       （前期損失は、営業権償却と資産評価損 －13,569 百万 USDに起因） 

事業内容  ： 世界最先端のインターネット認証機関で、インターネット上での認証と

電子認証証明書の発行管理を行う受託第三者機関。 VerisignのDigital 

IDSMは、電子商取引に関係する個人、組織・団体とその内容を認証する

ことによって電子商取引を信頼できるものとする。Verisignはその商標

を付けた Digital IDSMを Netscapeと Microsoft のインターネット製品

を利用する個人と、SSL暗号化通信を利用するウェブサイト全体の90％

以上に発行、セキュリティのデファクトスタンダードメーカー。Novus 

Services、Toppan Printingおよび Visa Internationalなどを含む全世

界の企業にそれぞれ専用のDigital IDSMソリューションを提供。 

カリフォルニア州マウンテンビューに本社を置く Verisign は、1995

年４月に Ameritech、AT&T、Cisco、 Comcast、First Data、Gemplus、

Intuit、Microsoft、Reuters、Security Dynamics、Softbank、Visa を

含む業界の戦略的協力によって設立された。（「2002 年 E ビジネス米国

調査団訪問先概要」より） 

 

 

http://www.verisign.com
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● プレゼンテーション概要 

当日は、事前に送付した質問項目に沿って準備されたプレゼンテーション資料により進

められた。質問内容は以下の通り。 

① 企業概要の詳細。 

② 政府の認証との関係。 

③ マイクロソフトXP と UNIX、LINUXへのスタンス。 

④ PKIは広がっていくと予測しているか？ 認証サービスの現状と将来像（大き

なビジネスとなるか）。今後の事業展開、将来の認証技術の方向。 

⑤ 海外市場をどう見ているか。 

 

● 所感 

一般社会に IT 技術が浸透する中で、Verisign の認証技術はもはやデファクト・スタン

ダードになりつつあり、インターネットを通じた双方向通信において、なくてはならない

ものとなっている。 

ただ、FirstGovでもあったように、住民票の住所変更、パスポートをはじめとする重要

書類の申請における個人認証に採用されるほどには信頼を得ていないし、電子決済におけ

るなりすましによる詐欺行為も少なくない。今後、如何に安全で且つユーザーがストレス

を感じない信頼性の高い認証システムを構築するかが課題である。 

M＆A 等の償却がなければ、極めて高収益のエクセレントカンパニーであり、この業界

の Microsoft、Intelであることには間違いない。 

 

● 配布資料 

資料タイトル：Verisign Overview 
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1.2.14 Wells Fargo：“オンライン地方銀行の最先端” 

 

日    時： 2002年10 月15日（Tue.）時間 10：10～11：40 

場    所： Wells Fargo 

発表者所属先：Wells Fargo 

発表者氏名（役職名）：George Cheng (Senior Vice President, Internet Services Development) 

ＵＲＬ：http://www.wellsfargo.com/ 

 

● プレゼンテーション概要 

 

１） オンラインサービス事業の沿革 

1994年 ホームページの開設 

1995年 一般消費者向けのトランザクション開始 

2002年 多岐に渡るサービス展開とインターネッ

トバンキング加入者の増加 

＜一般消費者＞  380 万人（全口座数の約 30％に相当） 

   ＜企   業＞  大規模企業を中心に6,000～7,000社 

   ＜証券仲介業務＞ 約2,000 万人 

 

２） Wells Fargoにおけるオンラインサービス事業の位置付け 

Wells Fargoにおけるインターネット事業部は、事業戦略上の主要な位置を占めている

ことは確かである。その一方で、同事業部はコストセンターであり、一定のコストで最大

の成果を生み出すことが求められる。 

 

３） 現在のオンラインサービス業務 

（１） 一般消費者向けのオンラインサービス 

現金の受け渡し以外の全ての銀行業務をインターネットで提供している。口座開

設も可能である。 

（２） 大企業・中小企業向けのオンラインサービス 

キャッシュマネジメント、各種財務報告のサービスを提供している。 

 

４） インターネットが銀行業務に及ぼす影響 

インターネットの登場は、銀行業務に以下のような変化と影響をもたらしている。 

① 銀行業務の主要販路になる。 

② インターネットでしかできない業務（電子決済等）を展開できる。 

③ 新規顧客の獲得に有効である。 

http://www.wellsfargo.com/


－81－ 

④ 既存の顧客への新しいサービス提供（案内）が容易に行える。但し、現時点で

は手探りの状態。 

 

５） インターネットを利用することのメリット 

① 各種報告書（決算書 etc.）のペーパーレス化 

用紙代、郵便料金などの大幅なコスト削減に寄与する。 

② 顧客へのイベント通知の電子化 

個別のトランザクション（入金・送金etc.）の結果通知が電子メールや Web

上で可能となり、電話や郵便による通知が不要となる。地理的制約なく全米

で顧客獲得が可能。 

③ 口座情報の統合 

顧客の他の銀行の口座情報が取得可能となるため、顧客へのサービス展開

が図りやすい。 

 

６） 現状の課題 

① 顧客情報の活用 

インターネットバンキングの顧客情報（一般消費者：380 万人、大企業：

7,000 社）をマーケティング戦略に十分活用できていない。原因として、以下

の点があげられる。 

ａ．銀行のデータとクレジットカードのデータが統合できていない。 

 現在データの分析方法を検討中の段階である。 

ｂ．オンラインデータとオフラインデータが分離されている。 

 特に、企業の場合は、オンラインサービス利用の場合と銀行窓口利用の場

合があるが、両方のデータの一元的な管理ができていない。 

※疑問点 

各データともに共通する情報として『口座番号』があると思われるが、口座

番号をキーとしたデータベース構築は可能なのではないだろうか？との疑問

が生じた。膨大なデータ量のため、データベースへの移行作業（方法）が困難。

取り組み中との回答であった。 

② マーケティングツールとしての有効性 

前述の顧客情報の活用ができていない面もあり、現在の Wells Fargo のホ

ームページは、マーケティングツールとしては不十分である。 

しかし、顧客の特性に応じたサービス提供が可能となれば、販売戦略上、

非常に有効なツールとなり得る。顧客情報のデータベース統合と情報分析手

法の確立が大きな課題である。 
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③ バナー広告の有効性 

Wells Fargoのホームページでもバナー広告を掲載していたが、ヒット数が

少なく、効果がないことが判明した。 

銀行の顧客はホームページにアクセスする時の目的が、残高照会や送金な

どと明確であり、寄り道するケースは少ない。その点で、目的の薄いネット

サーフィンとは異なる。その一方で、新しいサービスなどを顧客へ電子メー

ルで配信する方法がマーケティングに有効であると考えており、現在、検討

中である。 

 

● 主な質疑応答 

１） 情報セキュリティについて 

Ｑ１：オンラインサービスにおける情報セキュリティはどのようになっているか。 

   Ａ１：トランザクションの種類に応じて、適用するセキュリティを変えている。 

• 一般消費者の場合：SSL128Bitによる暗号化＋ID/パスワード 

• 企業の場合   ：SSL128Bitによる暗号化＋認証トークン 

 

２） システムの運用について 

   Ｑ２：インターネットバンキングのシステム運用をどのように行っているか。 

   Ａ２：システムの運用は、全て自社で行っている。理由は以下の二点である。 

• 信頼できるアウトソーシング先がない（セキュリティの問題が最大の理由） 

• 業務の運用が非常に複雑である。 

 

３） 事業部（インターネット部門）の業績評価について 

Ｑ３：インターネット部門は販売チャネルである。貴インターネット部門は、商品を持

っていないが、部門の業績は何をもって評価されるのか。 

Ａ３：前述のペーパーレス化など、インターネット利用によるメリットまたは、経費の

節減などによって評価される。 

 

４） 他部門との調整について 

Ｑ４：インターネット部門は、銀行内の他の部門との調整項目が多いと推察されるが、

他部門との調整はどのように行っているか。 

Ａ４：施策（方針レベル）については、各部門の長で調整を行っている。 

 

５） インターネット部門の予算の決定について 

Ｑ５：インターネット部門への投資金額（予算）はどのように決定されるのか。 

Ａ５：銀行全体の売上と新しい企画（イベント）の内容に応じて決定される。 
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６） オンラインサービス導入によるコスト削減について 

Ｑ６：オンラインサービス導入によるコスト削減はどの程度であるか。 

Ａ６：コールセンターへのコール数は伸びが止まっているが、支店数及び ATM 設置台

数は減っておらず、コスト削減額は一概に計算できない。（言明を避けた印象） 

 

７） モバイル端末の将来性について 

Ｑ７：モバイル端末利用の将来性についてどのように見ているか。 

Ａ７：Wells Fargoでは、2002年9月にモバイル端末利用を閉鎖した。理由は以下。 

• モバイル端末は銀行業務に向いていない。（情報量に比べて端末が小さい） 

• アメリカにおいては、日本のNTT Docomo のような携帯電話によるインターネ

ット利用は一般に普及しない。また、決済等の判断は移動中に行わないと思われる。 

 

● 所感 

モバイル端末向けのサービスを約２年で廃止したそうであるが、まずやってみてダメな

らばやめるという考え方はアメリカらしいという印象を受けた。日本では一旦始めてしま

うとなかなか止められない、だからなかなか始められないという悪循環に陥っている。ト

ライ＆エラーを繰り返して、よいものにしていく取り組み方は重要であると感じた。 
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NRIアメリカ渋谷氏(写真中央)の講演 

図１ 実質ＧＤＰ 

図２ 全米失業率の推移 

1.2.15 NRI-A：“米国情勢概観” 

 

日    時： 2002年10 月15日（火）, 時間 14：00～16：00 

場    所： Hilton San Francisco  会議室 

発表者所属先：Nomura Research Institute America, Inc. 

発表者氏名（役職名）： San Francisco Office 

Yuji Shibuya   SVP, Global Consulting 

 

● プレゼンテーション概要 

NRI アメリカの渋谷氏から、米国経済の最新

動向、シリコンバレーの状況、および代表的な

ｅビジネス企業の動きについて説明を受けた。 

 

１） 米国経済 

（１） 経済成長率 

実質国内総生産（REAL GDP）は、

2001年初頭から３期連続してマイナス

成長となった。2001 年第４四半期から

プラス成長に転じたものの、2001年の

実質成長率は 0.3％と前年の 3.8％から

大きく後退した。2002年第１四半期は

年率５％を記録したが、その後は再び鈍

化している。 

 

（２） 失業率 

米国経済を見る上で一番の指標であ

る雇用統計をみても、2002年４月には

6.0％に達し、その後も 5.6％以上の高

水準で推移している。 

 

（３） 設備投資 

企業の設備投資は停滞している。テレ

コム業界の過剰設備投資の調整、エンロ

ンをはじめとする一連の不正会計事件

が大きく影響している。テレコム業界は

96 年の法改正によって、地域電話会社
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図３ 消費者支出の推移 

図４ 可処分所得に対する借入金比率 

が長距離分野に進出できることになり、

長距離回線敷設に多額の設備投資を実

施した。この結果、ダークファイバーが

山積みとなった。実際に使っているのは

全体の回線の 10％以下である。また、

DSL や VPN などブロードバンド化の

進展で電話回線はケーブル電話に移行

している。AT&T の場合、同社のブロ

ードバンドケーブル契約者のすでに

10％がケーブル電話を利用している。 

 

（４） 個人消費 

米国の GDP の３分の２を占める

個人消費も盛り上がりに欠ける。賃金

の抑制、失業の増加を背景に消費者心

理は冷え込んでいる。今後も回復は期

待薄で、日本型のデフレに向かうので

はないかとの懸念も出ている｡ 

 

（５） 中古住宅市場 

個人消費を支えてきた中古住宅の売買も伸び悩み傾向である｡米国では住宅ロー

ンの借り入れ者に対して税金の控除がある。この控除額を含めると住宅を賃借りす

るよりも、住宅ローンで家を購入したほうが支払額は少なくなる。さらに、低利借

換えをすれば何らのペナルティーもないため、支払額はもっと少なくなる。金利低

下が進む中で、こうして生まれた余裕資金が個人消費をドライブさせた主因である。

金利の低下は住宅ローンという媒体を通じて、株式の値上がりと同様に消費のセン

チメントを刺激してきたわけで、NRI はこれもバブルを招いた要因であると判断

している。 

しかし、可処分所得に対する住宅ローンの比率が 80％に近づき、他の消費者ロ

ーンを加えると100％を超える借金漬けになっている。所得が伸びない中で、まさ

に爆弾を抱えた状況といえる。 
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図５ サンフ湾岸地域の失業率 

出所） California Labor Department 

図６ サンフランシスコの失業率 

出所）California Labor Department 
図７ サンタクララの失業率 

出所）California Labor Department 

２） シリコンバレーの状況 

（１） 失業率 

サンフランシスコ湾岸９地区の失業

率は全米平均を上回る６％超となって

いる｡その中でサンフランシスコは７％

強、シリコンバレー地区のサンタクララ

にいたっては８％に近づいている。同じ

西海岸のロサンゼルスも映画産業の衰

退で失業率が再び上昇しているが、それ

でも6.5％程度である。シリコンバレー

の不況は、出口が見えない状況で、す

でに湾岸地区から 20 万人の人口が流

出したといわれている。 

 

 

 

特に企業のマネジャークラスが職を追われておリ、専門職能者として H-1B ビザ

を持つ海外からの技術者の多くが母国に帰っている。彼らが韓国、中国、インドな

どでの eビジネス立ち上げの先駆者になっているようだ。 
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  Prices Unit Listings    

  Median AverageSales NewCurrentDOMSP/LP

County $549,000 $660,028 8792,255 4,560 4597.7%

Campbell $560,000 $601,479 28 51 78 3597.7%

Cupertino $786,000 $859,438 26 58 122 5397.5%

Gilroy $430,250 $473,657 28 81 164 6798.7%

Los Altos $1,200,000$1,409,579 19 59 106 5296.0%

Los Altos Hills $2,087,500$2,087,500 2 22 5214690.8%

Los Gatos $765,000 $996,568 21 64 145 7194.5%

Milpitas $475,000 $521,514 34 80 149 4198.1%

Monte Sereno $1,400,000$1,802,714 7 6 27 6194.6%

Morgan Hill $608,000 $603,704 31 73 190 6699.5%

Mountain View $695,000 $749,620 29 45 88 1799.3%

Palo Alto $958,750$1,085,232 28 98 159 3798.9%

San Jose $499,475 $556,835 4661,189 2,317 4198.2%

Santa Clara $531,475 $560,738 30 105 191 3898.2%

Saratoga $1,225,000$1,282,836 19 62 142 7095.1%

Sunnyvale $620,000 $605,797 53 107 219 4198.6%

出所）TheCalifornia Association of Realtors (C.A.R)  

 

（２） シリコンバレーの住宅市場 

失業率の上昇、人口の流出を反映してシリコンバレーの住宅販売は買い手市場と

なっている。一戸建て住宅の売却希望価格（Listing Price）に対する実際の成約価

格（Seles Price）の比率（SP/LP）は、９月で 97.7％と100を割っている。売買

商談がまとまるまで何日間、市場に Listing されたかを示す Days Of Market

（DOM）シリコンバレーの住宅販売状況（2002年９月）は 45 日と長期化してい

る。シリコンバレーが活況をきわめたころは、この DOM がマイナスになったこ

ともある。 

 

 

 

 

この結果、住宅在庫は2001年 12月以降、増加傾向が続いている。また、在庫日数（Days 

of Inventory）は、155.6 日となっている。通常は 80～100 日であり、再び長期化の様相

を呈している。もっとも９月の住宅価格は８月に比べて0.5％、昨年の９月比では8.9％上

昇した。値ごろ感から今後は上昇に転じるのではないかとの期待が、値上がりにつながっ

ている。ただ、米国の住宅の平均価格が 16 万ドル程度であるのに対し、シリコンバレー

地区は60万ドル以上もしており、いかにも高い。 

図８ シリコンバレーの住宅価格／販売の推移 
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３） e ビジネス企業の現状 

（１） 株価は依然、低迷 

ネットバブルの崩壊で

米国の e ビジネスは不況

から脱し切れていない。そ

の状況は株価の低迷が如

実に物語っている｡ 

日刊紙のUSA Todayは

インターネット関連企業

のうち代表的な50銘柄を

選択、e-Commers25 およ

びe-Business25に分けて

掲載している。以前はもっ

と沢山の銘柄を対象にし

ていたが、不振企業の上場

廃止などもあって、掲載を

絞ったようだ。これをみる

と、10月 11日の時点で株

価が過去52週間の高値を

上回っている銘柄は一つ

もない。 

高値から安値までの下げ幅の何％戻したかをみても 100％に達していた銘柄は

ない。特に e-Business25の戻り率はすべて50％以下と戻りの鈍さが目立っている。 

e-Commerces企業の中で比較的健闘しているのはJ2 Global Communicationsであ

る。FAX機能も IP化するなど、メッセージングの統合的なサービスを提供してい

ることを好感しており、株価の戻り率も97％と高い。 

オンライン大学のUniversity of Phoenix-OnlineもMBAの資格が得られること

が受けている。この他、会計ソフトのIntuit、住宅モーゲージのオンライン市場の

Lending Treeが堅調だ。結局、インターネットを利用した商売は、ただ単に物を

動かすだけではだめで、むしろ付加価値のある情報を提供することが成功の近道と

いうことだろう。 

e-Commers25：株価の推移    出所）USA Today誌 
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e-Business25：株価の推移      出所）USA Today誌 

 

e-Business25 の中

では PC のネット販

売に活路を開いた

Dell Computer のほ

か、セキュリティ関連

企業がまだそこその

水準を維持している。

反対に通信交換機器

の JDS Uniphase が

安値を更新するなど、

ネットワークのハー

ドやソフトメーカー

は低迷が続いている。

次に、具体的な成功例

について説明したい。 

 

（２） Amazon.com 

同社は代表的な

e-Commers企業で

ある。株価は過去１年の間に６ドルの安値をつけた後、18 ドル台まで戻し、高値

抜けに挑戦している。書籍のオンラインショップから出発し、音楽 CD や DVD、

カメラ、パソコンなどへとストアを展開、対象地域も先進国を中心に米国以外に広

げていった。しかし、商品の配送、代金の決済が事業拡大のネックとなったことか

ら、新たな工夫を施して成長力を取り戻している。例えば、米国内では電化製品の

ディスカウントショップである Circuit City で商品を受け取れるようにした。日本

では利用者の半分が着払いを好むことから日通などの運送会社と提携、ドイツでは

チェックや銀行振込などで支払う人が多く、個人の信用情報（データベース）も整

備されているため、個人宛に請求書を送るメニューを追加した。ケースに応じて顧

客の利便性を高める努力をしている。最近では、商品を売買したい人を対象に、同

社のホームページをインフラとして提供、「マイストア」や「マーケットプレース」

なども人気を得ている。 

 

（３） Starbucks 

同社の株価は最近 23 ドル前後で、過去１年の高値 25.7 ドルから殆ど下がって

いない。“Starbucks CARD”の発行が業績に寄与することを期待しているようだ。

すでに500 万人がこのカードを所有している。日本でも12月から取り扱いを開始
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する計画である。Starbucks CARDは、日本の JRの SUICA CARDのようなも

のだが、違うのはカードにお金が入っているわけではなく、お金の出入りはサーバ

で管理している。カードに入っているのは ID だけである。このため、入金は加盟

のStarbucks店でしかできないが、残高照会は同社のホームページ上でもできる。

また、加盟店でのコーヒー代金等の支払いだけでなく、同社のオンラインショップ

の支払いにも利用できる。Starbucksコーヒー店が混雑する時間帯は朝の６時～11

時で、注文したコーヒーと違うコーヒーの取り間違いが頻繁に生じていたが、

Starbucks CARD の使用とそのレシートの片切れをカップに貼り付けることによ

って、顧客の回転率向上に役立てている。 

 

● 所感 

IT バブルの崩壊をモロに受けたシリコンバレーの苦境は想像以上であった。20 万人も

の技術者がこの地区から流出したというが、流出者が母国に帰り eビジネス立ち上げの原

動力になっているとの話は興味深い。各国に IT 産業が拡大していけば競争が生まれ、交

流を通じて長期的な繁栄につながる可能性がある。今は苦境に直面して eビジネスの在り

方を再考する局面にあると印象づけられたが、すでに新たなビジネスモデルを加味して壁

を乗り切る企業もでてきている。日本にも参考になる企業は多々あり、先例を学ぶことで

失敗を重ねないよう願いたい。 

 

 
NRI-A渋谷氏との討議風景 
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2.1 調査の概要 
 

2.1.1 はじめに 

 

中国の WTO 加盟で人口 13 億人の巨大市場が自由貿易体制に加わり、幅広い市場開放に踏

み出した。日本企業にとって最大の魅力は、比較的良質で安く豊富な労働力と、成長力を秘め

た巨大な消費市場にある。生産基地と市場の両方の魅力を中国は兼ね備えている。 

2002年度中国インターネット協会会員大会が上海国際会議センターで開催されるのを機に､

本大会に参加するとともに､中国最初で最大である上海認証局との意見交換と､中国に進出して

いる日系企業に対するヒアリングを行った。 

中国インターネット協会大会については､次世代インターネット技術の発展動向、IPV6発展

の研究討論、コンピューターネットワーク・情報セキュリティ技術、ネットワークシステム技

術、IDN･DNSの上層応用、電子商取引の発展と応用等、テーマが多岐にわたっていることも

あり､基本的な技術の紹介にとどまっていた印象を受けた。 

大会参加者は､約 1000名であり､当初見込んだ 3000名にははるかに及ばなかった。また、外

国からの参加者は 60 名程度であった。１セッションで発表者は５ないし６名だったが、各セ

ッションに１人は外国人の発表があった。 

日系企業については､経営方法の異なる４つの製造業企業を訪問することができた。 

京セラ上海は、自分で工場を作った特資であり、シャープと本田は地場資本との合弁であり､

カシオは香港に事務所を置き来料加工を行っている。 

中国経済は急速に伸びているが､今回の調査では､自由化といってもまだまだ未整備あるいは

人為に頼る部分も多く、多くの課題が残されているとの印象を得た。その中で、多様な生産･

販売方式の工夫・活用し、体制を構築する日本企業のたくましさも印象的であった。 

本資料が、日本企業の中国展開への参考となれば幸いである。 
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2.1.2 調査趣旨 

製造・販売がグローバル化する中で、わが国企業はビジネス・プロセスにおけるスピード及

び効率向上を通じて激化する競争環境への適応を迫られている。電子商取引（EC)、インター

ネットによる組織活性化（e ビジネス）はビジネスの必須要件とも考えられる。 

本調査は、アジア、特に中国における、EC／eビジネスの発展状況を確認するとともに、わ

が国企業の電子ネットワークの活用を通じたグローバル展開の実態を把握することを目的とす

る。さらに、こうした把握に基づき、わが国企業の成功事例（ベストプラクティス）を発見・

モデル化し、企業・産業の発展を支援することを目的とする。 

 

2.1.3 調査項目と訪問調査先 

わが国企業、特に①製造業のグローバルSCM、②現地国でのECを通じた販売戦略を検討する。

そのため、中国インターネット協会大会に出席し、中国における電子商取引及びインターネットを

中心とする電子ネットワークのビジネス活用の実態を把握する。同時に、日系企業を中心とする中

国への進出企業（又は欧米外資）を訪問し、製造業のグローバルSCM展開等の実態を調査する。 

 

１） 中国のインターネット活用の現状 

（１） インターネット利用実態の把握（インフラから法制度まで） 

（２） 電子商取引の現状と展望（市場とビジネスモデル） 

（３） 認証局の制度整備 

（４） 認証・公証ビジネスの実態と展望 

 

２） ビジネス、特に製造業における SCM、アウトソーシングの展開 

（１） 日本の進出企業の日本型EMS化の推進 

（２） OEM 委託先の EMS化の推進 

（３） サプライヤーとの一体型SCMの展開 

（４） 付加価値サービスで躍進する物流 

（５） 日系製造業の中国への進出戦略 

（６） 中国立地の欧米系EMS、SCMの展開 

 

３） 訪問先 

（１） 中国インターネット協会大会（上海） 

（２） 上海認証局（上海） 

（３） 京セラ上海有限公司（上海） 

（４） シャープ有限公司（上海） 

（５） 五羊本田オートバイ（広州） 

（６） カシオ香港（香港） 



 

－93－ 

2.1.4 参加者 

 

・電子商取引推進協議会  認証公証ＷＧ 主席研究員    前田 陽二 

・電子商取引推進協議会  認証公証ＷＧ 主席研究員    松山 博美 

・電子商取引推進協議会  ビジネス改革ＷＧ 主席研究員  荒川 一彦 

 

2.1.5 調査日程 

 

 Ｎｏ 日付 曜日 都市   時間 備考 

 1 11 月 24 日 東京 発 AM 上海へ 

   （日）        

 2 11 月 25 日 上海   終日 中国インターネット大会参加 

   （月）         

 3 11 月 26 日 上海   終日 中国インターネット大会参加 

   （火）         

 4 11 月 27 日 上海   終日 企業訪問  

   （水）       ・上海認証局センター 

           
・京セラ 

・シャープ 

    上海 発 夜 広州へ移動  

 5 11 月 28 日 広州   終日 企業訪問  

   （木）       ・五羊本田 

 6 11 月 29 日 広州 発 午前 香港へ移動 

   （金） 香港  PM 企業訪問 

           ・カシオ 

 7 11 月 30 日 香港   終日 まとめ 

   （土）        
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2.2 調査の記録 
 

2.2.1 中国インターネット協会大会 

 

 

2.2.1.1 中国インターネット大会 

１） 開会あいさつⅠ 

講演者：周光召（中国全国人民代表副委員長）   

インターネットは潜在力のある最も備えるべき情報技術で、現代社会の生産力を最も活

発にさせる要素であります。ｅビジネスに基づく、電子政府、遠隔教育、ｅバンク、及び

インターネット証券取引などの情報サービスの提供など、新しい技術の活用を推進するこ

とによって、経済、文化の発展と進歩に革命的な効果が発揮されます。我が国の情報ネッ

トワーク化を発展させ、様々な分野で人類社会に幸福をもたらす重要な意義を持ちます。

例えば、情報サービス、物流、管理方式の改善、管理効率の向上などがあります。 

中国インターネット協会の主催により、上海で開催される本“中国インターネット大会”

は、ご出席した方々に国際的な交流の場をご提供いたします。 

今大会が行われることにより我が国の情報ネットワーク化の発展、活用レベルを向上す

るといった効果が発揮されることを望んでおります。今回の大会が円満に成功することを

祈ります。 

 

２） 開会あいさつⅡ 

講演者：呉基傳（情報産業部大臣） 

まず、私は情報産業部を代表して、大会の開催に対し、熱烈なお祝いを申し上げます。

また、来賓の皆様を心から歓迎を致します。 

中国インターネット大会第一回会員大会の開催は、中国インターネット事業の発展が、

新しい段階に入ることを示し、会員の皆様は、これから自らの団体組織を作り上げていく

事を表明するものです。 

インターネットは、ビジネスの応用の段階に入っており、強い生命力で、社会生産力と

人類文明の発展を推進し、世界各国の人民にとってさらに便利な仕事と生活スタイルを提

供します。リソースの共用と、情報の共有が新時代にもたらす、発展の速さと影響の広さ

は前代未聞です。当然、ほかの事物と同じように、インターネットは急速な発展の中で問
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題も生じております。最近のネットワーク・バブルの問題もその一つです。 

しかし、深刻な反省と真面目なレビューを通して、我々はインターネットの発展の本質

と規律をもっと把握できるようになると思います。 

発展途中の困難を乗り越えて、インターネットにもっと大きな活力と生きがいをもたら

し、より良いサービスを提供します。 

わが国のインターネット産業は、自国の事情によって、おだやかな実務に則した政策を

堅持し、発展の勢いを保ち、ユーザー数、ネットワーク規模、技術水準、業務の種類など

大幅な進歩を得ました。中国インターネット情報センターの統計によると、2002 年９月末

まで、わが国のインターネットユーザ数は、5435万人になっています。インターネットの

ノード数は 2056万台、WWW数は81,907個です。 

e ビジネス、リモート教育、リモート医療、電子娯楽、電子政府などの新業務システム

が、たえず生まれています。電信、銀行、証券、エネルギー、交通、教育などの情報化の

応用程度も上がり続けております。インターネットは国民経済の各領域と、人民生活の各

方面に深く入り続けます。統計によりますと、2001年わが国のインターネット市場規模は、

70億人民元になりました。 

しかし、わが国のインターネットの発展レベルは比較的低く、先進国と比べるとまだ大

きな差があることをはっきり認識しています。特に、今の段階では、下記のような問題が

あります。 

まず、インターネット上の中国語の情報リソースが少ないことです。また、わが国の伝

統的な文化に衝撃を与えること。インターネットのセキュリティが完璧ではないこと、な

どです。インターネットを利用した法律違反とモラルに反する犯罪も日に日に増えており

ます。 

情報リソースの開発程度が低いので、インターネットの応用レベルはまだ上がるべきで

す。これらの問題について、我々は真面目に研究して解決するつもりです。そうしないと、

わが国の発展のスピードを遅らせて、インターネットの総合的な実力を上げることを妨げ

ます。 

当面、わが国のインターネットの発展は非常に良いチャンスを迎えております。閉幕さ

れたばかりの共産党第 16 回大会は、情報化が工業化を推進し、且つ工業化が情報化を推

進するという戦略を決定しました。それによって、情報産業を優先させ経済と社会領域に

広い範囲で情報技術を応用することを強調しています。インターネットホームページを先

進的な文化と重要な場所にしたいと思います。 

このような重大な政策は必ず国民経済と社会情報産業化を加速させることになり、わが

国のインターネット発展に素晴らしいチャンスをもたらしてくれるでしょう。それに加え、

わが国の経済発展の加速と関連する法律が整備されるとともに、わが国のインターネット

産業の環境も徐々に良好な状況に向かっています。私は、わが国のインターネット業界も、

きっとこのチャンスをつかみ、更なる発展をなし遂げるものと確信しています。わが国の
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インターネット産業を新たなレベルに引き上げ、生産力の発展、社会文明の進歩、そして

国民の生活などにも大いに役立つようになるでしょう。 

以下では、今後インターネットの発展に必要な方策について、いくつかの意見をご参考

に、述べさせていただきたいと思います。 

 

（１） 客観的な経済規律を遵守し、インターネットの健全な発展を保障する。インタ

ーネットは経済成長を高める有効な方法であります。しかし物質経済を代替す

ることはできません。「ネット経済はすべてを代替できる、すべてを変えられ

る」というような観点は客観の規律に反するもので、いわゆる「注意力経済」、

「眼球経済」も生命力がないものであります。従って、応用を重視しなければ

ならない。宣伝による持ち上げに熱中してはいけません。有効な利益獲得でき

るビジネスモデルの建設が必要で、株の上場による資金調達に限ってはいけま

せん。完全な産業経済を建設し、各方面の資源を十分に発揮させ、理性的にもっ

と実務にそくしたインターネットの発展が必要と思います。 

 

（２） 中国のコンテンツ・リソースの開発に力を入れ、ネット文化の多元化を駆動す

るようにしなければならない。各方面の力をあわせて、中国語のソフトとコン

テンツ資源やデータベース、“デジタル図書館”、“デジタル博物館”、歴史

的に価値のある作品・文献をデジタル化し、ネットによって、われわれの伝統

文化、現代科学、国内外の先進文化と成果を伝播しなければならない。ネット

の多元化を進めることによって、インターネットをわれわれの文化伝播の重要

陣地にしていかなければなりません。 

 

（３） ネット・セキュリティの意識を深め、健全なネットと安全な情報体系づくりを

行う必要があります。社会全体でネット・セキュリティを高めるとともに、情

報安全関連の法律作りや技術標準の制定も補強しなければいけない。マルチ・

ルーティングの物理ネットの建設に伴い、ネット全体の打撃に抵抗する能力を

補強しなければならない。ウィルスの防止、ハッカーの攻撃等に関する安全技

術の発展とともに、わが国独自の技術による先進的で、効率的に管理された、

安全な国家情報ネットワークを建設していかなければなりません。 

 

（４） 積極的に市場を育て、インターネットの応用レベルを高め、ユーザ第一主義に

し、業務の増長点をしっかり掴み、ユーザが歓迎してくれるサービスや商品の

開発に力を入れなければならない。積極的に有効なサービスモデルと経営モデ

ルを探索し、新たなユーザ層を開拓し、国民の各方面の需要を満足できるコン

テンツ開発とデータベースを開発することによって、社会の情報消費者を拡大
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させ、更なるインターネットの市場を育てていきます。情報産業による工業化

の促進するチャンスを掴み、インターネット技術を確実に各領域に浸透させて、

確実にわが国のインターネット応用レベルと高める必要があります。 

 

（５） 良好な環境作りとともに、インターネット協会会員の自律を促進し、共同で社

会道徳秩序と規範を遵守することによって、わが国のインターネットを先進的

な技術を持つ良質なサービスのインターネット業界に育てて行かなければなら

ない。先進的な中華文化の特色を持ちながら、新しい精神の開拓、繁栄、豊か

で健康的なインターネット体系を作っていきたいと思います。 

 

（以上 大会日本事務局より日本語訳入手） 
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2.2.1.2 ネットワーク&インフォメーション・セキュリティⅠ  

 

● プロローグ 

講演者：He Dequan（中国技術アカデミーメンバー、国家情報化諮問委員会主任） 

 

● 強化された情報セキュリティ保証システムの考察 

講演者：Shen Changxiang（中国技術アカデミーメンバ、CAE情報部門メンバー） 

情報セキュリティ保証のコンセプトが提示された後、米国における進展状況が紹介され

た。米国においては、1998年より検討が開始され、2001年に PCIPBとしてまとめられ、

2002年に正式版が発表されている。保証レベルは、第１級（家庭、中小企業）から第５級

（全世界）まで５段階に分かれている。一方、日本における「ITセキュリティガイドライ

ン」も紹介された。その後、中国の現状が述べられ、関連領域まで含めたより強化された

国家情報セキュリティ保証システムが構想段階にあることが強調された。最後に、この体

系の確立を推進するとともに、この分野への資金投入と人材育成、技術面、法律面での整

備の必要性が述べられた。なお、講演の要約は以下の通りである。 

 

１） 情報セキュリティ保障体系強化の切迫性 

現在、我が国の情報とネットワークのセキュリティ防護能力は発展の初期段階にある。

数多くのシステムは防護措置をとっていない状態であり、情報及びネットワークセキュリ

ティについての研究は、既存の情報システムのセキュリティホールをふさぐことに没頭す

るのが現状である。これらの目前に迫っている問題を解決するには、結局、情報セキュリ

ティ保障体系の構築にかかわる。現在、我々は中国の国情により、セキュリティ体系全体

から着手し、全方位の防護体系を構築すると同時に、法律体系を完成させ、管理体系を強

化することが切実な課題である。そうすることによって、国家の情報化の健康的な発展が

保証でき、国家のセキュリティと社会の安定が確保できる。 

 

２） 国内、海外の情報保障の現状及び発展傾向 

冷戦の終了と情報のグロバール化の加速的な発展に伴い、世界各国が、特に米国、ロシ

アなどの国家政府が国家の情報保障問題を重大視し、順次に国家セキュリティ戦略を調整

することによって、情報保障は、国家セキュリティ戦略の諸要素の中での重要度が上昇し

始め、国家セキュリティ戦略の“分割できない重要な構成部分”になった。当講演者は主

に、米国、ロシア、日本及び韓国の情報保障の現状と発展傾向を紹介し、また、我が国の

政策、機関、法規、産業などの分野での、情報セキュリティ問題に対する手段と措置を紹

介した。 

 

 



 

－99－ 

３） 情報セキュリティ保障体系の構想 

我が国の情報セキュリティ保障の国家戦略目標と情報セキュリティ戦略防衛の重要な任

務について分析し、国家情報セキュリティ保障の枠組みを詳細に説明する。また、重点的

に情報システムの情報保障技術構造を紹介した。 

 

● 国家情報セキュリティ評価制度 

講演者：Chen Xiaohua（中国 ITセキュリティ評価センタ副主任兼主任技師） 

各国で進められている ISO15408（CC））に基づく情報セキュリティ評価制度の中国に

おける取り組みの紹介であった。その必要性が提示された後、各国における進展状況が紹

介された。米国におけるNISA、NSA，NIAP1、英国におけるBS7799、カナダのCSE、

ドイツの GISA、韓国のKISAなどが紹介されたが、残念ながら日本のNITEの動きは紹

介されなかった。中国においては、2001年に CNITSEC が評価機関として設立されてい

る。所員 45 名の体制で、合格マークも推進されている。また国際相互承認制度について

も言及されたが、フランスのアフノールが窓口として進められる国際登録制度については

伝わっていないのか話題に出なかった。 

なお、講演の項目は以下の通りである。 

 

１） 情報セキュリティ測定及び評価の認証背景 

（１） 情報セキュリティ問題 

（２） 情報セキュリティは国家のセキュリティにかかわる 

（３） 情報セキュリティ測定及び評価の認証概念と役割 

 

２） 認証体系の運用モデル及び海外の測定及び評価の認証体系 

（１） 海外の情報セキュリティ測定及び評価の認証体系 

（２） 米国、英国、オーストラリア、カナダ、ドイツ、フランス、韓国の状況 

 

３） 中国の情報セキュリティ測定及び評価の認証体系と現状 

（１） 我が国の情報セキュリティ管理体系 

（２） 国家は情報セキュリティ測定及び評価の認証を非常に重視している 

（３） 測定及び評価センターの設立過程 

（４） 国家情報セキュリティ測定及び評価の認証体系の構成 

（５） 体系の特徴 

 

４） 測定及び評価の認証作業の進捗 

（１） 製品認証の基本的な状況 

（２） 資格・品質認証の基本的な状況 
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（３） 国家標準の制定状況 

（４） 品質体系及び技術保障 

（５） 取得した主な実績 

 

● 侵入検知システムの諸問題 

講演者：Du Yuejin（国家コンピュータネットワーク＆インフォメーションセキュリティ研究所副主任） 

中国においてもコンピュータネットワークへの不正侵入は国家の安全を脅かすまでの大

きな問題となっている。本講演では、対応策としての侵入検知システムにおける諸問題と

その解決手段についての考察が述べられた。コンピュータネットワークがますます高速大

容量になり、分析識別能力もそれに対応して大規模にならざる得ない。 

なお、講演の項目は以下の通りである。 

 

１） 侵入検知システムの概念及び侵入検知システムを使用する必要性 

（１） 日増しに増えてくる脅威 

（２） 異なる角度から侵入検知を見る 

（３） 運用と利用が直面する問題 

 

２） 侵入検知システムの技術の現状 

（１） 侵入検知システムの技術概説 

（２） 侵入検知システムの技術の現状 

（３） 経験及び教訓 

 

３） 主な技術問題と発展傾向 

（１） 攻撃方法の複雑性 

（２） ネットワークの規模と速度 

（３） 作業員及び組織要素 

（４） 機能の問題 

（５） データ分析 

 

４） 管理及び対策の問題 

（１） 対策、経過及び実行機能 

（２） ライフサイクル 

（３） 教育 

（４） 管理目標 
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５） 講演者の提案 

（１） 開発者への提案 

（２） 利用者への提案 

（３） 提供企業への提案 

 

● データ通信ネットワークのセキュリティ・リスクマネジメント 

講演者：Yan Wangjia（北京金星セキュリティ技術株式会社CEO） 

データ通信ネットワークは、中国の情報産業の基礎施設になっている。データ通信ネッ

トワークのセキュリティは電子情報業界自身の発展にかかわるだけではなく、その他の業

界のセキュリティ、引いては、国家のセキュリティにかかわっている。「セキュリティ危機

管理」はセキュリティ体系の中で、非常に重要な役割を果たしており、セキュリティ保障

体系の構築のガイドと基礎でもある。 

「データ通信ネットワークのセキュリティ危機管理」では主に、セキュリティ危機管理

のモデル、方法、技術のキーポイントについて説明があった。同時に、データ通信ネット

ワークのセキュリティについて、具体的な、運用可能な危機管理措置を議論された。また、

データ通信ネットワークのセキュリティに対して、まず、重点保護対象（資産）を明確に

し、多種多様な手段で存在する問題（抜け穴、もろさ）を明らかに示し、直面する具体的

な脅威を詳しく述べ、可能な限り、存在するセキュリティの危険性を数量化して提示した。

上記の作業を基にし、データ通信ネットワークのセキュリティ危機管理対策及び操作可能

な措置を形成させ、最小限の投資でデータ通信ネットワークに存在するセキュリティ危機

を管理し、安全、尚かつ高速な運用を保証する方策を示した。 

セキュリティは“雨が降らないうちに窓や戸を修繕する”と同じように考えなければな

らない。誠意と信頼は“困難を共に切り抜けること”こそ貴重である。 
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2.2.1.3 インターネット・アプリケーションⅡ（電子商取引） 

 

● 電子商取引の発展と展望 

講演者（呂廷傑：BUPT大学院 副学長） 

ドットコム・バブルの崩壊により電子商取引分野での企業連携の調整が進んでいる。電

子商取引分野での企業間の連携体系、企業の電子商取引におけるバリュー・チェーンの再

編成についての解説があった。企業情報化の核心は、SCM、CRM、及びコラボレーティ

ブ・コマースであり、また中国においても、PC 中心の電子商取引から移動体電子商取引

へ移行しつつある。 

 

● ＣＲＭによる企業間競争力の強化 

講演者：王広宇（中国銀行、中国 CRM研究センター主席研究員） 

現在の企業は、情報の生成、収集、整合、フィード・バック及び戦略決定と実行を、迅

速に求められる事業環境に置かれている。CRM の理念とそのビジネスモデルの発展は、

まさに、柔軟性で迅速なレスポンスが必須のビジネス分野において、企業が消費者ニーズ

の多様な変化を感知し、対応する手段である。また、経済のクローバル化とサービス化の

進展した競争市場において勝ち残る手段でもある。 

顧客関係管理（Customer Relationship Management、CRM）は１つの全く新しい

“Online Fly”（オンラインユーザー）の管理概念であり、日増しに成熟してきている技術

と製品である。すでに、CRM市場はIT分野でシェアを拡大し始めている。 

中国では、顧客関係管理研究センター（CRCC）が初めて、管理哲学、管理モデル、管

理方法の３つの側面から CRM の定義を作成した。CRCCはさらに、企業レベルの CRM

応用のフレームワークを設計した。同時に、中国国内の各産業分野の CRM実施、及び“ｅ”

化の実現に有力な方法と技術を提供している。 

中国の企業は、伝統産業から脱皮し、IT産業時代に戦略的な変革を実現するために、“ユ

ーザを中心とする”市場運営と販売体制を築き上げなければならない。市場業務の運営体

制を新たに整え、構築し、資源の再配分を行い、企業競争力をつけなければならない。そ

れは、電子商取引時代は中国の企業にとって、挑戦であり、さらにチャンスでもある。CRM

構築を推進することは中国企業の戦略的な変革の実現及び優れた市場を築き上げるための

重要な１歩である。 

 

● 電子商取引の情報セキュリティ 

講演者：張思宇（北京ネットワークテクノロジー社 総経理北京科学技術大学教授） 

インターネットの出現は人類史上、重要な技術の進歩である。インターネットは我々の

生活と仕事の伝統的なパターンを変えている。また、グローバルなビジネス活動の電子化

とネットワーク化を引き起こした。現在、国内の電子商取引の理性的な発展がスタートし
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た。政府、大手工業と商業の企業内、銀行と証券などで、最近、電子商取引の発展が非常

に急速になってきている。 

コンピュータのネットワーク、携帯電話の電子商取引及び無線電子商取引システムの運

用方法は通常 Web サーバーを採用し、サービスを提供している。顧客は「Internet 

Explorer」、「Netscape」といったブラウザー及び携帯電話のネットワーク通信機能を利用

し、インターネット及びその他の公衆通信ネットワークを通して、各種の電子商取引を行

い、データの交換及び商取引を実現している。 

このような条件の下で、有効な身分認証、データの正確性、完全性、セキュリティ及び

否認防止など多数の情報セキュリティに関する課題を解決しなければ、電子商取引に十分

なセキュリティ保証を提供できない。当講演は電子商取引業務の主な種類、情報セキュリ

ティに対する具体的な要望を分析し、実際の数種類の応用事例を通して、国際及び国内の

効率よく、普及に適する情報セキュリティの構築モデルを紹介した。例えば、PKI（Public 

Key Infrastructure）の技術に基づいてのセキュリティ体制、VPN システムの構築と無

線 IPネットワークでのセキュリティ電子交換技術などである。 

 

● 未来の金融サービス業界に置けるネットワーク技術 

講演者：Christopher F. Corrado（史提分森工学院教授） 

金融サービス業界とインターネットを含むハイテクの間の影響について検討し、以下の

内容についての報告があった。 

金融サービス企業のサービス内容・モデル・競争環境のハイテク発展に伴う変化。 

金融サービス企業の業務発展はどのように技術の変革を支えているのか？ 

金融企業の“企業レベルのIT構造” について分析。この“構造”は企業に絶え間なく

情報の収集と利用のための機能を提供する。企業のValue Chain の受ける影響と変化。イ

ンターネットの影響力の電報、無線通信及びテレビとの比較。インターネットは情報の獲

得をどのように変えたのか？この

変化は金融機関の業務利益及び市

場分配にどのように影響するか？

業務モデルの変化。成功する情報

化企業になるための必要技術。伝

統的な企業への衝撃。顧客の日増

しに複雑になってくるニーズを如

何に満足させるか。金融 IT シス

テムの交換性を実現。などについ

て報告された。 
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2.2.1.4 インターネット・アプリケーションⅢ（社会・文化）  

 

● 中国の“デジタル化のギャップ”について 

講演者：卜衛（中国社会科学院 副研究員） 

90年代中頃、インターネットを代表とする新しい情報技術が中国で急速に発展した。ほ

とんどの国民は個人電話及び個人のパソコンを利用して、インターネットを使用している。

ただし、中国では、すべての人々がコンピュータ、電話及びインターネット技術を使用で

きるわけではない。100 人に 20 台の割合で電話機を保有するのは都市部のみであり、農

村ではない。2000 年に、全国の電話ユーザ数は144,829,000になり、そのうち、64.3％は

都市部のユーザである。100人に9.72台の割合でパソコンが保有するのも都市部でのこと

である。『中国統計年鑑』さえ、農民のパソコン保有に関するデータは記載していない。だ

が、農村の人口は全国人口の 63.78％を占める。つまり、情報技術、特にインターネット

技術を利用できるのは、中国人口の３～４％にあたる特権的な人々である。３％の利用者

と 97％の非利用者の間で、デジタル化のギャップ（digital divide）が形成されるかもしれ

ない。 

講演者は国際的な研究を背景にし、中国の現状での“デジタル化のギャップ”という問

題及び社会発展への影響について報告した。 

 

● 中国電子情報事業管理の法律枠組み 

講演者：李国斌（ISC 法務委員会事務局長） 

1993年以前に、中国電子情報事業管理は主に、インターネットを行政手段と一部の法規

則で管理を行っていた。中国におけるこうした法規制については、1990年に国務院から郵

政電子部に通達した「通信業界管理及び通信秩序の整頓に関する通知」及び 1993 年国務

院から郵政電子部に通達した「更なる電子情報業務市場管理を強化する意見についての通

知」を参照されたい。 

1993年に、電子情報事業に「競争」を導入した後、特に1998年に情報産業部の成立以

来、政府と企業を分離させ、独占を廃し、競争を奨励し、発展を促進するという原則を遵

奉し、中国では全面的に電子情報事業の立法作業に取り込んできた。2000年以来、国務院

は「中華人民共和国電子情報条例」及び「外国企業による電子情報企業への投資の管理規

定」などの行政法規を発布した。情報産業部もこれらにあわせて、「電子情報業務経営許可

証管理方法」などの 20 以上の行政規定を制定した。今後、電子情報法の起草と制定作業

の更なる進展に伴い、中国の電子情報事業の管理法規の枠組みは次第に完成されていくだ

ろう。近い将来に電子情報の監督・管理と電子情報市場の標準ルールは全面的に法律と制

度の軌道に乗るだろう。 
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● ネットゲームの産業連結についての検討と分析 

講演者：封洪（チャイナネティズン誌副編集長） 

2000年以来、インターネット産業は更なる調整と精算の段階に入り、利潤を上げる手段

の追求は、インターネット企業の共通の目標である。数多くはない利益源の中で、ネット

ゲームはこれまでとは異なった新しい勢力が現れ、インターネット・コマースを成功させ

る重要なポイントになってきている。 

ネットゲームが、インターネット応用の成功例の一つになったのはそれなりの原因があ

る。産業の成功には、文化と政策環境を整備する必要があり、また、産業連結の成功モデ

ルを作り出さなければならない。さらに、重要なことは、ゲームサービス企業とインター

ネット運用企業との協力モデルの構築である。当講演では、成熟した協力モデルと中国の

ネットゲームの発展傾向について討議・報告された。 
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2.2.2 上海電子認証局センター（hanghai Electronic Certificate Authority Center Co.Ltd） 

 

日    時： 11月 26日（水） 10時～12時 

住    所： No.1318,Beijing Road West,  Shanghai,  P. R. China 200040 

応対者氏名（役職名・連絡先）：DR. Qian Ming Hai, Mr.Johnson Cui, MS. Tan Yan Xia 

WEBアドレス（URL）：http://www.sheca.com/news/inform/competition4.htm 

 

● 会社概要 

設立：1998 年 

主な事業内容：電子証明書発行業務 

社長・幹部の経歴： 

組織：上海電子認証局センターは情報産業省の電子商取引振興プロジェクトの一環として

設立された中国で最初の認証局。2001 年香港郵政と「相互認証」及び「中国語認証

局システム」で協力していくことに合意。両者の提携は信頼性があり、シームレス

な、国境をまたぐ認証システムの創設で、中国本土の認証局と香港郵政との最初の

提携となる。 

 

● セミナー／ヒアリングの概要 

１） 中国における認証局 

現在、約 80 の CA局が立ち上がっており、地域CA（南京、北京等があるが、上海は特

別な扱いになっている。）、業界 CA、プライベート CA がある。また、地域 CA 間の連携

を行うためブリッジ CAではなく「交換センター」がある。 

UCA（United CA）を進めており、ひとつの証明書で地域 CAで共通使用できるように

する動きもあり、北京、山東省の間では実現している。ただし、証明書にはパスワード、

個人コード等の簡単な情報のみを格納し、存在証明のみに用いる。 

政府CA はセキュリティを確保するため独立しており、政府のAP、北京 CA、ユーザー、

企業とはインターネットで接続している。 

電子署名法については中国標準化委員会の安全基準委員会の中で作成しており、本文は

すでに完成しており意見を聞いているところである。法律はできていないが、裁判で電子

署名が証拠として利用された事例もある。 

 

２） 上海電子認証局センター 

上海では唯一の認証機関であり、中国国内に 400の代理店があり事業を進めている。中

国国内での証明書発行枚数としては、50％のシュアを保っている。 

現在、86名が働いており、証明書発行費用（30 元（約 450円）／年）、技術サポート費

用により、自立した運営を行なっている。 

http://www.sheca.com/news/inform/competition4.htm
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３） 主なユーザー 

政府のペーパレス化施策に対応し、上海の 50 万社に対して証明書を発行している。オ

ンライン税申告を進めるため、政府の支援を受け（具体的な費用は回答はなかったが）月

数千社に発行作業を行なっているが、まだ、10万社に発行を終えたところである。 

また、個人については 50 万人に発行している。個人に発行する目的は、株のインター

ネット取引である。ちなみに、中国の個人の株人口は 4000万人である。 

今後、社会保障カード（上海の 1800 万人中 700 万人が持っている）に証明書を入れる

ことも検討している。（日本の、住基ネットの話は伝わっている） 

 

４） 今後の事業目標 

・証明書の利用拡大 

まだ利用が少ない。一般の人に対する教育が必要である。また、アプリケーションが

少なく、今後、電子政府の進展、ネット支払いの増加に期待している。 

・中国国内でトップに居続けることが重要である。 

・法律の整備 

 

● 所感 

ヒアリング後、昼食に誘われるなど（スケジュールが詰まっているため、丁重にお断り

したが）非常に好意的であった。また、こちらからのプレゼンにも、非常に興味を持ち、

今年度Ecomで検討を進めている属性認証について概要を紹介した。 

また、2003年に上海電子認証局センターが中心になってシンポジウムを開催する準備を

進めており、案内を Ecom宛送りたいとのことであった。 

ヒアリングにあるとおり、中国の50％のシュアを誇っているが、数字に対しては、確信

できない。 
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2.2.3 上海夏晋電器有限公司（上海シャープ） 

 

日    時： 11月 26日（水） 15時～17時 

住    所：中国上海市金橋出口加工区金海路1111 号 

応対者氏名（役職名・連絡先）：薫事・総経理 深田芳彦 

WEBアドレス（URL）： 

 

● 会社概要 

設立：1992 年 5月 25日 

設立経緯・目的：シャープの中国における家電製品製造・販売の拠点として、上海地場資

本２社に三菱商事が資本参加して設立。社是は、進取創意、貢献社会。 

資本金・資本関係：投資資本：63,252,000米ドル 

日本側 シャープ株式会社(40%)ほか2 社 計 60% 

中国側 上海広電(集団)有限公司(30%)ほか1 社 計 40% 

本社との関係：本社は資本参加するとともに、幹部６名を派遣、なお、シャープは中国全土

で 5 工場、従業員 7000名（日本人47名）を有しているが、本企業は、そ

の内、１工場、従業員 2000名（日本人６名）を占めている。 

主な事業内容： 

事業分野：家電製品製造・販売 

主力製品：エアコン、冷蔵庫、洗濯機 

生産台数 ３製品で、年間 1800千台（エアコン800千台、他各500 千台） 

売上高 300 億円(2001年度) 

従業員数（内外従業員構成）：正社員988名（日本人6名）、臨時工942名 

幹部・組織 ：名誉薫事長に元上海市副市長を頂き、幹部 12名の内、６名がシャープから

の出向、６名が上海広電からの出向 

 

● セミナ/ヒアリングの概要 

１） 中国ビジネスの現状評価 

（１） ビジネス全体 

仕事のやり方で日本と大きく異なる面がある。法律、制度変更が頻繁にあり、し

かも直前に知らされる。 

また、地域格差に加え、世代間のギャップも大きい。一部のローカル企業はキャ

ッシュフロー経営であり、在庫が増えると製品の“なげうり”もでる。したがって

価格幅は大きく、部品原価を割る価格すらある。また、製品が売れなければ、財務

が代金を払わないケースや代金回収にも困難がつきまとう。これも悪しき商習慣の

一つである。一方で、入社５年程度の社員が経営を負かされており、エネルギッシ
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ュでスピードには驚かされる。PDCA1と言った仕事のサイクルにおいて、先ず Do

より入る点も我々とは異なる。 

中国のマーケットは広く複雑で外資系が販売網を構築するにはリスクが大きい。

それ故、中国ローカル企業との提携により販売の拡大を図る動きがある。 

なお、中国では外資の販売にはまだ障壁がある。現状は投資会社を設立し、その

中に販売機能を有している。しかし、これも WTO加盟で規制緩和の方向にある。 

 

（２） 家電ビジネスについて 

率直に言って一般消費者向けの商品を作っている家電メーカは苦戦している。あ

まりにもメーカ数が多い。例えば、日系メーカ８社で市場占有率は 18%程度であ

り、テレビに至っては８%しかない。 

中国には現在、エアコンメーカは 300 から 500 社あり、毎年生まれては消えて

いる。この理由の一つに、金型を作る機械(日本製)の精度が高いので、技術がなく

とも優れた金型ができ、金型投資なしで簡単にエアコンをつくることができる。 

 

（３） 対中戦略 

オールシャープの売上目標は2004年度に3500億円（2001年度の３倍）として

いる。中国においてはイメージが非常に重要でありイメージアップ戦略を展開して

いる、また、商品においてもユーザー・ターゲットを高くおき、日本との新製品同

時発売を行おうとしている。 

シャープはローカル化を基本に考えているが、中国人との考え方の相違や仕事の

進め方の違い等により改革のスピードが遅い。人材の質の向上や地道な指導、教育

を続けることが重要である。また対象市場については、物流やサービスコストが高

い全国展開をやめ、上海エリアに絞込み、直販形態を中心にし、きめ細かなアフタ

サービスで他社を凌駕したいと考えている。 

 

２） B2Bの状況 

（１） ビジネスへの適用 

全社統合でERPを展開しており、その基幹システムをベースに設計、生産管理、

販売、調達などの各システムに電子ネットが活用されている。しかしグループ内が

中心であり、外部との BtoBはこれからである。 

 

（２） システム概要 

ERP には SAPを適用、各システムは SAPとのインタフェースを採っている。

シャープと IBMで設立したソフトハウスがシステム対応している。 

                                                 
1 PDCA＝PDCA Cycle：Plan-Do-Check-Act（計画→試行→反省・改善→実施） 
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（３） 内部組織改革 

合弁なので困難が伴うが、営業マンの売掛金回収システムを IT化して対応する。

（回収しないと、売上伝票を発行しない） 

 

（４） 外部関係・連携 

部品の輸入、製品の輸出に関して電子ネット化を上海税関と推進している。実現

すれば大幅なペーパーレスとそれに伴う事務コストの削減につながる。 

 

（５） 課題・問題点 

中国政府は WTO 加盟で関税収入が減り、これへの対処として、これまで問題に

していなかったルール違反の摘発が表面化してきている。 

 

（６） 今後の展望・計画 

設計工程を含めたコストダウン、更には管理面の強化に電子ネットを活用したい。 

 

● 所感 

急な面会依頼にもかかわらず、懇切なご対応で、

中国市場への深い理解が伺えた。予定時間の関係

で、十分お聞きできなかったのが残念であるが、

現場サイドのご苦労を知ることができて大変有益

であった。 
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2.2.4 五羊本田摩托有限公司（五羊本田オートバイ） 

 

日    時： 11月 26日（水） 15時～17時 

住    所：中国広州市新港西路82号 

応対者氏名（役職名・連絡先）：弁公室主任 雷志敏 

WEBアドレス（URL）：http://www.wuyang-honda.com 

 

● 会社概要 

設立: 1992 年8 月 1日   

設立経緯・目的：広州市の地場オートバイメーカである五羊に、ホンダは 80 年代から技

術提携、供与を行っていたが、広州市の要請を受け 1992 年に資本参加

し、本企業が設立された。1998年、ホンダは同じく広州市の広州汽車と

合弁企業を設立し、乗用車「アコード」の生産に乗り出し急速にシェア

を伸ばしており、本企業はその躍進の礎的存在と推定される。 

資本金・資本関係：投資資本：30,000,000米ドル  日本側50%  中国側50% 

本社との関係：本社は資本参加するとともに、幹部および技術者などの人材を派遣すると

ともに、熊本工場などに研修生を受け入れ人材育成に当たっている。 

事業分野：オートバイ製造・販売 

主力製品・製品構成：オートバイ、スクーター各車種 

生産台数：昨年度30万台 

取引先（納入業者、販売先、受託先）： 

部品納入業者は五羊時代からの地場業者が中心、厳しい納期、品質管理を実

施しており、基準をクリアできないと取引停止となる。 

従業員数：約3000 名  

幹部・組織：経営組織の下に、生産計画、設計、生産、品質管理、総務などの各部門があ

る。なお、組織図は工場内の掲示板に各部門責任者の写真付きで掲示してあ

る。（表彰受賞などの優秀従業員の写真も掲示されている。） 

 

● セミナ／ヒアリングの概要 

１） 中国ビジネスの現状評価 

中国のオートバイ市場は約 1000 万台であるが、レプリカメーカが多く、価格破壊で競

争が厳しい。但し合弁企業には、政府の手厚い保護と情報提供がある。上海では、乗用車

の台数制限がなされているが、広州市ではオートバイの台数制限がなされており、それだ

け人気が高いといえる。したがって乗用車ほどではないが、オートバイの市場成長余地は、

まだ充分ありうる。さらに、海外への輸出も始まっており、将来、中国の大きな輸出産業

へ成長することもありうる。 

http://www.wuyang-honda.com
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（１） 対中戦略 

生産能力は 60 万台あるが、販売が伸びず年間 30 万台程度の生産に留まってい

る。うち輸出は 1 万台である。合弁ではあるが、生産性向上、品質管理面では、

国内工場と遜色がなく、QC活動も活発に行われている。部品メーカも地場中心で

あり、レプリカメーカに資本参加して委託工場化した関連企業もあり、完全な地場

同化型進出をしている。この点が系列部品メーカも連れて行ったトヨタと対照的で

ある。広州市の手厚い保護を受けており、工場前の通りはホンダ通りと名づけられ

ている。なお、本工場は年間 1万人の見学者が訪れており、立派な展示室もあり、

そこには江沢民が訪問した際の写真が展示されている。 

 

（２） 電子ネット活用の概要 

工場内には、約1000台のコンピュータは配置されており、設計、生産管理、販

売、調達などの各システムに電子ネットが活用されている。しかしグループ内が中

心であり、外部との BtoBはこれからであるとの印象をもった。 

CAD／CAMから原価管理まで、主要業務がIT化されている。 

 

● 所感 

日本の担当者が急用で対応できなくなり、中国人の現場マネージャーの対応なったが、

工場見学を中心として、生産管理の現場がよく観察でき、別の意味で有意義であった。現

地に溶け込んでいるホンダの姿勢がよく伺えた。尚、報告書メモは当日の視察に加え、一

般情報より構成した。 
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2.2.5 カシオ香港(Casio Computer (Hong Kong) Ltd.) 

 

日    時： 11月 30日（金）16 時～17時 30分 

住    所： 9/F.,Tower Ⅰ,Millennium City, 388 Kwun Tong Road,Kwun Tong, 

Kowloon, Hong Kong  Tel.+852-2377-2288 

応対者氏名（役職名・連絡先）：西原正明社長、横田和彦総経理 

WEBアドレス（URL）： 

 

● 会社概要 

設立：1979 年８月 

主な事業内容：時計を除くカシオの中国における加工貿易の拠点。 

事業分野：コンシューマ製品（電卓、電子辞書、関数機、電子楽器） 

生産台数：40百万台 

資本金・資本関係： HK＄7,300,000（カシオ計算機 100％出資） 

取引先等：納入業者：約140社、販売先：親会社 

社長・幹部：西原正明 社長（６年目） 

組織：従業員：従業員数約120名（うち日本人25名） 

特徴：全社システムを 2000年３月に導入し効率を上げている。 

 

● セミナー／ヒアリングの概要 

１） カシオ香港の位置づけ 

設立当初は、時計部品の資材調達を目的に設立されたが、現在は、時計を除くカシオ製

品の中国における加工生産の統括拠点である。 

本社からの発注に対して各生産拠点に部品を供給し、出来上がった製品を受け取り本社

に送る（加工貿易）。カシオでは約 90％の生産を海外の工場に移しているため、カシオ香

港の役割は大きく、設計部門、開発部門も香港に持っている。 

部品は、大半は中国や台湾の業者から調達しており、香港の日系企業からの調達は30％

程度、日本からの調達は10％を切る部品もある。 

 

２） 生産体制 

生産体制の中心は、いわゆる「広東型委託加工」（用語解説参照）の仕組みを使っている。 

すなわち、番禺工場を来料加工の形で使っている。来料加工とは、村＝「鎮」が会社組

織を運営し製造ライセンスを持っている（人民公社の名残か？）。ここに、生産設備、労働

者教育、等を外資が投資し，部品を渡して製品を受け取る加工貿易の形態である。 

カシオ側では、労働者の管理の必要がなく、かつ、省との交渉も必要ない。労働力は、

四川省等から３年契約でつれてくるため初任給は上がらず、かつ、労働力市場は買い手市
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場のため、モラルも高く維持することができる。 

 

３） 生産システム（CASIO PROPOSED NETWORK）の導入 

2000年に導入し，稼動を開始したが，このシステムを導入することにより、それまで本

社から注文を受けてから本社に製品を送るまで６ヶ月かかっていたものを９週まで短縮す

ることができた。 

ERP システムは国際会計基準のＪＤエドワーズを導入しているが、製造SYSTEMは生

産工場番寓で独自に開発したものを使っている。 

設計データは電子データのかたちで本社より送られるが、成熟した製品については日本

から中国に設計を移している。設計部門は現在香港にいるが、2003 年 3 月広州にセンタ

ーを作る予定であり、３年前より新卒者（中国人）を 20 名ほど採用し香港で教育を行な

っている。 

資材調達に関しては、野村総研・香港が運営している資材 VAN を利用して効率化

SPEED化を図っている。 

 

４） 今後の展開 

生産システムは今のところ問題はない。ただし、中国政府の方針、動向を注意深く見守

りながら、例えば来料加工がこのまま継続するかは保証できず、独資に切り替える可能性

の検討も行っておく必要がある。 

 

５） 用語解説 

（１） 「広東型委託加工」 

土地、建物は村＝「鎮」側が用意し、香港側はそれを賃借する。次に、生産の実

体の全くない鎮側と香港企業が委託加工契約を交わす。香港側は設備を鎮側に無償

供与し、工場長を派遣する。この香港側工場長が経営全体の指揮を執る。鎮側にも

工場長がおり、地元対策等に従事するが、経営にはタッチしない。従業員は 2000

キロ先の内陸からやってきた出稼ぎ女性労働者を鎮側が雇い、工場に派遣してくる。 

「広東型委託加工」は法律的な根拠はなく、中央の意向を聞かないとされる広東

省だけでしか行えない。また「無尽蔵の内陸からの出稼ぎ女性労働力」も広東省以

外では調達は難しい。 

彼女たちの賃金は残業込みで月約 700元（約1 万1000円）だが、それは故郷の

父親の年収に相当する。義務教育を終えた彼女たちは 2000キロ奥から２カ月をか

けてやってきて、必死の思いで働き、３年で帰郷すれば、家が建ち、あるいはお店

が持てる。こういう人たちが津波のようにやってくるため、賃金はこの 10 年ほど

上がっていない 

そして、香港から保税された部材が工場に送り込まれ、加工、組み立て後、香港
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に戻される。これに対し、「加工費」が香港から鎮の銀行口座に香港ドルで振り込

まれる。これが「広東型委託加工」の基本形である。香港の法人税は現在最大16％

だが、オフショア生産については非課税となっており、香港法人には法人税を支払

う相手もいなくなる。事実上、香港側が経営しながらも、雇用責任等は全くない。

さらに、中国では法人税も発生しない。 

 

（２） 「来料加工」 

外国企業が中国国内企業へ原材料を提供し、中国国内企業は外国企業の要求に基

づき製品の加工を行う。加工後の製品は委託企業により引き取られ、中国国内企業

には加工賃が加工委託元である外国企業から支払われる取引形態。 

 

（３） 「転廠」 

本来、委託加工の場合、保税された部材を入れ、製品を香港に戻すのだが、近年、

珠江デルタ地域は世界のメーカーが集積しているため、「転廠」という名称で中国

で生産された部品等をそのまま中国内のユーザー／工場に持ち込むことも可能と

している。すなわち、伝票は香港内で処理を行い、部品は中国内で配送する。これ

は、広東省でのみ黙認されている。このシステムを利用することにより、中国内で

物流をしているにもかかわらず中国に税金を支払わないため、中国の外国企業にか

かる税率よりも低い香港の税率（16～17%）で生産を行なうことができる。 

 

● 所感 

カシオでは香港カシオを製造統括

と位置づけ、生産は独自のいわゆる

「広東型委託加工」とカシオの全社

システムを結合した、理想に近い生

産体制を構築している。また、中国

の方針あるいは広東省の方針が変化

しても，それほど損失をこうむらな

い体制を作っており，中国進出企業

のひとつの成功事例の代表であると

思われる。中国での生産体制のお話

は、大変有益であった。尚、用語解

説部分は、一部一般情報により補足

している。 
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3.1.2 Baltimore CITISTAT ボルチモア・シティスタット 
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3.1.3 The Center for eBusiness at MIT  MIT eビジネスセンター 
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3.1.4 Supporting the Conversations of Change in eBusiness 
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3.1.5 e-Readiness Framework and Tools eレディネス:フレームワークとツール 
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3.1.6 Revitalizing lndustry：New Ventures/Venture Capital in Japan 

産業再活性化:日本における新しいベンチャー／ベンチャーキャピタル 
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3.1.7 Cyota：Secure Your Customer サイヨータ：顧客の安全を保つ 
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3.1.8 Verisigh：Overview ベリサイン：概要 
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3.2 中国収集資料 
 

3.2.1 中国インターネット協会大会 

以下の資料は、中国上海国際展示会日本事務局が参考資料として制作、関係者向けに配布し

たものである。内容はあくまで参考であり、電子商取引推進協議会と中国上海国際展示会日本

事務局はその内容に責任を負わないものとします。 

 

3.2.1.1 大会概要（事前パンフレットから） 

 
中国インターネット大会――2002年中国インターネット協会会員大会 

が 2002 年 11月に上海で盛大に開催 
 

中国のWTO加盟で人口十三億人の巨大市場が自由貿易体制に加わり、幅広い市場開放

に踏み出します。日本企業にとって最大の魅力は、比較的良質で安く豊富な労働力と、成

長力を秘めた巨大な消費市場にあります。生産基地と市場の両方の魅力を中国は兼ね備え

ています。 

この度、中国インターネット大会――2002年中国インターネット協会会員大会が上海国

際会議センターで盛大に開催されます。本大会には ICANN主席 M. Stuartlynn 氏、「イ

ンターネットの父」と呼ばれているVinton G. Cerf 氏、慶応大学教授・村井純氏など国際

関連組織の代表・国際的著名専門家及び国内の著名専門家が出席し、講演される予定です。

また、各国インターネット業界が訪問団を結成し本大会を参加する予定です。 

 

名 称：「中国インターネット大会――2002 年中国インターネット協会会員大会」 
主 催：中国インターネット協会 
指 導：国家発展計画委員会、科学技術部、情報産業部、対外貿易経済合作部、文化部、

国務院ニュース弁公室、中国科学院、中国科学技術協会 
後 援：人民日報社、国家郵政局、中国電信集団公司、中国聯合通信有限公司、中国移

動通信集団公司、中国ネット通信有限公司、吉通ネット通信有限公司、中鉄通

信ネット技術有限公司、中国衛星通信集団公司、新華ネット、中国教育と科学

研究コンピューターネットワークセンター、中国科学技術ネット、中国国際電

子商務センター、中国インターネット情報センター、上海市通信管理局、上海

市情報化弁公室 
会 期：2002年11月 25～27 日 
会 場：上海国際会議センター 

主 旨：国際・国内インターネット業界の最新動向の理解と分析、WTO 加盟後の中国

インターネット業界が直面するチャンス・挑戦及び対応策の研究、ネットワー

ク技術の発展及び応用の検討、関係企業の経営・管理経験の交流、情報ネット

ワークサービス業発展の推進、先進的ネット文化建設の促進 

内 容：１．会議   ２．展示会 



 

－148－ 

１－１会議内容：＊WTO加盟に連れ中国インターネット業界が直面するチャンス及び挑戦 

＊次世代インターネット技術の発展動向 

＊IPV6発展の研究討論 

インターネット国際標準の研究・制定の進展 

ブロードバンド技術の開発及び応用 

移動インターネット・移動電子商取引 

＊コンピューターネットワーク・情報セキュリティ技術  

＊ネットワークシステム技術  

インターネット資源開発及び管理 

＊IDN・DNS の上層応用 

政務の現状と発展動向 

＊電子商取引の発展と応用 

ネット文化の建設とネット情報資源の開発 

業界の自制及びインターネットの法的制度の整備 

インターネットと知的所有権 

インターネット運営パターンについての研究討論 

中部・西部地域情報ネットの整備 

＊特別テーマ・論壇： 

中国インターネット協会会員代表大会 

総裁シンポジウム 

青少年オンラインナビゲーションプロジェクト 

電子競技開発研究討論会 

 

１－２会議出席(出席者3000 名の見込み)： 

国際：ITU 国際電信連盟、ISOC インターネットソサエティ、IETF インターネットエ

ンジニアリングタスクフォース、ICANNインターネットドメイン＆IPアドレス

管理機構、APNICアジア太平洋地域インターネット資源管理組織、国際的有名通

信情報技術会社の上級主管者及び業界著名人、各国商工業界代表団体、ほか 

国内：中国国家計画委員会・科学技術部・情報産業部・対外経済貿易部など関係部委責

任者、各省・自治区・直轄市通信管理局責任者及びインターネット協会代表、各

部委情報センター責任者、中国インターネット協会会員代表、中国主要 ISP・ICP

企業の関係代表、ITソフト・ハードウェア製品製造販売業者代表、システムイン

テグレーション業者、金融投資機構代表、科学教育機構及び高等教育機構の研究

者、マス・メディア関係者、IT関連業界の技術者・マーケティング関係者、イン

ターネットサービス業及び電子商推進関係者、ほか 
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１－３大会参加登録料：VIP券：中国元3500元 佳賓券：中国元2000元 
注：本大会入場券は VIP 券と佳賓券の２種類があります。VIP 券持参者は上記全ての講座を、

佳賓券持参者は上記＊印以外の講座をご参加いただけます。 
 

２－１出展対象：インターネット運営業、インターネット情報サービス業、インターネット設

備製造業、インターネットセキュリティ製品製造業、インターネットソフト

ウェア開発・ハードウェア製造業のインターネット関連の新しい技術、設備、

製品及びサービス 

 

２－２展 示 料：基礎小間付きブース 1 ㎡につき US$280 (18㎡から) 

スペースブース  1 ㎡につき US$260 (36㎡から) 

（18㎡ブース毎に、大会佳賓入場券２枚を贈呈します） 

 

２－３出展サポート：出展に関する手続きは無料で代行いたします。 

展示装飾につきましては、現地装飾業者を紹介することもできます。 

カタログの中国語翻訳及びカタログの現地製作を承ります。 
通訳の手配を含む出展については全面的にサポート致します。 

 

大会の参加と出展申込締切：2002年10 月18日（金） 

 

主催者は国内外の関係者に大会の参加と出展を誘致し、そして日本の関係業界との交流

を深く進めたいために訪中視察ツアーも企画しています。 
 

詳しいお問い合わせは次の通りです。 

中国上海国際展示会日本事務局代表 張（チョウ）まで 

〒194-0004 東京都町田市鶴間 182-9 

TEL:042-799-2856  FAX:042-799-2857  E-mail:mailto:zw_kjb@ybb.ne.jp 
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3.2.1.2 胡啓恒注） プレゼン資料 （インターネット大会事務局より日本語訳入手） 

１） インターネットの中国における発展 

胡啓恒 中国インターネット協会 2002年11月 

２） インターネットが中国での発展 

• インターネットがわが国における発展の簡単回顧 

• インターネットのわが国における快速発展の原因 

• インターネット発展と応用の新段階 

• 「責任が重く、道が遠く」 

 

３） インターネットのわが国における発展の簡単な回顧（1） 

• コンピュータネットワークの早期研究（--70～80 年代） 

Ø 北京市コンピュータ運用研究所銭天白等（CANET） 

Ø 清華大学胡道元等 

Ø 十五所、電子科学院、復旦大学、上海交通大学等········ 

Ø 中国科学院銭華林、許榕生等 

Ø 科学技術、教育仕事のコンピュータに対する強い要望を出している 

 

• 早期のインターネットアクセスとインターネット利用 

Ø 電子メール：1987年、CANETが世界に始めての電子メールを発信した。「長城を

踏み越え、世界に向ける」と。1988 年清華大学学校内にあるイントラネットの最

初のローカルサーバーがx.25 でカナダに接続。1989年十五所などもいくつか使用

者会社へx.25を提供、国際電子メールに用いる。 

 

Ø 初めての専用線：1991-1993年、ハイ·エネルギー物理研究所は国際合作需要に応じ

て、それぞれ×.25方式で、それに、64Kbps国際衛星通信チャンネルをリースして、

アメリカエネルギー部ネットの·スタンフォー·リニア加速器センター（SLAC）に接

続、これによって数百人の科学者は電子メールが利用できるようになる。 

 

Ø CN 領域名：1990年 10月、CANETの銭天白氏が中国代表して、アメリカ国防部

ARPANET の DDN-NIC（元は INTERNIC）に中国のトップ領域名「CN」を登

録、「CN」での国際電子メール通信サービスを開通。ただし、サーバーはドイツに

設置してある。 

 

• わが国一番最初の大規模TCP/IPネットワーク、科学技術教育界の NCFC（National 

Computing Facility Center）ネットは一番先にインターネットにフール機能接続

                                                 
注） 胡啓恒氏は、中国インターネット協会・初代理事長 
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を実現、それから、中国は本格的に世界インターネット家族の一員となる。（毎年、

国際インターネット協会ISOCから発表される） 

Ø 国務院により許可されて、NCFCの各加盟者（中国科学院、清華大学、北京大学）、

科学委員会、計画委員会、国家自然科学基金会、及び銭華林氏などの各位の絶え間

なく努力したあとで、1993年末に建設できたNCFC親ネット（10MDPS）は 1994

年 4 月にやっと NSF親ネットにフール機能接続できた。郵政電信部朱高峰副部長

から支持されて、64Kbps 専用線をリース、慣例を破る—業種界を打破—国際通信

チャンネルを共用 

 

Ø 1994 年５月国家のトップ領域名サーバーを中国に移り帰し、北京中関村にある科

学院計算機ネットワーク情報センターに設置、登録を完成、全国使用者への領域名

登録サービスを開始。これは、中国はすでにインターネットに接続した国家になっ

たことを意味している。 

 

• CSTNET,CHIANNET,CERNET,CHINAGBN 等インターネット相次いでスタート

し、中国のインターネットは快速発展の段階に入った。 

 

４） 13歳娘とインターネットの物語： 

• 1995 年 2 月 10 日ハイ·エネルギー物理所の黄向東氏、計算機ネットワークセンター

の銭華林氏がお医者さんから頼まれて、アメリカ自然科学基金会の Steve Goldstein

先生に電子メールを発信した。「Call for Help！」と。 

• 「一人 13 歳の娘がおかしい病気に侵害されている！医学図書館とお医者さんたち、

人道主義からの援助をお願いします！」と。この情報は、数日のうちに、全世界に伝

わった。愛を込めて知識をもっている何千ものコールバックメールを受け取りました。 

• 楊小霞と言う娘が助かった。これは、ただ、インターネット作った数え切れない奇跡

の一つだけである。 

 

５） インターネットのわが国における発展の簡単回顧（2） 

• 1995 年チャイナテレコムが社会全体にインターネットサービスを提供する専用線を

開通。（上海と北京にそれぞれ1本 64Kbps）、使用者は電話回線ネットとDDNと×.25

の何れが使用できる。 

• 1996年、チャイナテレコムの 23ノードを持つ全国親ネットのサービスがスタート 

• 中国公衆計算機インターネットのサービスがスタート。中国インターネットは科学技

術教育界から社会全体に広げられた、中国インターネットの快速発展段階が始まった。 

• インターネットは中国で快速発展。 
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６） インターネットのわが国における快速発展の原因 

• 科学研究と教育のリード役 

Ø 早期の研究と国際交流—知識提供 

Ø 研究と教育がインターネットへの需要—推進力 

Ø NCFC が科学研究と教育界のリード役に条件作り 

Ø インターネット発展のために人材育成 
 

• 政府の支持と指導役 

Ø インターネットの発展をサポート、国際ルールへ統一すること及びアメリカ国家科

学基金会親ネットに接続することを支持。 

Ø 明確的な指導方針と積極的に発展する原則--「積極的発展、管理を強化、利益につ

き、害を避け、われのためにする」 

Ø ネットワークを発展すると同時に絶えず管理制度を改善—例えば国際通信チャン

ネルを共用でき、政府機関でない業者でも国家のトップ領域名サーバーを管理でき、

国際ルールにあわせる。 

Ø 発展とともに、効果的な管理規則を制定、わが国で秩序正しくインターネットネッ

トワークを発展するようにし、発展の為の有利環境を作る。 
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• 改革開放環境 

Ø インターネットがわが国で快速発展する 10 年は、わが国社会と経済が一番速く発

展する 10 年でもあります。経済実力の増強と社会からの需要は通信インフラ施設

の快速発展につながり、インターネットの発展のために有利な物質基礎を固め、イ

ンターネットの発展の推進力となった。 

Ø 電信体制の改革は絶えずインターネット発展の環境を改善。 

 

７） 中国ネットワーク情報センターCNNIC （１） 

• CNNIC 事務委員会が政府に協力して、中国領域名体系と領域名登録についての管理

方法を制定—銭天白氏と銭華林氏 

• CNNICは.cnサーバーを管理と運営、そして.cn以下の領域名を登録 

• EDU.CN 領域名の登録サービスは清華大学計算機ネットワーク情報センターが提供 

 

８） 中国ネットワーク情報センターCNNIC （２） 

• CNNICは政府から正式権限を授けられて、1997年発足 

• 政府から権限を授けられて、ネットワークの発展状況を研究調査。 

• 国際インターネット舞台に中国からの声 

- 元サーバ 

- 全世界の一般会員代表の選出（2000年） 

- ICANNの討論テーマについて、中国の意見を発表する 

- 中国語のドメイン名及び実験用プラットフォームの起動 

- ２岸４地注）を含む中国語ドメイン名の調整組織 CDNCの設立 

- IETEマルチ言語サポート技術標準に積極的に参加し、中国語ドメイン名の登記指導

にも参与する 

 

９） 中国専門家たちが国際インターネット事務に積極的に参加 

• 北京コンピュータ応用研究所の銭天白教授、清華大学の呉建平、李星教授、中国科学

院の銭華林教授などがアジア太平洋地域のインターネット組織機構の APNIC、

APTLD に選ばれました。マルチ言語のドメイン名、IPv6などの新技術の討論と研究

に積極的に参加する。 

• 銭華林などのによる中国語ドメイン名の調整チーム（CDNC）が設立、２岸４地の中

国語ドメインの研究開発の核心となった。 

Ø ２岸４地の中国人の親密な合作、標準統一、一致行動により、中国語ドメイン名の

実験プラットフォームの設立の中で、影響力のある力となっている。シンガポール

や韓国等からも参加した。 

                                                 
注） ２岸４地は中国、台湾、香港、マカオなどの地域を指す。 
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そして、韓国と日本と連合して、JETを設立した。中国語ドメイン名の設定登録の

管理指導原則はすでに国際にマルチ言語のドメイン名の分野について、有効な方法

と公認されていた。 

• インターネットは国際舞台の中で大変重要で、中国はこの舞台に上がり、もっと強い

声で発言するでしょう。 

 

１０）中国インターネット協会の設立 

• インターネットの迅速発展ともっと組織的に国際インターネット活動の需要への参

加は中国インターネット協会の設立を促した － 2001年 5月 

• 非政府組織、インターネット業界、学問界、ユーザを代表する 

• 自身の建設－５つの工作委員会、全国25カ省市での協会設立。 

• 業界の自律公約 

• CNNICと共同で、2002年 ICANN大会を成功に主催した。 

Ø 上海市政府、上海電信管理局、上海インターネット協会、上海市教育委員会、科学

院上海分院、及びNeuStar, VeriSign,、中国ネットコム等の企業も積極的にも支持

とサポートされた。 

・ 世界70カ国の540人からも参加した 

・ ICANN改革及びマルチ言語ドメイン名などの分野で重要な進展があった。 

・ 参加者が上海浦東の魅力に魅了され、ICANN 会議の決議内容に今回主催者に

対して、わざわざ感謝の意を表した。 

・ 再び、世界に「ひとつの責任のある大国」の姿を見せました。 

・ 迷惑メールの阻止及び対策チームの発足。 

・ ネットワーク管理とネットワーク安全の研修などを行う。 

 

１１）中国インターネット協会の発展 

• 調査分析の上、社会に向けて情報の提供－CNNICと共同で白書の編成。 

• インターネット国際の舞台で有力な声で発言した。 

• －「０の突破」：CNNICと共同で、ICANN 大会を主催；ICANN から国際化ドメイ

ン政策研究チームへの参加を要請された。 

• －国際インターネット協会と連絡を取り、加入を希望する。 

• －中国インターネットは規範と自律を求め、世界に良好な印象を与える。 

• パートナーと相互支持し、先進な文化を発信する。 

－科学の普及、青少年のインターネットマナー 

 

１２）インターネット発展と応用の新段階 

• バブルの崩壊、全世界範囲でもっと現実的なインターネット経済を促進している。 
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• “狂った銭が逃げた、阿呆の銭が縮んだ、聡明な銭は残ってチャンスを待つ！” 

• ITへの認識の深化とともに、わが国の E-G、E-Cはすでに基礎を整え、世界の最大な

市場となるでしょう。 

• ブロードバンドの基礎施設の規模化の建設により、更なる発揮を期待できるでしょう。 

• 多様化の応用は徐々に出て、必ずその勢いを見せてくれるでしょう。 

• 世界インターネットは技術と管理の両方面からの新しい挑戦に直面している－挑戦は

新しい発展のきっかけとなるでしょう。 

IPv6 ／  IDN  ／ ネットセキュリティ ／ 国際化管理 

Ø マルチ言語のドメイン試行と実施はすでに近い、インターネットの更なる大衆化へ

の条件を提供する。 

 

• WTO 加入後、全世界のビジネス競争が一層展開され、わが国の経済活動がインター

ネットへの需要をもっと要求されるでしょう。 

Ø 競争の需要は企業間の合作を駆動する；企業はともに提供者とユーザとなり、互い

に情報とサービスを提供する。ネット上で高効率な現代産業を結成するでしょう。 

Ø 金融の情報化と支払システムの電子化レベルも高めており、インターネットの商用

化の基礎となる。 

Ø WTO 規則に適応するため、政府行為を規範化し、市場環境の改善され、ビジネス

信用保証体系などの建設と改善などが、すべてインターネットビジネス応用ための

道を開拓してくれている。 

 

１３）「責任は重く、道は遠く」 

• 発展しながら、中国国情に適した発展の道の探索に努力する。 

-  ネットの情報コンテンツリソースの増加と科学教育の内容 

-  絶えなく管理体制の改革及び新生の生産力の放出。 
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-  業界の自律を強化する。 

-  健康的なネット内容はインターネット発展の原点と帰宿となる。 

-  業界の信用度を高めるのはインターネット経済の発展前提となる。 

-  ネットセキュリティの補完はインターネット経済発展の保障となる。 

-  中国国情に適した多様化応用インターネット世界を創造する 

 

• 東と西の地域差の縮小 

 
 

１４）輝く未来 

• 世界最大な市場は中国にあり；特にモバイル関連は巨大な潜在力がある。 

• 健康的なインターネット発展に有利な政策環境。 

• 先進な基礎施設建設 

• 社会の安定、全面的に裕福な社会建設、二つの文明建設及び高速な大環境な発展は全

体的にインターネットの発展にも有利となる。 

 

１５）中国におけるインターネット 

先進なる生産力と先進なる文明の載体となる。 

時代とともに進歩し、中国人民の根本利益と中華民族の偉大なる復興に服務する 
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＜胡啓恒履歴概略＞ 

 

胡啓恒 第八回目及び第九回の中国政治協商委員会の委員。 

1959年 全ソ連モスクワ化学工業機械学院工業自動化学部卒 

1963年 技術科学副ドクター学位を取得、帰国後、中国科学院自動化研究所にて、生

産プロセスの自動化制御、モデル見分け施設などを研究；責任を持って研究

開発したわが国初めての郵便物自動発送システムに用いる手書き文字見分

け機械は科学大賞を獲得、そして、責任を持って国家重点科学研究項目であ

り、わが国初めてのモデル見分け実験室を作った 

1980-1982年 米国CWRU大学から招かれ、その大学における応用物理と電機工程学部の

客席研究教授をし、政策決定プロセスの研究をする。 

1983-1989年 中国科学院自動化研究所所長を担当 

1984-1993年 中国自動化学会理事長を担当 

1985-1994年 中国計算機学会理事長を担当 

1988-1996年 中国科学院副院長を担当 

1994年 中国工程アカデミー会員に選出 

1996年 中国インターネット情報センター（CNNIC）事務委員会主任委員に招聘 

1996年 中国科学技術協会副主席に選出 

2001年 5 月25日、中国インターネット協会発足大会にて、第一回理事会理事長に選出 
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3.2.2 中国インターネット事情 

 

中国インターネット最新事情注1） 
１） 中国ネット人口4500万人 

中国政府の情報産業省傘下でドメイン等を管理する中国インターネット情報センターは、

中国のネット利用人口は6月末時点で4580万人、人口の3.6%だったとの報告を発表した。

同センターは「普及率はなお低く、発展余地は大きい」と分析している。 

中国のネット利用人口は世界で米国、日本に続いて三位という。利用人口は前年同期に

比べると 72.8%増で、調査を開始した 1997年 10 月から 74 倍に増えた。「中国インター

ネット発展状況統計報告」によると、利用者は男性が約六割で、女性は約四割。２４歳以

下が 53.5％と半数を超えた。1 ヶ月当たりのネット接続費用は 50 元（約 750 円）以下が

44.3％とトップ。これに51～100元の利用者を合わせると、全体の74.4%を占める。 

 

２） 中国 IT産業益々元気 

2002 年上半期、中国の電子情報産業（IT 産業）は急速な発展を見せ、輸出額が大幅に

増え、経済効率が上昇している。 

中国情報産業省の統計によると、今年 3月に入ってから、アメリカの景気回復の影響を

受けて、中国の電子情報産業が国際市場におけるシェアを高めるため、力を入れたことか

ら、その生産量は急速に増えているという。今年 1月から 5月までの5 ヶ月間、中国の電

子情報製品の輸出額は去年同期より三割以上増えた。また、パソコン、ディスプレー、カ

ラーテレビなどの輸出額も引き続き急速な伸びを保ち、ソフトウエアの輸出額は去年同期

の２倍に増えたとのことである。 

統計によると、今年上半期のパソコン市場の売上げは、前年同期比 15.8%増の 1312 億

5 千万元（約１兆9,687億円）。通年での売上げは 2,941億元（約４兆 4,115億円）に達す

ることが予測され、そのうちソフトウエア市場の売上げは約360億元（約5,400億円）に

なる見込みだという。 

中国情報産業部が発表したデータによると、今年６月末までに、全国の電話普及率が

30%を超え、30.2%に達した。調査によると、今年上半期、全国の電話利用者が急増した。

6 月までに、全国の電話利用者が3.74億、うち、固定電話利用者が 1.98 億、半年間に 1,990

万増加、携帯電話利用者が1.76億、半年間に3,135万増加、携帯電話の普及率が13.86%

に達した。中国国産携帯電話のシェアが 20%に達した。1 月から 4 月までの 4 ヶ月間に、

国産携帯電話の販売台数は去年同期に比べて 30%以上増加した。 

最近、世界標準インターネットユーザーの調査・分析に従事する権威機構のニールセン・

                                                 
注1）以下の資料は、中国上海国際展示会日本事務局が参考資料として制作したものです。内容はあくまで参考で
あり、電子商取引推進協議会と中国上海国際展示会日本事務局は責任を負わないものとします。 
 



 

－159－ 

ネットレーティングスは、中国のインターネットの発展趨勢に対し調査を行った。上海で

発表されたその調査レポートによると、中国の自宅でインターネットに加入する人数は

5,660 万人となり、アジアで自宅でのインターネット加入者数の最も多い国となり、アメ

リカに次いで世界第２位にランクされ、その後は日本、ドイツ、イギリスが続いている。

中国業界の専門家によると、このデータはインターネットの関連産業を大いに喜ばせた。 

 

３） 今後５年中国は世界最大情報セキュリティ製品市場に 

中国情報産業部の副部長婁勤倹氏によると、今後五～十年、中国は世界最大の情報安全

製品の市場になる。自主的情報安全産業の発展を速め、国の情報安全を守ることは中国の

情報産業の急務である。当面の情報安全産業は関連戦略と政策の制定、関連技術基準の制

定、ネットワーク安全技術の発展、核心技術の突破と革新等四大要務を至急解決しなけれ

ばならない。 

具体的には、国家情報安全産業の発展戦略と関連政策を早急に検討制定し、良好な発展

環境をつくりあげる。 

情報安全はハイテクの支持が必要である。技術規範がなければ相互連続、共有、連動意

義の情報安全が不可能である。積極的にネットワークの安全技術を発展させ、自主的知的

所有権のある製品の研究開発と産業化を支持する。核心的技術の発展と革新を強化して、

CPU、操作システム等情報安全の核心技術と製品の自主的研究開発において完対遂すると

している。 

 

４） 中国電話普及率30％を超え、携帯電話普及率 13.86％に達し 

7 月 18日、中国情報産業部が発表したデータによると、今年 6月末までに、全国の電話

普及率は 30％を超え、30.2％に達した。 

調査によると、今年上半期に、全国の電話利用者数が急増した。6 月末までに、全国の

電話利用者数は3.74億となり、そのうち、固定電話利用者は 1.98 億台で、半年間に1990

万増え、携帯電話利用者は1.76億台で、半年間に3135万に増えた。携帯電話の普及率は

13.86％に達した。 

利用者が急増し、テレコム消費がブームになっていることを背景として、全国の電話業

務による収入も引き続き増え、今年上半期には1845億元になり、昨年同期比 16％伸びた。 

しかし、携帯電話が急増している中で、携帯電話の代替役であった、ポケベルの利用者

が激減し、上半期に 1918万減り、6月末までに、利用者数は2507万台へと減少した。 

 

５） 家庭情報化 広州が全国トップ 

広州市では６割を超える家庭がコンピューターを所有し、うち４割がインターネットを

利用していることが、同市情報センターの最新の調査でわかった。コンピューター保有率、

インターネット利用世帯や人数などは平均 10％増加しており、広州市は家庭情報化で全国
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トップにある。 

広州市情報センターは４月、「家庭の情報化」をテーマに同市１万世帯を対象にコンピュ

ーターの保有やインターネットの利用状況について調査を実施した。その結果、インター

ネット利用では（１）女性の比率が増大している（２）若年層から高年齢層へと拡大して

いる（３）学生の比率が最大である（４）家庭に集中している（５）アクセス時間が増え

ている（６）政府関連サイトへのアクセスが少ない（７）青少年は教育関連サイトへの興

味がある（８）若者はネットショッピングに関心がある――の八大特徴が明らかになった。 

 

６） 大連の携帯電話部品の輸入大幅増 

大連税関の統計によると、上半期、大連の携帯電話部品の総輸入高は 2261 万ドルで、

去年１年の 1273 万ドルの約２倍に近い。分析によると、上半期、携帯電話部品の輸入量

が大幅に増した主原因は、中国が WTO の協議に基づいて今年の１月１日から 251の情報

技術製品の関税に対して「情報技術製品協議」税率を実施し、携帯電話の部品の税率が７％

から０％になっているからで、国産携帯電話の成長も携帯電話部品の輸入が伸びる重要な

原因の一つである。 

 

７） 中国上半期コンピューター市場 売り上げ二兆円 

ソフト市場が急速な成長期に 三年後一兆千億円規模 

賽廸顧問股フェン有限公司（CCID Ｃonsulting Co･Ltd．）が伝えたところによると、

今年上半期のコンピューター市場の売り上げは、前年同期比15.8％増の 1312億 5000万

元（約 1 兆 9687 億円）。通年での売り上げは 2941 億元（約４兆 4115億円）に達するこ

とが予測され、そのうちソフトウェア市場の売り上げは約 360 億元（約 5400 億円）にな

る見込みだという。 

中国電子信息産業発展研究院の管轄下にある賽廸顧問公司は、情報サービスが中国コン

ピューター市場の新たな成長ポイントになったと見る。今年上半期には電子政府関連の買

付が明らかに増加し、買付額は 154 億 9000 万元（約 2325 億円に上がった。そのうちソ

フトと情報サービスへの投資の比率が三割を超える。現在、情報サービス業は伝統的なコ

ンピューター製造業に代わり、中国コンピュータメーカーが発展していくための生命線と

なっている。 

賽廸顧問公司は中国ソフト市場がこれから急速な成長期に入るとの予測も発表した。今

年上半期のソフト市場の売り上げは前年同期比 23.6％増の143億3千万元（約4145億円）

だったが、ハードウェア市場の売り上げは同 12.8％しか増加していない。ソフト市場が市

場全体に占めるシェアは、2001 年は 11.4％、2002年には 12.2％に増えている。 

賽廸顧問公司では、中国ソフト市場は 2005年には 748億元（約１兆220億円）の規模

に達すると見込んでいる。 
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８） 中国パソコン市場 世界第二規模へ 

中国のパソコン市場は来年には世界第三の規模から第二位に上がる可能性があるという。 

中国の昨年におけるパソコンの出荷量は前年比 22％増で、アジア全体の成長率である

７％と比較すると15％も高い伸びを見せている。 

アメリカの調査会社であるインターナショナル・データ・コーポレーション（IDC）に

よると、来年、中国市場は主要都市で買い替え需要が高まることにより成長を継続すると

している。また、中国政府の計画により全国の90％の小中学校がインターネットアクセス

の環境を整備しようとしており、教育分野向けの市場が拡大する。 

地域的に見ると、北京や天津、河北省などの北部市場が今後も数年間に渡り全国のトッ

プを維持するが、成長の伸びが高い地域は中国東部や南部である。一方で西部大開発の効

果により、中国西部における成長率も42％に達している。 

パソコンメーカーに関しては、現在、職想集団と北大方正（ファウンダー）がシェアの

第二位までを占めており、これに IBMや DELLが続いている。 

 

９） メールサービス、全面有料化へ 

中国国内で最も早くサービスを開始し、ユーザーに対して無料のメールサービスを提供

していた 263は先ごろ、無料メールサービスの有料化を発表した。関係者は「国内インタ

ーネット業務の全面的有料化に向けた動きを示すものだ」とコメントした。 

昨年初め、国内の新浪、中華網、21CN、163 など多くのインターネットサイトが有料

のメールボックスサービスを開始、同時に無料のメールボックスの容量を減らすなどの措

置を採った。しかしメールボックスを完全に有料化したのは、263が初めて。 

先ごろ発表された中国インターネット統計レポートでは、ネットユーザーが最も頻繁に

使用するサービスは電子メール(92.2％)であることが分かった。国内のネットユーザーは

現在 3770 万人、ほとんどのユーザーがメールボックスをもっているが、その多くが無料

のサービスを利用している。 

業界では、行き過ぎた無料サービスはネットバブルを招き、業界の赤字の恒常化につな

がるとの声が高く、有料化は業界の健全な発展のために必要だと考えている人がほとんど。 

清華大学・経済管理学院の金占明教授は「電子メールの無料から有料化までは、単純な

プロセスをたどったわけではなく、様々な概念的およびサービス面での変化を経てきた」

と述べた。金教授は、インターネット企業の有料メールボックスは注目を集めているとし

たうえで、「顧客に対するサービス意識、デザインのコンセプトなど様々な面で調整を続け、

個人のニーズに応じて多種多様な付加価値を持つサービスが提供されるべきだ」と語った。 

 

１０）チャイナテレコムは次世代ネットプロジェクトを稼動 

最近、チャイナテレコムが長い間検討してきた次世代のネットワーク（NGN）の試験プ

ロジェクトが北京、上海、広州、深センの四つの都市でスタートした。チャイナテレコム
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のイ楽平技師長によると、今回の次世代ネットワークの実験ネットワークプロジェクトは

グローバルの最大交換網の次世代ネットワーク邁進へのチャイナテレコムの積極的試みで

あるだけでなく、技術革新を通じてチャイナテレコムをもっと速く国際的総合競争力のあ

る大型企業グループに発展させるのがその主な狙いだ。 

最近、チャイナテレコムは五社のメーカーと次世代ネットワーク試験プロジェクトの設

備供給契約を結んだ。契約額は１億元（約 16 億円）に及ぶ。五社のメーカーはそれぞれ

北電ネットワーク、エリクソン、上海ベル、シーメンス、中興通信。 

 

１１）デジタル放送の研究開発を継続 

中国国家発展計画委員会は４月３日、デジタル放送の研究開発と産業化に向けたプロジ

ェクトを 02年も引き続き実施していくことを発表した。 

02 年の重点プロジェクトは次の３つ。（１）デジタル放送端末及び関連部品の産業化プ

ロジェクト、（２）デジタル放送チャンネルの放送設備の開発と産業化プロジェクト、（３）

デジタル放送の応用システムの産業化プロジェクト。 

 

１２）衛星通信市場、初歩的な規模を達成 

新華社通信によると、中国の衛星通信事業はこの 30 年来発展を続け、その市場は初歩

的な規模を達成した。中国は現在９個の衛星と 342基の受信発射装置を保有しており、ア

ジアの広範な地域とヨーロッパの一部地域に衛星による観測情報サービスを提供している。

また、中国の東部の沿海都市上海で開かれている中国・ロシア情報通信ハイレベルフォー

ラムによると、これまでチャイナテレコムが運営している国内のパブリック衛星通信ネッ

トワークで７万９千の回路を開通している。また、チャイナテレコムが運営している 15

基の国際通信衛星地球ステーションでは１万３千回線の双方向通信回路を開通しており国

際通信サービスを提供している。 

 
１３）中国移動・中国聯通相互受発信開通 

中国新聞社の報道によると、全世界では昨年、ショートメッセージサービスの利用件数

は 2500 億件であり、そのうち中国では100億件で既に数十億元規模の市場に達した。 

5 月、海南省では中国移動公司と中国聯通公司との間のショートメッセージサービスの

相互受発信がすでに開通しており、中国聯通によると、開通から二日間で海口市事業者を

超えて発信されたショートメッセージ件数は一万件を超えたという。すでに中国移動と中

国聯通は協議を締結しており、5月 1 日午前 0 時にショートメッセージサービスの相互接

続が全国規模で開通した。これで両事業者間が長期間に渡って相互受発信が出来なかった

歴史にピリオドが打たれたことになる。 
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１４）中国ソフト産業好調維持 

賽廸顧問公司がこのほど発表した 2002 年第１四半期の統計報告によると、中国のソフ

ト・情報サービス市場の売上高は 161億元（約2,576 億円）（昨年同期比22.2％増）。 

ソフトの売上高は 64 億 6,000 万元（約 1,060 億円）（同 20.9％増）、情報サービス市場

の売上高は 96 億4,000万元（約 1,540億円）（23.1％増）で、大きな伸びとなった。 

人民日報の報道によると、ソフトの売上では基本ソフトの売上高が 19 億8,000 万元（同

17.9％増）で、ソフト全体の売上の30.7％を占めた。ミドルウェアの売上高は4億 2,000

万元（同 35.5％増）、応用ソフトは 40 億 6,000 万元（同 21.1％増）で全体の 62.8％を占

めた。 

また国内のパソコン販売台数は 2,052,000 台（同 19.6％増）、売上高は 171 億 7,000 万

元（同15.3％増）だった。ノートパソコンの売上高は43.6％の大幅な伸びを見せ、売上高

も 30.8％と大きく増加。PC サーバーの販売数は 20.9％増加したが、売上高は 7.5％の増

加に留まった。 

 

１５）WTO効果でIT製品輸入大幅増 

中国では世界貿易機関（WTO）ルールに基づいて、今年１月１日から情報技術(IT)製品

251 品目を対象に、「IT 製品に関する合意書」で定められた税率が適用されている。税関

の統計によると、この政策の成果により、今年第１四半期の IT 製品の輸入は昨年同期を

16.3％も上回った。 

合意書に基づいて、モバイル機器、各種コンピューター、集積回路（IC）など 122品目

を対象にゼロ関税が適用されている。 

 

１６）中国携帯電話の加入者が2億の大台に 

中国情報産業部が４月６日発表したところによると、向こう４年間に、中国市場の通信

サービスに対するニーズは早いスピードで増加し、年間の増長率は21％に達すると予測さ

れ、05年までに中国の通信市場の総規模は 00年と比べて 2.5倍に増えて1 兆500億元（約

16 兆8,000億円）に達する見込みという。 

データによると、本年２月末までに、全国の携帯電話利用者が 1.56億台となり、携帯電

話普及率が 11.2％に達した。情報産業部の予測によると、今年の中国通信市場の電信投資

総額は約 3,000億元（約 4 兆8,000億円）に達し、設備市場は1,890 億元（約 3兆 2,400

億円強）による、携帯電話加入者も２億人の大台を超える。これは、世界で始めて１ヶ国

で２億台という偉業的利用数ということである。 

 

１７）携帯電話の買い替え率が高い 

中国消費者協会がこの頃まとめた調査結果によると、中国は消費者の携帯電話の買い替

え率が高いことがわかった。調査を受けた回答者のうち、半分以上の消費者が２台以上の
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携帯電話を使ったことがあるという。 

「携帯電話ブランドの消費者満足度調査」と名付けられた調査は形態電話の利用者を対

象に、15の大中型都市で有効回答 11,481件を受け取った。 

約４分の１の回答者が３台以上の携帯電話を使ったことがあり、37.1％の消費者が 02

～03年の間で携帯電話を買い替える意欲を示したほか、わずか4.4％の消費者が「携帯電

話を買い替えるつもりはない」と答えた。 

なお、男女利用者の比率は 55％対45％で、男性は女性を上回り、年齢では大部分が 25

～45歳と若返った。携帯電話の選択にあたって、品質、機能、価格、デザイン、サービス

のうち、70％の人が品質を首位に位置付けたことは品質への注目度が高いということがわ

かった。 
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3.3 米国プレ調査メモ 
 

● 調査概要 

１） 背景と目的 

2002年現在、インターネットはビジネスのコモディティとして定着し、各企業・業界固

有の既存ストックとネットの連携における競争優位の発揮が求められている。ビジネスの

焦点は、バリューチェーン全体を見て、EC の優位性×自社のコア・コンピタンスによっ

て、如何に「次世代 eカンパニー」として競争優位を築くかにある。 

本調査は、平成14年度ビジネスモデルWG活動全体と、10月に予定されるメンバーによる

訪問調査の方向付けのためのプレ調査を目的とするものである。同時に米国 EC／eビジネ

ス関係機関との意見交換を通じて、共同研究等の連携可能性を探ることも目的とする。 

 

＜主要目的＞ 

１）ポスト EC時代のEC／eビジネス改革モデルの先端研究・構想・実態の把握 

２）EC又はネットの活用によるトランスフォーメーション（変革）プロセスの把握 

３）次世代 EC事業者の先端モデルの発見・把握（ネット専業の現在と位置付け等） 

４）先端研究機関の EC／eビジネス関連研究動向の把握と連携可能性の探索 

 

２） 時期：2002 年 7月 18日（木）～7月 28日（日）（11 日間） 

 

３） 出張者：電子商取引推進協議会 ビジネス改革WG事務局 荒川 一彦（主席研究員） 

 

● 調査記録 

１） Progressive Policy Institute 

日 時：7月19日（金） 

場 所：ワシントン DC  

面談者：Dr. Robert D Atkinson 

 

民主党系政策シンクタンク。しかし、左右ではない第三の道を目指す。デジタルエコノ

ミー推進のための各種提言を続けている。その州別進捗度を20の指標をつかって評価し、

レポートとしてまとめて３年目になる。 

ニューエコノミーは依然として有効である。生産性／効率性の改善は重要かつ明かであ

るとともに、高所得者層と低所得者層の間の所得格差の拡大も、一次的な解離はあったも

のの、所得上昇率は、同程度にと落ちついた。紙や電話といった旧来のコミュニケーショ

ン手段からの転換、仲介業者の中抜き効果は、経済にとって大きなインパクトである。旅

行業はｅ活用のLeading Edge Sector。その他ｅBill Paymentがもたらすコストカットや
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顧客満足度向上は大きい。EC は実経済の 7 倍の速度で拡大しており、生産性は 2001 年

第四四半期に 5・1％上昇。失業率も 2001 年 12 月に 5.1％まであがったが、これは 1980

年代の平均失業率より低い。デジタルエコノミー化による効率性の改善は経済成長にとっ

て依然として重要である。 

 

２） NRI‐America ワシントン事務所 

日 時：7月19日（金） 

場 所：ワシントン DC 

面談者：斎藤義明 

 

IT投資は下降線を描く中で、既存資産の高度活用へと関心がシフト。現在、①電子政府、

②危機管理とITサービス、③CRM、④アウトソーシング、⑤ｅLerning、⑥ユビキタス、

⑦コラボレーション等をテーマに検討している。その中で、IBM のCo-sourcing ビジネス

の展開は注目されよう。ITコスト削減・効率的 ITマネジメントの方法として、自前でな

く、コアコンピタンス以外は、アウトソースするというという流れの中で、使った分だけ

料金徴収し、カスタマイズはしない。「ITユーティリティモデル」と呼ばれる。米国では、

プロジェクト・マネジメント能力は明らかに日本より進んでいる。極めてプラグマティッ

ク。CIOをうまく設置し、個別コンテクストの中での最良の選択を目指す。 

 

３） Washington Core社 

日 時：7月19日（金）  

場 所：ワシントン DC 

面談者：小林千代、出川朋子 

 

※「EC／e Business改革調査」の事前意見調整。 

 

４） MITスローンスクール Center for e- Business 

日 時：7月22日（月）  

場 所：ボストン 

面談者：Daid L. Verrill、John W. Quimby 

 

Center for e- Business は、3年前に学部の壁を超えて形成された。①トップ・ビジネ

ス・スクール、②テクノロジー研究に基礎、③産業界との協調、が成功要因である。現在、

50人以上の研究員が52のプロジェクトに従事し、スポンサーも世界38企業に及ぶ。 

「Process Handbook」プロジェクト。5000以上の事例データ他を蓄積した上で、ビジ

ネス要素の変化に対応して自動的にプロセスを判別変化させる、（システムダイナミクス）
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ソフトの開発中。（自律エージェント型全体最適変化モデル？）T.Malone教授による「21

世紀組織プロジェクト」の後継をなすもの。情報ポータルであるとともに、ダイナミクス

の検証場。 

発表された論文はすべて Web 等で公開されており、無料で利用可能。それ以外は正規

のスポンサーシップを購入することで、カスタマイズした研究貢献を受けられる。 

 

５） Buckmann Laboratories International 

日 時：7月23日（火）  

場 所：メンフィス 

面談者：R.Buckmann、Timothy L. Meek  Cheyl M.Lamb  Kelly VanVoorhis 

 

ナレッジ・マネージメント優良企業の老舗的存在。2002年度KMAward を受賞(2回目)。 

前会長 R.Buckmann氏のイニシャティブで、当初はコンピュサーブの会議室を使って、

世界大での情報交換を実現。Knowledge Tarnsfer Division (KTD) によるインフラ支援

とダイアローグの蓄積・整理。“いつでもどこでもオフィス”を目指した環境を整備。 

前会長の On-Going 的な導入期に比べ、現在のCEO の下で Pragumaticに明示的な活

動が求められるようになってきている。但し、基本的要素は、大きく変っていない。BL 

Learning Centerの活動が注目されるが、eLearning及び KM・コンサルメソッドに関し

ては企業秘密として詳しくは聞くことが出来なかった。 

最近オーストラリアの企業の化学分野への進出を、ビジネス・コンサルティングを含め

てノウハウ提供して支援した。製品提供会社から知識提供会社へとビジネスのコアが変り

つつある。 

"Collaboration is human nature, Knowledge Sharing is human nature"   

    (R.Buckmann:CEO ) 

 

６） U.C. Irvine（Center for Research &Information Technology and Organization） 

日 時：7月24 日（水） 

場 所：アーバイン 

面談者：Jason Dedrick  Dr.Jennifer Gibbs 

 

世界10カ国2139 社を対象とした「Global E-Commerce Survey」を実施。各国の協力

者および各種 2 次資料等を使って、EC の共通傾向を抽出している。EC はそのオープン

ネス、低コスト、広範な利用可能性とネットワーク効果にもかかわらず、期待されたほど

大規模な拡大を示しているとは言いがたい、としている。調査対象企業の 58％は宣伝用に

使っており、売上の 5％がオンライン売買であるに過ぎない。しかし、製造、販売、金融

の 3分野では積極的な利用が見られる。 
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本研究所は、他にも EC／e Business に関する広範な研究を蓄積。ネットを活用した多

納品先Supplierモデルは有効である。デルとシスコのパフォーマンスの相違は、こうした

サプライヤーとの関係構築の方法が異なるところにある、としている。 

 

７） Institute for Study of Distributed Work (ISDW) 

日 時：7月25 日（木） 

場 所：サンフランシスコ 

面談者：Dr. Charls Grantham 

 

コア・コンピタンスへの注力と、アウトソーシングにより、その企業自体は全体のビジ

ネス・デザインとコーディネートを行うようになっている。しかし、各企業がコアに特化

しつつ相互に取引関係を持つことでマトリクス・アライアンス構造が形成され、リスク分

散とコアへの特化・洗練が可能になっている。 

ビジネスを物財ではなく、サービス或いはデザイン等のコンセプト／シンボルとしてと

らえる「Creative Class」が形成され、益々重要になって行こう。 

 

８） NRI‐Pacific 

日 時：7月24 日（水） 

場 所：サンフランシスコ 

面談者：渋谷裕二 

 

長い間追いつけ追いこせで、米国への視察旅行は、何かヒントを直接得るところの目的

を持つ方が多かった。しかし、最近、日米の違いから必ずしも同じに行かないことが分か

ってきている。アメリカの都市はコスモポリタン化しており、日本との大きな違いを発見

しにくくなっている。しかし、発想を展開するためには、日常と異なった環境と刺激が必

要。米国企業の幹部は、とんでもない山奥などでディスカッションする。集中できる点と、

お互いをよく知り合えるという利点がある。デズニーが ABC を買う話は、アイダホのサ

ンバレーというリゾートで決まったとのこと。破壊的に新しいアイデアは、普段と全く違

う環境からの刺激、共通の目的を持った 人々との議論、そして、それをうまく抽出するモ

デレーターの協力で出来る。現在、シリコンバレーよりもサンフ対岸のSonoma 郡の方が

こうした環境を提供しやすい。Agilent (元HPの計測器系)等の企業施設も展開している。 

※ 「米国EC／eBusiness調査」打ち合わせ。 
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９） SRI-International ; Business Intelligence Center 

日 時：7月25日（金）  

場 所：パロアルト（シリコンバレー） 

面談者： Marcelo Hoffmann  Dr.Thomas M. McKenna 

 

EC またはKM等、特に目新しい動きは今のところ見られない。特に KMはテクノロジ

ーではなく文化の問題。文化を変えるには時間がかかる。ここ 5年は何も変っていない。 

EC は、BackPeddallingでリカバリームードではない。アマゾンが無料配送を始めたり、

Travero Cityが 9 月11日以降、業績回復しているが、競争は厳しい。Online Glosery が

回復しているのが注目される。WebVan は高額の IT 投資で破綻したが、現在はローテク

がキーワードである。投資しないことが競争優位だ。Safewayや Albertsonのような小売

が ECをチャンネルに加えている。価格と信頼性が成功要因。 

唯一、10人程度の小グループ内での Instant Messageの利用が話題になっており、Cisco

などで、その使い方の検討が行われているようである。但し、ソフトはフリーウエアに近

く、その標準化も行われておらず、今後は不透明である。 
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平成 14 年度 ビジネス改革WG メンバー一覧 

（順不同・敬称略） 

No. 名前 会社名 備考 

No.1 青島 健二 株式会社富士通総研 ＊ 

No.2 安部 智緒 株式会社日立情報システムズ ＊（ECeB研） 

No.3 石田  理 大日本印刷株式会社  （ECeB研） 

No.4 石丸 直裕 国内信販株式会社 ＊（ECeB研） 

No.5 碓井 聡子 株式会社富士通総研 ＊ 

No.6 小幡 浩孝 株式会社日立製作所 ＊（ECeB研） 

No.7 小林 雅弘 株式会社アプラス  （ECeB研） 

No.8 藤本  浩 株式会社アプラス  （ECeB研） 

No.9 佐藤 秀幸 東京電力株式会社 ＊（ECeB研） 

No.10 神野  洋 日本電気株式会社  （ECeB研） 

No.11 赤塚 正幸 日本電気株式会社  （ECeB研） 

No.12 原田 素子 東日本電信電話株式会社  （ECeB研） 

No.13 菱沼 昌浩  アコム株式会社  （ECeB研） 

No.14 平野  篤 富士通株式会社 ＊ 

No.15 堀  孝光 NTTコミュニケーションズ株式会社 ＊（ECeB研） 

No.16 菅田 耕也 佐川急便株式会社 （ECeB研） 

No.17 松本 晴幸 富士電機株式会社   

No.18 丸谷  睦  川鉄情報システム株式会社   

No.19 若泉 光紀 株式会社損害保険ジャパン  （ECeB研） 

    

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 村上 敬亮 経済産業省   

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 川渕 英雄 経済産業省   

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 三村 和也 経済産業省   

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 小池  明 経済産業省   

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 吉村 正平 電子商取引推進協議会   

    

事務局 荒川 一彦 電子商取引推進協議会 主査 

事務局 平井 吉光 電子商取引推進協議会   

事務局 津野 暁子 電子商取引推進協議会   

    

注）途中後交代の場合もご貢献に感謝して記載している場合がある。所属会社は参加時点。 

注）「＊：WG 報告書・詳細分析」「EC／eB 研究会」は WG メンバー有志のボランタリーな

参加をお願いした。全体活動では、WG 全員に調査・分析の検討・査読をお願いしている。 
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